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序文

欧州連合人工知能法解説書

2026年8月2日は日曜日でした。その日の午後、私はパンギョの人工知能企業の代表から電話を受け
ました。声が普段と違っていました。ヨーロッパのパートナー企業からメールが来たというのです。自
社のチャットボットが今日からヨーロッパの法律に違反しているように見えるという内容だったと言い
ました。そんなはずはないと思ったそうです。彼らはヨーロッパに事務所もなく、ただサービスに相談
チャットボットを1つ付けただけだからです。

私は彼に、チャットボットがヨーロッパのユーザーと会話する際、それが人工知能だと告知している
かと尋ねました。しばらくの沈黙がありました。なぜそんなことを知らせる必要があるのかという質問
が返ってきました。その質問の中に、この本が書かれることになった理由のすべてが含まれていたので
す。

その日は、欧州連合人工知能法第50条の透明性義務が全面施行された日でした。人間と会話する人工
知能は、その日から、自分が人工知能であることをユーザーに告知しなければなりませんでした。パン
ギョのその企業は、自分がその法律の適用を受けることを知りませんでした。ヨーロッパに法人がない
ので、ヨーロッパの法律と無関係だと信じていたのです。しかし、その企業のチャットボットはヨーロッ
パのユーザーと会話していて、その瞬間、企業の所在地は重要ではありませんでした。重要なのは、そ
の人工知能がヨーロッパで何をしているかであったのです。

私はこのような電話を何度も受けました。ある企業は、生成型で作られた広告映像が問題になり、あ
る企業はヨーロッパの銀行に納入した審査システムが引っかかりました。共通点がありました。みな、
自分が規制対象であることを知らなかったということです。そして、知った時には、すでにその規制が
施行された後だったということです。

市場には、欧州連合人工知能法を扱った資料が溢れています。法律事務所のニュースレター、コンサ
ルティング会社のホワイトペーパー、条文を要約したガイド。ほとんどは条文が何を規定しているかを
書き、施行日を列挙しています。それらを読んでも、パンギョのその代表は自分が該当することを知ら
なかったでしょう。その資料は、ヨーロッパの企業を想定して書かれたか、条文を整理することで終わっ
ていたからです。

この本は別の立場から書きます。本社をソウルに置く企業を最初から想定します。条文が何を規定し
ているかよりも、執行当局がその条文をどのように見るのかを書きます。そして、判断が必要な場所で
は、判断を避けません。私はこの条項をこのように読みます、ここでは見解が分かれます、この部分は
まだ確実ではありません。このような文を書きます。参考資料としての中立性がいくぶん薄れても、人
間が書いた本という印象を残す方を選びました。

この本は二つの役割を果たしてほしいと願っています。一つは判断ツールです。ヨーロッパ進出を検
討している企業の経営陣が30分をかけて、我社がこの法律の適用を受けるか、受けるとしたらどのグレー
ドか、に答えられることを望みます。もう一つは実務マニュアルです。コンプライアンス担当者が付録
のチェックリストを引き出して机に置き、使用できることを望みます。ですから、各章の前半は読みや
すいテキストとして、後半は参考資料として構成されています。
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一つ、あらかじめ申し上げておくことがあります。この本の主題は、今も動いています。この文章を
書いている間にも、施行日が変更され、ガイドラインが発表されました。2026年6月29日には、複数の
日付を改めた改正が最終承認されました。ですから、この本の日付と数値は別途管理し、読者の皆様も
実際の準備に取りかかる前に、その部分をもう一度ご確認されることをお勧めします。大地はまだ少し
ずつ動いています。

パンギョのその代表と、私はその日の夜、長い通話をしました。何に該当し、何を最初にすべきで、
何にはまだ時間があるかを確認しました。通話の最後に、彼はこう言いました。もっと早く知っていた
ら良かったのに。この本は、その「もっと早く」のためのものです。8月2日に掛かってくる電話よりも、
その前に開いて読む本になることを願っています。

弁護士

kimkj.com
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1章。域外適用の実体

EU人工知能法解説書

釜山の医療機器企業の事例から始めましょう。この企業は胸部X線画像を読み取り、結節の疑いのあ
る部位をマークするAI読影補助ソフトウェアを開発しています。開発も、学習も、サーバー運営もすべ
て国内で行われています。EUに支社もなく、従業員もなく、契約書に署名したこともありません。し
かし、このソフトウェアがドイツの大学病院の放射線科にライセンス形式で供給され、実際の読影補助
に使用され始めた瞬間、この企業は欧州連合人工知能法（Regulation (EU) 2024/1689、以下AI法）の適
用対象となります。サーバーは釜山にあり、結果値だけがドイツに送られるにもかかわらずそうなりま
す。法人登記簿にEUのアドレスが1行もないにもかかわらずそうなります。

多くの韓国企業の法務担当者がここでつまずきます。「われわれはEUに進出したことがないのです
が」という文と「われわれはEU人工知能法の規制対象です」という文が同時に真であり得るという事
実を受け入れるのに時間がかかるためです。この地点が本書全体を貫く最初の関門だと私は考えます。
国境を越えるのは企業ではなく、出力物です。そしてAI法は、正確にその出力物の到着地を基準に管轄
権を画定しています。

1.1 ソウルの企業がEU法規制を受ける3つの経路

AI法第2条第1項は、この法がだれに適用されるかを定める条文です。ここに韓国企業が引っかかる経
路が3つあります。条文の順序に従って第(a)号、第(b)号、第(c)号です。

第(a)号の経路は、EU市場にAIシステムまたは汎用AIモデル（General-Purpose AI Model、以下GPAI
モデル）を市場に投入する（placing on the market）、またはサービスに組み込む（putting into service）
プロバイダーです。条文は「EU内に設立されたか、または位置しているかに関係なく」という表現を
あえて挿入しています。韓国企業がソウル本社でAIシステムやGPAIモデルを開発してEU顧客に直接販
売するか、APIで提供する場合、EUに物理的な支社がなくてもプロバイダーとしての義務を負います。
市場投入はライブラリ形式でも、API形式でも、直接ダウンロード形式でも、さらには物理的な複製で
も成立し得るという点が実務ではしばしば見落とされます。SaaS契約書1枚で投入が成立するという意
味です。

第(b)号の経路は、EU内に設立された、または位置するAIシステムのデプロイヤーです。この経路は、
ソウル本社が直接引っかかることはまれです。ただし、韓国企業がEUに子会社や支店を設立し、その
EU法人が業務上AIシステムを使用する場合、そのEU法人がデプロイヤーとなります。本社ではなく現
地法人が規制対象となる構造ですが、本社が安心できるわけではありません。親会社レベルのコンプラ
イアンス政策が必要になる地点だからです。

残された第(c)号の経路がこの章の真のテーマです。AIシステムが生成した出力物がEU内で使用され
る場合、そのプロバイダーとデプロイヤーがともにEU外にあっても、法の適用を受けます。釜山の医
療機器企業の事例がまさにこの経路です。私はこの条項をこう読みます。EU立法者は、物理的な国境
で管轄権を画定する方式がAI時代にはもはや機能しないと判断したのです。クラウドでサービスが行き
来し、API呼び出し1つで国境を越える産業では、企業の所在地を基準とすると規制が空の網になってし
まいます。そこで、出力物の到着地、つまり結果が実際に使用される場所に基準を移したのです。
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3つの経路を1文で整理すればこうなります。売る人、使う人、結果が到着する場所、この3地点のい
ずれかがEU内にあれば法が適用されます。韓国企業の大多数は1番目と3番目の経路で引っかかります。

1.2 プロバイダー・デプロイヤー・インポーター・流通業者の区別

AI法第3条は、サプライチェーン内の役割を4つに分けます。同じ企業でも取引構造に応じて、この4
つのどれに該当するかが異なり、義務の重さも全く異なります。

プロバイダーは第3条第2号（AIシステム）と第3号（GPAIモデル）で定義されています。AIシステム
やGPAIモデルを開発し、または開発を指示し、自らの名前またはブランドでEU市場に商業化する主体
です。4つの役割の中で義務の重さが最も厚いです。高リスクAIシステムのプロバイダーは、リスク管
理システムを常時運営しなければならず、訓練データセットの偏りを検証しなければならず、技術文書
と自動記録機能を設計段階から組み込まなければなりません。GPAIモデルのプロバイダーは2025年8月
2日から、技術文書の作成と維持、下位統合事業者への情報提供、EU著作権法への準拠ポリシーの確立、
学習コンテンツの要約の公開という4つの義務を負います。これら4つは、デジタルサービス法の改正で
も手をつけませんでした。生きている義務であるという意味です。

累積演算量が10の25乗FLOPを超え、システミックリスク（systemic risk）があると推定されるGPAI
モデルであれば、義務がもう1層増します。最新の技術水準に合わせたモデル評価、敵対的テスト、つ
まりレッドチームテスト、システミックリスクの評価と緩和、重大なインシデントのAI Officeへの報告、
適切なレベルのサイバーセキュリティの確保です。閾値に達したら遅滞なく、遅くても2週間以内にAI
Officeに通知しなければなりません。国内の生成型AI企業が大型モデルを自社開発して海外に供給する
図を描いているのであれば、この閾値の計算を脚注ではなくビジネスプランの本文に入れるべきだと私
は考えます。

デプロイヤーは第3条第4号で定義されます。自らの権限下でAIシステムを業務上の目的で使用する公
共機関、機関、団体、その他の法人です。AIシステムの購入者または利用者とも呼ばれます。高リスク
AIシステムのデプロイヤーであれば、プロバイダーが提供した説明書に従ってシステムを運用し、入力
データの関連性を管理し、人間が最終判断を握る人間による監督体制を維持しなければなりません。先
に述べたように、ソウル本社が直接デプロイヤーになることはまれで、EU現地法人がデプロイヤーの
役割を担う構造が一般的です。

インポーターは第3条第6号、EU域外で生産されたAIシステムをEU市場に最初に持ち込む主体です。
流通業者は第3条第7号、EU市場でそのシステムを販売しますが、プロバイダーでもインポーターでも
ない者です。両者ともサプライチェーンの仲介者の役割を担います。韓国企業が開発したAIシステムを
EUのパートナー企業が買収してEU市場に最初に投入する場合、韓国企業はプロバイダー、そのパート
ナー企業はインポーターになります。責任が分かれる構造ですが、分かれたからといって軽くなるわけ
ではありません。インポーターと流通業者は、高リスクAIシステムを市場に投入する前に、CEマーク
貼付の有無、EU適合宣言と使用説明書の添付の有無、プロバイダーとインポーター各自の義務履行の
有無を確認する義務を負うからです。契約書に「プロバイダーは韓国企業、インポーターはEUパート
ナー企業」と書いて終わらせる実務は危険です。インポーター側の義務をパートナー企業が実際に履行
できない場合、その不履行が結局は韓国企業側の供給関係全体を揺さぶるインシデントとなって返って
くるからです。

1つの条文を補足します。AIシステムが実質的な改変（substantial modification）を経たり、意図され
た用途が変更されて高リスクシステムになる場合、元のプロバイダーではなく、その変更を加えた主体
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が新しいプロバイダーとして義務を負います。韓国企業が開発した汎用画像解析エンジンをEUのパー
トナー企業が医療診断用に改造して使用する場合、プロバイダーの地位がそのパートナー企業に移る可
能性があるということです。この地点は、契約書において改造とリライセンス条項をいかに詳細に書く
かによって結果が変わります。

1.3 出力物がEUで使用される場合、第2条第1項第(c)号

この条項がなぜ韓国企業に特に重要なのかは、すでにお伝えしました。ここではもう少し掘り下げま
す。

第2条第1項第(c)号は、「EU内に設立されたか、または位置しているかに関係なく、AIシステムが生
成した出力物がEU内で使用される場合、そのプロバイダーとデプロイヤー」に法が適用されると明記
しています。物理的な位置も、プロバイダーの国籍も基準ではありません。結果物の最終到着地、また
は影響が及ぶ場所が基準です。この設計は、AI技術の国境なき特性と、EU市民の健康と安全と基本権
を守るという立法の意思が絡み合った結果だと私は考えます。

実務でこの条項が引っかかる経路は、考えるより多様です。直接販売だけが問題ではありません。
API提供、ソフトウェアライブラリの提供、モバイルアプリに組み込まれたモデル、これらすべてが出
力物がEUに流入する通路になります。韓国企業が開発したAI翻訳サービスをEU居住者がウェブやアプ
リで使用して、その翻訳結果がEU内で使用される場合、このサービス1つで適用対象になります。釜山
の医療機器企業の読影補助ソフトウェアも同じです。エンジンは国内データセンターで動作し、結果値
だけが送られるにもかかわらず、その結果値がドイツの医療従事者の判断に実際に影響を与える瞬間、
法的影響圏内に入ります。

正直に申し上げると、「出力物がEU内で使用される」という文言が正確にどこまでを指すのかは、
まだ完全には定まっていません。AIアズサービスのように複数の段階を経由して結果が伝達される構造
では、各段階の主体の責任範囲が事例ごとに異なる判断がされる可能性が大きいです。私は、この不確
実性を悪いニュースとしてだけ見る必要はないと考えます。判例も執行事例もまだ厚みのない現在の段
階では、保守的に解釈して準備しておく方が、後で事例が蓄積した時点で有利な立場に立つことを可能
にしてくれるでしょう。

執行面の話をもう少しします。AI法の遵守状況はAI Office（AI事務局）が監督し、GPAIモデルプロバ
イダーに対してはAI事務局が排他的管轄権を有します。調和標準（harmonised standards）に従ったか、
AI生成物透明性実践規約（Code of Practice）に署名し、実際に遵守しているかをAI事務局が遵守状況
の判断根拠とします。実践規約への署名は法的義務ではなく、自発的事項です。しかし、私はこれを選
択肢というより保険に近いと考えます。後で罰金の額を決める際に緩和要因として作用する余地がある
からです。

日付と金額も正確に押さえておきます。AI法は2024年8月1日に発効し、2025年2月2日から人間行動
操作や社会的信用評価といった禁止行為(第5条)に対する規制が全面施行されました。2025年8月2日か
らGPAIモデル提供者義務(第51条から第55条)が適用され始めており、この部分は後で説明する改正案
でもそのまま維持されます。ここまでは既に過ぎた日付であり、争う余地がありません。

問題はその次です。本来2026年8月2日に予定されていたリスク高いAIシステム(附則III、採用・人事
管理、必須公共サービス、生体認証、司法行政など8つの分野)の義務の全面施行日です。NotebookLM1
次資料を整理していた時点の資料は、この日付をそのまま確定時点として記載していましたが、検索で
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再度確認したところ、状況が変わってしまいました。欧州議会が2026年6月16日に「AI on
DigitalOmnibus」改正案を採択し、理事会が6月29日に最終承認し、7月8日に最終法案に署名されまし
た。この改正により、附則III リスク高いシステムの単独義務施行日は2027年12月2日に延期され、既に
EU製品安全法令の規制を受ける製品に組み込まれたAIシステム(附則I)の施行日は2028年8月2日に後ろ
倒しされました。この文を執筆している2026年7月下旬時点で、この改正案は官報(Official Journal)への
掲載のみが残っており、掲載後3日後に発効する仕組みであるため、遅くともこの月中には効力が生じ
るとみられます。ただし2026年8月2日という日付そのものが完全に消えたわけではありません。第50
条の透明性義務の大部分とGPAIモデルに対するAI事務局の罰金課金権は、この日付にそのまま効力を
発揮します。リスク高い規制のみが延期されただけで、透明性義務とGPAI執行力は予定通り発動する
という意味です。この部分で判断が分かれるとみています。ニュースの見出しだけを見て「リスク高い
規制が丸ごと延期されたから2026年は見送ってもいい」と判断してはいけません。延期されるのは附
則IIIの一部であり、その他の義務はそのまま適用されます。

罰金の額度は三段階です。禁止行為(第5条)違反は最大3,500万ユーロまたは世界全体の年間売上の7%
のうち、より高い金額です。提供者・流通業者・輸入者・販売業者・GPAIモデル提供者の義務違反を
含むその他のほとんどの違反は、最大1,500万ユーロまたは世界全体の年間売上の3%のうち、より高い
金額です。監督当局に不正確、不完全、または誤解を招く情報を提供した場合は、最大750万ユーロま
たは世界全体の年間売上の1%のうち、より高い金額です。このこの最後の額を75万ユーロと記載した
資料をしばしば見かけるのですが、正確な第99条原文の基準では750万ユーロです。桁が一つ異なりま
すが、理事会や経営陣に報告する数字であるため、正確に押さえるべきです。中小企業とスタートアッ
プは、三段階すべてにおいて定額と売上比率のうち、より低い方が適用される優遇を受けます。

1.4 EU域内の代理人、第22条と第54条

EU域外に設立された提供者がリスク高いAIシステムまたはGPAIモデルをEU市場に提供しようとする
場合、EU内に認可代理人(Authorised Representative)を書面委任により指定する必要があります。リス
ク高いAIシステムの場合は第22条、GPAIモデルの場合は第54条に、それぞれ根拠があります。両条文
とも書面委任により指定しなければならないと明記している点が同じであり、両者とも物理的存在を持
たない提供者に法的接点を強制的に作成する装置であるという点も同じです。

認可代理人の業務は書類保管に止まりません。提供者の技術文書がAI法の要件を満たしているかを検
証し、その記録を10年間保管する必要があります。EU市場監視当局またはAI事務局が情報を要請すれ
ば応じる必要があり、リスク軽減措置を含む協力義務も負います。必要であればEU登録手続きも代行
処理します。ここで実務者がしばしば見落とす部分があります。提供者がAI法を準拠できない状況が確
認された場合、認可代理人は委任を自ら終了し、関係当局に直ちに通知する義務を負います。認可代理
人は提供者の代理人であるだけでなく、提供者を監視する窓口でもあるわけです。代理人契約書を作成
する際、この条項の重さを軽く見て見過ごすと、後になって困難になります。

例外もあります。GPAIモデルがオープンソースライセンスで公開された場合、システミックなリス
クがあると分類されない限り、代理人指定義務そのものは免除されます。ただし、著作権法準拠ポリシー
(第53条第1項(c)号)と学習コンテンツ公開サマリー(同条(d)号)の義務まで免除されるわけではありませ
ん。オープンソースで公開したからといって、著作権問題から完全に自由になるわけではないという意
味です。
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準備期限を改めて整理すると、GPAIモデル提供者義務は2025年8月2日から既に適用中です。それ以
前に市場に出たモデルであっても2027年8月2日までに準拠措置を完了する必要があるという経過規定、
いわゆるグランドファーザリング条項があり、これはモデルの全ライフサイクルを通じて続きます。ソ
ウルに本社を置く企業がEU進出を計画しているのであれば、これらの日付を事業ロードマップの脚注
ではなく、契約交渉スケジュール表に入れるべきだと考えます。代理人を急いで探していると、契約条
件で後塵を拝するケースが多いのを見てきました。時間的余裕を持つことが交渉力を持つことと同じで
す。

もう一つ、国内規制との関係についても押さえるべきです。韓国は2026年1月22日に「人工知能の発
展と信頼基盤の構築などに関する基本法」(AI基本法)を施行し、同年7月21日からは委任事項を具体化
した改正施行令が適用され、AI製品・サービス確認制度といった仕組みが新たに生まれました。国内AI
基本法の過料は3,000万ウォン以下の水準で、世界全体の売上の7%まで科すEU AI法とは重量級が異な
ります。だからといって国内規制を軽く見ることはできません。同じAIシステム一つについて、国内で
はAI基本法、EU向けの産出物についてはEU AI法という二重規制を同時に適用する必要がある構造が既
に構築されているためです。両法のリスク分類基準または義務項目が完全に重ならないという点にも留
意すべきです。国内法対応チェックリストをそのままEU側に流用することはできません。

1.5 自己診断表

これまでお読みいただいた内容を実務で直ちに確認できるよう、5つの質問に整理します。一つでも
「はい」に該当すれば、該当する節に戻って義務を確認されることをお勧めします。

1) 貴社の名義または商標でAIシステムもしくはGPAIモデルを開発し、EU顧客に直接販売したり、
API、ライセンス形式で提供していますか。その場合、第3条第2号および第3号の提供者です。第2条第
1項(a)号が適用され、第22条または第54条に基づくEU代理人指定義務を検討する必要があります。

2) EU内に子会社または支店を設立し、その法人が業務上AIシステムを使用していますか。その場合、
そのEU法人は第3条第4号の流通業者です。リスク高いシステムであれば、その法人レベルで人間によ
る監督体系と入力データ管理義務を備える必要があります。

3) EUパートナー企業が貴社のAIシステムを購入し、EU市場に初めて供給していますか。その場合、
パートナー企業は第3条第6号の輸入者であり、貴社は提供者です。契約書に輸入者側のCEマーキング、
適合性宣言、使用説明書義務の履行状況を確認する条項が含まれているかどうか、改めてご確認くださ
い。

4) 貴社がEUに物理的に存在しなくても、貴システムが生成した成果物またはサービスがAPI、ライブ
ラリ、モバイルアプリを通じてEU内のユーザーに到達し、実際に使用されていますか。その場合、第2
条第1項(c)号に基づいて提供者義務全体を検討する必要があります。釜山の医療機器会社の事例が正に
このケースです。

5) 貴システムが附則IIIに該当する採用・人事管理、必須公共サービス、生体認証、司法行政の分野に
関連していますか、またはすでにEU製品安全法令の規制を受ける製品(医療機器、機械、玩具、航空機
など)に組み込まれていますか。前者の場合、施行日は2027年12月2日に延期されました。後者の場合、
2028年8月2日です。ただし2026年8月2日に発動される第50条の透明性義務とGPAIモデルに対するAI事
務局の罰金課金権は、この延期とは関係なくそのまま適用されるという点を見落としてはいけません。
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釜山の医療機器会社の担当者がこの5つの質問の前に改めて座り直すとしたら、おそらく1番と4番で
同時に手を上げることになるでしょう。国内でのみ事業していると信じていた企業が、EU法の条文の
上では、既に2つの義務を同時に背負っているわけです。この事実をいつ認識するのか、病院との契約
が既に締結された後なのか、それとも契約書に署名をする前なのか、その差が次の章から続く話の重さ
を決定します。

弁護士

kimkj.com
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第2章 法の骨組み

ヨーロッパ連合人工知能法解説書

パンギョのヘルスケアスタートアップの代表が私のもとを訪れたのは先月のことでした。病院の救急
室で患者の表情と声のトーンを読み取り、危険度を判定するサービスをヨーロッパの数カ所の病院で試
してみたいとのことでした。その代表が持ってきた質問は一つでした。「これ、ヨーロッパで普通に使
えるんですか」私は条文を開く前に問い返しました。そのサービスは人を監視する側に近いのか、それ
とも人を助ける側に近いのか。代表は一瞬、言葉を止めました。その沈黙がこの章の出発点です。ヨー
ロッパ連合人工知能法（Regulation (EU) 2024/1689、以下AI法）は、まさにその質問、このシステムが
人にどの程度の危険をもたらすのかという、その一つの質問だけで全体の構造を組み立てました。

2.1 リスク・ベース・アプローチという設計思想

AI法は2024年8月1日に発効しました。条文の数だけで113個、附属書を含めるとかなり厚い本一冊分
の量です。しかし、この法律を貫く骨組みは、意外とシンプルです。リスクが大きければ義務も大きく、
リスクがなければ義務もないというリスク・ベース・アプローチ（Risk-Based Approach）です。アメ
リカ式に言えば、一つの原則に例外を積み重ねるやり方ではなく、リスクをものさしとして、まずシス
テムを計測してから、その目盛りに合わせて規制の強度を配分するやり方ですね。

この設計が実務で持つ意味は明らかです。同じ会社が作った2つのAI製品でも、一つは何の届出義務
もなく販売できますが、別のものは適合性評価を受けてCEマーキングを取得してから販売しなければ
なりません。分かれる基準は、技術の精巧さではなく、その技術が人の健康、安全、基本的権利に与え
る影響の大きさです。パンギョの代表の感情認識サービスが、病院の診療補助ツールなのか、労働者監
視ツールなのかによって、まったく異なる法律が適用される理由はここにあります。

AI法はシステムを大きく4つのレベルに分けています。決して使ってはいけない禁止された実践、厳
格な事前義務を負う高リスク・システム、特定情報を開示しなければならない透明性義務の対象、そし
て事実上自由に使える最小リスク・システムです。私はこの4つのレベルをピラミッドで描くよりは、
敷居が4つある廊下で描く方が好きです。システムがこの廊下を歩みながら、第1の敷居、第2の敷居を
順番に通過しているかどうかを確認される構造だと考えると、理解しやすいです。

2.2 禁止、高リスク、透明性、最小リスクという4つのレベル

第1の敷居は絶対に通過できない門です。AI法第5条が定める禁止されたAI実践（prohibited AI
practices）がここに該当します。人が気付かないうちに行動を操作して危害を加えるシステム、年齢や
障害などの脆弱性に付け込んで判断力を曇らせるシステム、政府や企業が個人の社会的行動をスコア化
して不利益を与える社会的信用スコアリング（Social Scoring）、公共の場で不特定多数の者をリアル
タイムで顔認識する遠隔生体認証システムが典型的です。この条項は法発効の6カ月後である2025年2
月2日から既に完全に施行されています。パンギョの代表が作ろうとしている感情認識サービスも、こ
の敷居をまず越える必要があります。職場内の出退勤管理や教育現場で学生の感情を読み取り評価に反
映させる用途であれば、特定の例外（安全または医療目的）に該当しない限り、この条項に触れる可能
性が高いです。感情認識機能を追加する場合は、必ず用途を診療支援に限定し、その根拠をドキュメン
ト化することをお勧めします。
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第2の敷居を越えると、高リスク（High-Risk）AI システムです。ここには2つの進入路があります。
1つは、AI法第6条第1項に従い、既存のEU製品安全規則（附属書 I）の適用を受ける製品、例えばAIベー
スの医療機器や自動車部品に組み込まれる安全構成要素です。もう1つは、AI法第6条第2項および附属
書 IIIに列挙された8つの使用分野、採用と人事管理、不可欠な公共サービスへのアクセス、生体認証、
法執行、移民・亡命・国境管理、司法行政といった分野です。附属書 IIIに掲載されていても、実際に人
の健康、安全、基本的権利に重大なリスクをもたらさなければ、高リスクから除外される可能性がある
という例外規定（第6条第3項）もあります。この例外の判断方法に関する委員会ガイダンスは、2026
年2月2日までに公表されることになっていましたが、執筆時点ではまだ最終確定版を確認していません。
実務では、このガイダンスが公表されるまでは、保守的に、つまり附属書 IIIに掲載されていれば、一度
は高リスクと想定して対応する方が安全です。

高リスクに分類されたプロバイダー（提供者）は、第16条に従い、義務が大幅に増加します。システ
ムのライフサイクル全体を通じてリスクを特定・低減するリスク管理システム、開発プロセスと評価結
果を含む技術文書、自動生成ログを含むレコード保持、デプロイヤーに対する十分な情報提供の透明性、
人間が最終的に結果をオーバーライドできるヒューマンオーバーサイト体系、精度・堅牢性・サイバー
セキュリティ、品質管理システム、市場投入前の適合性評価とCEマーキング、上市後の継続的な事後
市場監視です。デプロイヤー（利用者）側も責任を逃れることはできません。第26条に従い、プロバイ
ダーが提供する説明書に従ってシステムを運用し、入力データを管理し、ヒューマンオーバーサイト体
系を実際に維持しなければなりません。

この第2の敷居の実装時期は、本書の執筆時点で最も大きく変動した部分です。本来、附属書 IIIの高
リスク・システムに対する義務は、法発効の24カ月後である2026年8月2日から全面適用される予定で
した。しかし、EU理事会が2026年6月29日に、いわゆるデジタル・オムニバス（Digital Omnibus）パッ
ケージに最終合意し、2026年7月8日に署名が行われ、官報掲載を待つ状況です。このパッケージによ
れば、附属書 IIIの高リスク・システムに対する義務は2027年12月2日に16カ月延期され、附属書 Iに属
する既存製品安全規制の安全構成要素となるAI システムは2028年8月2日に延期されます。加盟国の調
整機関と調和基準（harmonised standards）の準備が進まなかったことが表面的な理由です。私が参考
にしたNotebookLM資料は、依然として2026年8月2日の全面適用を前提に整理されていますが、これは
資料と現実が乖離している地点です。パンギョの代表のように、現在製品設計に当たる立場からすると、
この延期を安心の信号として受け取るよりも、準備期間が延びただけという信号として受け取ることを
お勧めします。規制当局が時間延長を与えたのは、要件水準を引き下げたからではなく、彼ら自身の準
備が整っていないからです。

第3の敷居は透明性（Transparency）義務です。第50条が定めるこの義務は、高リスク以外のシステ
ムにも適用されます。チャットボットのように人間と直接対話するAI システムを開発する場合、相手
がAIであるという事実が状況から明らかでない限り、その事実を開示する必要があります。ディープフェ
イク、ならびにAIが生成または操作した画像、音声、テキストは、人工的に生成されたことが明確にな
るようにマークしなければなりません。感情認識システムまたは生体特性で人を分類するシステムをデ
プロイヤーが使用する場合も、その対象者に通知する必要があります。この義務は、チャットボット、
画像生成ツール、音声合成ツール、ライティング支援ツールなど、高リスク判定の有無を問わず広く適
用されます。興味深い点は、今回のデジタル・オムニバス・パッケージでも、第50条の中核は2026年8
月2日にそのまま実装されるということです。ただし、ウォーターマーキングなど、AI生成物であるこ
とを技術的に表示するための具体的実装手段の適用期限は3カ月延期されて2026年12月2日となりまし
た。委員会は2026年5月8日、チャットボットの開示義務とディープフェイク表示義務の実施方法に関
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するガイダンス案を発表し、AI生成コンテンツの透明性に関する実践規約（Code of Practice
onTransparency of AI-Generated Content）も同時に準備中です。パンギョの代表のサービスが病院の
画面に感情スコアを表示する場合、高リスク判定とは別に、この第50条の開示義務がほぼ確実に適用さ
れると考えるべきです。

第4は最小リスク（Minimal Risk）システムです。禁止でもなく、高リスクでもなく、透明性義務の
対象でもない大多数のAI システム、スパムフィルターや推奨アルゴリズムなどがここに属します。法
が強制する義務は事実上なく、自発的な行動規範（codes of conduct）の準拠のみが推奨されます。た
だし、最小リスクだからといって無視していいとは申し上げません。EU顧客企業が実査過程で自発的
規範準拠の有無を問う事例が増えており、また後々サービス範囲が拡大してAnnex III領域に進出する可
能性もつねに存在しているからです。

2.3 GDPR、製造物責任指令、データ法との関係

AI法は単独で成立する法律ではありません。まずはEU一般データ保護規則（GDPR）との関係を理
解する必要があります。AI法第2条第7項は、個人情報の処理に関しては、GDPRを含む既存のEU法が
そのまま適用されることを明言しています。つまり、AI法がGDPRに取って代わるのではなく、その上
に重ねられる構造です。実務的に重複する部分は影響評価です。高リスク AI システムが個人情報を処
理する場合、GDPR第35条に基づくデータ保護影響評価（DPIA）とAI法第27条第4項に基づく基本権影
響評価（Fundamental Rights Impact Assessment）の両方を実施する必要があります。ただし、すでに
実施済みのDPIAがあれば、それが基本権影響評価を補完する形で重複を削減できます。私の見方では、
2つの評価を別々に作成する企業よりも、1つの文書内に個人情報リスク項目と基本権リスク項目を並べ
て配置する企業の方が、実査の際にはるかに有利な印象を与えます。

製品責任指令（Product Liability Directive）と既存の製品安全法令との関係にも注視する必要があり
ます。AIが医療機器や機械、玩具、航空機部品に組み込まれている場合、その製品に適用される既存の
安全認証とAI法の高リスク義務が同時に適用されます。AI法第74条第4項は、附属書IセクションＡに列
挙された既存の調和法令が既に同等の保護水準を提供する手続を定めている場合、AI法の特定の手続（
第79条から第83条まで）の代わりにその分野別の手続に従うこととしています。医療機器認証体系の
ように既に厳格な規制がある分野での規制の重複を調整したわけです。ただし、CE マーキングを既に
取得したからといって、AI法のリスク管理システムや技術文書義務までが免除されるわけではありませ
ん。既存の認証は製品全体の安全を、AI法はそこに組み込まれたAI構成要素のリスクをそれぞれ別々に
見ています。

データ法（Data Act）は2025年9月12日から大部分の条項が適用され始めました。コネクティド製品
から生成されるデータに対するユーザーと第三者のアクセス権を拡大することがこの法律の核心ですが、
AI法の学習データ要約公開義務（第53条第1項（d）号）と相まって、その結果としてデータ出所をより
透明に開示するよう圧力をかける方向で機能します。デジタルサービス法（DSA）やサイバーレジリエ
ンス法（Cyber Resilience Act）もAI法と並べて見るべき隣接法です。オンラインプラットフォームがAI
を使用する場合、DSAとAI法の両方に対応する必要があり、AIが組み込まれたデジタル製品であれば、
サイバーセキュリティ要件が両法で重複する地点を特定する必要があります。

韓国企業にこの関係を説明する際、私はいつも同じ比喩を使っています。GDPRが個人情報という素
材を扱う法律であるなら、AI法はその素材で作った料理、つまりシステム自体の安全性と性能を扱う法
律です。素材をきれいに洗ったからといって料理が安全であることは保証されず、料理がうまくできた
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からといって素材の出所が正当化されるわけでもありません。両法を別々に検討する企業は結局のとこ
ろ同じ文書を二度作成することになります。

2.4 制裁水準、世界中の売上高を基準として課す行政罰

AI法第99条は加盟国に対して、効果的で均衡が取れ、抑止力のある罰則体系を構築するよう求めてい
ます。その結果作られた行政罰構造は3段階です。最も重い段階は第5条の禁止慣行に違反した場合、お
よびデータ関連要件に違反した場合に適用されます。上限額は3,500万ユーロまたは前会計年度の世界
年間総売上高の7%のいずれか高い方です。判教代表の感情認識サービスがもし第5条の禁止領域に該当
したまま EU で販売されるなら、会社全体の世界売上高を基準として最大7%まで取られる可能性があ
るということです。EU売上高ではなく世界売上高という点を、私は相談の席で常に二度強調していま
す。

中段階は AI 法のその他の義務、第5条を除いた大部分の条項に違反した場合に適用されます。上限額
は1,500万ユーロまたは世界年間総売上高の3%のいずれか高い方です。汎用AI モデル（
General-Purpose AI model、GPAI）提供者の義務違反もこの段階に該当しますが、AI法第101条が
GPAI モデル提供者に対する行政罰を詳細に別途定めています。GPAI提供者の基本義務は2025年8月2
日から既に適用されており、学習に使用した累積演算量が10の25乗フロップ（FLOP）を超える場合、
システミックリスク（systemic risk）があると推定され、第55条の追加義務、モデル評価と敵対的試験、
サイバーセキュリティ確保、重大事故報告といった義務が付加されます。この閾値を超える場合、直ち
に、遅くとも2週間以内にAI事務局に通知する必要があり、これを見落とすこと自体が中段階の行政罰
対象となります。

最も低い段階は、認定機関または管轄当局に不正確またはミスリーディングな情報を提供した場合で
す。上限額は750万ユーロまたは世界年間総売上高の1%のいずれか高い方です。中小企業（SME）は3
段階すべてで例外があります。二つの金額のうち高い方ではなく低い方が適用されます。EU機関また
は機構が違反した場合、一般企業とは異なる基準が適用されます。欧州データ保護監督官（EDPS）が
行政罰を課しますが、第5条違反の場合は最大150万ユーロ、その他の違反の場合は最大75万ユーロと
上限がはるかに低くなっています。

AI事務局が実際にこの行政罰を課す権限を有する時点は2026年8月2日からです。ただし前の2.2で指
摘したように、附属書III高リスク義務自体が2027年12月2日に延期されている現在、高リスク関連の行
政罰が実際に発動される時点はその後自然と遅延すると見るのが妥当です。これに対してGPAI義務と
第50条の透明性義務は予定通り進むので、この二つの領域の行政罰リスクは既に発動されているか、
2026年8月から直ちに発動されると考えるべきです。日付が複数の筋に散らばっているため、後ほど表
で整理しておきました。

行政罰の額を決定する際、当局が検討する要素は第99条第7項に列挙されています。違反の性質と深
刻性と期間、影響を受けた人の数と被害規模、故意だったのか過失だったのか、違反企業の規模と売上
高と市場シェア、違反により得た財務的利益または回避した損失、当局との協力の程度、会社が有する
技術的組織的措置の水準、自発的な報告の有無、他の加盟国で既に同じ違反で行政罰を受けたことがあ
るかどうかです。ここで実務的に有用なカードが一つあります。第101条第1項は、AI事務局とAI委員会
が適切と評価した行動規範（Code of Practice）に従った遵守の約束が行政罰算定時の軽減要素となり
得ることを明示しています。私はこれを罰金を安くするクーポンというより、この会社は誠実であった
ことを当局に事前に述べる陳述書に近いと説明しています。行動規範に従わなかったからといって直ち
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に不利になるわけではありませんが、従ったという記録があれば交渉テーブルで使えるカードが一つ増
えます。

域外適用も指摘する必要があります。AI法第2条第1項（a）号および（c）号によれば、EU外の提供
者であっても、そのシステムの出力が EU 内で使用される場合、この法律の適用を受けます。判教代表
の会社がソウルにのみ事務所を置いていても、EU の病院にサービスを接続する瞬間、EU 内の競争企
業と同じ行政罰体系に組み込まれます。そしてその行政罰は EU で上げた売上高ではなく、会社の世界
売上高を基準として計算されます。EU売上が全体の1%にも満たない会社であっても、本社が大きな売
上を上げていれば、その全体売上高の7%が課される可能性があるということです。EU域外の提供者は、
EU内に認定代理人（Authorised Representative）を書面で指定し、当局との連絡窓口を設けなければな
りませんが、この代理人選任を先延ばしにする企業ほど、実際に事故が発生したときに対応が遅れるの
を何度も見てきました。

参考資料

施行日一覧

2024年8月1日、AI法施行。2025年2月2日、第5条禁止されたAI慣行全面施行。2025年8月2日、GPAI
モデル提供者の基本義務（第53条）適用開始。2026年8月2日、第50条透明性義務施行、AI事務局行政
罰課す権限開始、元々予定されていた附属書III高リスク義務全面適用日（デジタルオムニバスにより
2027年12月2日に延期）。2026年12月2日、第50条関連ウォーターマークなど技術的表示手段の実施猶
予終了日。2027年12月2日、デジタルオムニバス反映後附属書III高リスク義務全面適用予定日。2028年
8月2日、附属書I製品安全法令適用対象AI構成要素の義務適用予定日。

この一覧の2026年および2027年の日付は、デジタルオムニバスパッケージが2026年7月8日に署名さ
れたが、この書を執筆している時点までに官報掲載が確認されていない状態を反映した仮の値です。官
報掲載日と最終条文番号は掲載直後に改めて確認されることをお勧めします。

チェック項目

私たちのシステムが第5条禁止リストに該当するかまず確認したか。附属書IIIの8つの領域のいずれか
に該当するなら、第6条第3項の例外要件を満たすかを文書で検討したか。チャットボットまたは生成機
能があるなら、第50条告知義務遵守方法（告知文言、ウォーターマーク）を準備したか。GPAI モデル
を学習させるなら、累積演算量が10の25乗フロップに接近しているか計算しておいたか。GDPR上の
DPIAとAI法上の基本権影響評価を一つの文書体系に統合したか。EU域外の提供者なら認定代理人を書
面で指定したか。行動規範への参加の有無とその記録を保管しているか。

判教代表はその日の相談を終えて出て行きながら、こう尋ねました。では、いつまでに準備すればい
いですか。私は日付を一つに絞ることができませんでした。法律自体が何度もその日付を書き直してい
る最中だったからです。

弁護士

kimkj.com
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3章 2026年のスケジュール表、改めて描き直された地図

欧州連合人工知能法解説書

パンギョのあるスタートアップのコンプライアンス担当者が去年作った対応スケジュール表を改めて
開いてみました。セルの半分が赤く表示されていました。日付が間違ったという意味でした。昨年この
時期にその会社が立てた計画は、2026年8月2日というひとつのポイントにすべての準備を集中させた
形になっていました。その日に高リスク人工知能規制が全面適用されると考えていて、開発チームも法
務チームもその日付だけを見て走っていました。ところがその日付のかなりの部分が後ろにずれました。
正確には、8月2日に集中していた複数の義務のうち、あるものはそのままで、あるものは16ヶ月以上
延期されたのです。

この章の目的は、ずれた地図をあなたの手に握らせることです。日付を見落とすと、この本の残り22
章すべてが揺らぎます。8月2日までに急いで用意しなければならないことに資源を使う必要があるのに、
2027年にしかかかってこない義務に今つかまっていれば、順序が逆になっているわけです。反対に、
延期されたと思い込んで手を放してしまったのに、実はそのままの義務に引っかかれば、それはより大
きな事故です。この章を書きながら、日付ひとつひとつを2つの経路で重ねて確認しました。欧州連合
執行委員会と理事会が出した公式文書、そしてこの原稿を書く現在時点での最新報道です。両者にズレ
があれば、ズレがあると明らかにしながら進めます。

まず大きな枠組みをひとつ押さえておきましょう。欧州連合人工知能法（Regulation (EU) 2024/1689）
は、ひとつの日に全て施行される法律ではありません。発効した後、義務が時間差を置いてひとつずつ
有効になる構造です。そして2025年11月に開始されたDigital Omnibusという改正が、その時間差の一
部を改めて調整しました。この改正は2026年6月29日の理事会最終承認で立法手続を終え、著作時点で
ある2026年7月24日現在、官報掲載を待つ段階です。これからお見せするスケジュール表は、元の法文
にこの改正を重ね合わせた、今このモーメントの地図です。

3.1 2024年8月1日の発効と段階的適用という設計

人工知能法は2024年8月1日に発効しました。発効と施行は異なる言葉です。法律が存在し始めるこ
とが発効であり、個別の義務が実際に適用され始めることが施行です。この法は発効したその日に、す
べての義務が有効になったわけではありません。第113条が条文ごとに異なる適用日を別途定めました。

なぜこのように分けたのでしょうか。扱う対象のリスク水準がそれぞれ異なるからです。人に危害を
加えるリスクが大きい慣行は素早く禁止すべきであり、技術文書を整備し適合性評価を受けることは、
企業がシステムを新たに構築するための時間が必要です。そこで禁止は早期に有効にし、重い準備義務
は後から有効にするという順序で時間差を設けました。この設計原理を理解しておけば、後に出てくる
日付がなぜその順序で配列されているのかが理解できます。急いなければならないリスクから、準備に
時間がかかる義務は後回しという順序です。

3.2 2025年2月2日：禁止される行為と人工知能リテラシー義務

最初に有効になったのは禁止でした。2025年2月2日、第5条に列挙された禁止された人工知能行為に
対する規制が完全に施行されました。潜在意識を無意識に操作したり脆弱な立場を利用するシステム、
公的および民間の社会的信用スコアリング、プロファイリングだけで人の犯罪傾向を予測する警察活動、
インターネットやCCTV映像を無差別に収集して顔認識データベースを作成する行為、職場と教育機関
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での感情認識、人種・政治的傾向・労組加入・宗教・性的指向を推論する生体認証分類、法執行目的の
リアルタイム遠隔生体認証（限定的な例外はあります）が、この日からヨーロッパで市場に出したり、
サービスとして提供したり、実際に使用したりすることができなくなりました。何がなぜ禁止されるの
かは、第15章で条文ごとに取り上げます。

同じ日に第4条の人工知能リテラシー義務も有効になりました。提供者と流通業者が、自社の従業員
とユーザー関連職員が人工知能システムを責任を持って取り扱い、リスクを評価する知識と技術を持つ
ようにしなければならないという義務です。この義務がすでに施行中であるという事実そのものを見落
としている企業が多いです。静かに見過ごされやすい条項だからです。第21章で、実際に何を備える必
要があるのかを改めて見ます。

禁止違反の制裁の水準は、人工知能法全体を通じて最も高いです。3,500万ユーロまたは世界中の年
間売上高の7パーセントのいずれか大きい方です。ソウルに本社を置く企業がEU内で使用または市場に
投入する人工知能システムをこのリストと照合することは、この本では先延ばしできない最初の作業で
す。

3.3 2025年8月2日：汎用人工知能モデル提供者の義務

発効からちょうど1年後の2025年8月2日、汎用人工知能モデル（General-Purpose AI model、GPAI）
提供者の義務が有効になりました。第3条第63号が定義する汎用モデルは、大量のデータで訓練され、
かなりの汎性を持ち、多様なタスクを広く実行できるモデルを指します。言語モデルが典型的な例であ
り、画像や動画、音声を生成するモデルもここに含まれる可能性があります。

第53条が課す義務の要点は以下の通りです。附属書XIが要求する技術文書を作成し、モデルのライフ
サイクル全体を通じて最新の状態に保ち、このモデルを自分のシステムに統合しようとする下流提供者
に附属書XIIで定められた情報を提供し、欧州著作権指令（2019/790）第4条第3項に従った権利保護を
尊重するポリシーを設定し、訓練に使用されたコンテンツの公開要約を作成することです。これに加え
て、第55条はシステム的リスクを持つモデルの提供者に、モデル評価とレッドティーミング、リスク評
価と軽減、重大事象報告、適切なサイバーセキュリティをさらに要求します。システム的リスクの有無
を区別する基準値は、累積訓練計算量10の25乗FLOPです。この閾値に達するか達することが予想され
る場合、遅くとも2週間以内に人工知能事務局に通知する必要があります。現在、世界中でこの閾値を
超えるモデルは12個から15個程度であると知られています。これらの義務の詳細は、第3部の第7章か
ら第10章でひとつずつ説明します。

同じ日にガバナンス規定も適用され始め、人工知能事務局と加盟国の管轄当局の監督体系が実際に動
作し始めました。ただし、ここに落とし穴があります。義務が有効になる日と、その違反に罰金を課す
ることができる日は異なります。人工知能事務局は2025年8月2日から2026年8月2日までいわゆる「執
行なき適用」期間を設けました。義務は明らかに生きているが、罰金は課さない1年です。この期間を
準拠義務そのものがないという意味で読んではいけません。違反の事実はそのまま蓄積され、次のセク
ションで見られる日付から、その責任が実際に問われ始めます。

3.4 2026年8月2日：第50条透明性義務の全面実施と汎用人工知能の執行権限

これで目前の日付です。2026年8月2日には、性質が異なる2つのことが同時に起こります。

ひとつは第50条透明性義務の全面実施です。人と直接対話する人工知能システムは、相手が人工知能
と対話していることを明確に知らせなければならず、合成オーディオと画像、映像、テキストを生成す
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るシステムは、その出力をマシンが読み取り可能な方法で表示して、人工的に作成されたことが検出可
能になるようにしなければなりません。感情認識または生体認証分類システムを使用する流通業者は、
その対象となった人に知らせなければならず、ディープフェイクと人工知能が生成したテキストも、操
作または生成されたという事実を公開しなければなりません。通知は、遅くとも最初の対話または露出
時点に、明確で区別可能かつアクセス可能な方法で行われる必要があります。この義務についての議論
は、第2部第4章から第6章で続きます。

もうひとつは、汎用人工知能モデルに対する人工知能事務局の執行権限の発動です。汎用モデル提供
者の義務そのものは2025年8月2日にすでに有効になっていますが、その違反に対して実際に課徴金を
課すことができる権限は、その1年後のこの日から行使されます。前述の「執行なき適用」期間はここ
で終了します。罰金の上限は世界中の年間売上高の3パーセントまたは1,500万ユーロのいずれか大きい
方です。汎用モデルを扱う企業にとって、この日は目こぼしされる期間が終わる日だと私は読みます。

注意する点が一つあります。第50条表示義務のうち、生成型システムに対してのみ例外があります。
2026年8月2日より前にすでに市場に出ていた生成型人工知能システムは、2026年12月2日までに表示
義務を満たせばよい4ヶ月間の猶予を受けます。新たに投入されるシステムにはこの猶予がありません。
8月2日からすぐに適用されます。この区別を3.8で改めて強調します。

3.5 Digital Omnibus改正：2026年6月29日の理事会最終承認がもたらした変化

ここで地図を改めて描き直させた改正を見てみましょう。執行委員会は2025年11月19日にDigital
Omnibus on AIというパッケージを発表しました。その目的は人工知能法の実施において生じる遅延と
不確実性を減らし、規則を明確に調整することでした。核となる内容は、高リスク人工知能義務の適用
日を2026年8月2日から後ろにずらそうという提案でした。

この提案が法律として成立するまでの過程は以下の通りです。2026年5月7日に理事会とヨーロッパ
議会と執行委員会の間で3者暫定合意が成立し、6月16日にヨーロッパ議会本会議がこれを承認し、6月
29日に理事会が最終承認しました。欧州連合理事会は、この承認を規則を明確に調整し流れをスムーズ
に修正するための措置であると明かしました。この原稿を書く本日、2026年7月24日時点で確認した最
新の報道によると、最終法案は2026年7月8日に署名され、官報掲載を待つ段階です。官報には、8月2
日施行予定の条文との時差をなくすため、遅くとも7月30日までには掲載されるべきだという観測が出
ています。掲載後4日目に発効するという元の規定に従えば、計算が合います。ただし、実際の掲載日
はこの原稿を締め切る時点でもまだ確定していません。読者がこの本をお読みになる際には、官報掲載
の有無をもう一度確認されることをお勧めします。

この改正が延期したのは、ハイリスク人工知能の義務です。しかし、延期しただけではありません。
新たな禁止をもう一つ新設しました。自由で具体的で明示的な同意なしに、実在する人物の秘密の身体
部位や性的行為を現実的に描写して生成したり操作したりする人工知能システムに対する禁止です。い
わゆるnudifierアプリを狙った条項であり、児童性的虐待資料関連のリスクも一緒に扱っています。こ
の禁止は第5条に組み込まれ、2026年12月2日に発効します。その出力を確実に防ぐ技術的安全措置を
備えた場合には、セーフハーバー条項で免責される道が開かれていますが、適用対象はその用途に設計
された提供者に留まらず、そのような出力が合理的に予見されるシステムの提供者にまで広く及びます。
違反時の制裁は禁止行為と同等のレベル、3,500万ユーロまたは世界全体の売上の7パーセントです。延
期する改正が同時に重い新たな禁止を組み込んだという事実を見落とすと、この改正を規制緩和として
のみ読む誤りを犯すことになります。
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3.6 附属書III 独立型ハイリスク人工知能の2027年12月2日延期

ハイリスク人工知能は大きく2つの軸に分かれています。一つは附属書IIIに列挙された独立型システ
ムです。採用と人事管理、不可欠な公共サービス、生体認識、移民と国境管理、司法行政など8つの領
域で使用される、それ自体で完結した人工知能システムを指しています。第6条第2項がこの分類の根拠
条文です。

この独立型ハイリスクシステムに対する第16条（提供者）と第26条（配布者）の義務は、もともと
発効から24ヶ月後の2026年8月2日から全面適用される予定でした。Digital Omnibus改正はこの日付を
2027年12月2日に延期しました。8月から12月まで、16ヶ月が遅延したわけです。報道によっては17ヶ
月と書いているところもありますが、私は2026年8月と2027年12月の間を直接数えてみたところ、16ヶ
月が正確です。

延期の背景には、準備が整わない側の事情があります。企業が合わせるべき具体的な技術基準、すな
わち調和されたスタンダード（CEN-CENELEC JTC 21が作る仕様）がまだ完全には出ていなく、加盟
国ごとにこの法律を監督できる体制のある機関を立てる作業も遅延しています。基準がないのに義務だ
けが発動すれば、企業は何に合わせるべきかわからないまま制裁を受けるリスクに直面します。そのリ
スクを低減しようという趣旨で読むのが妥当に見えます。ただし、罰金賦課権そのものは依然として
2026年8月2日から有効であるという点は記憶しておく必要があります。ハイリスク義務違反に対する
制裁は750万ユーロまたは世界全体の売上の1パーセントのいずれか大きい方であり、この上限自体は
2027年12月2日以降、実際の違反が積み重なったときに科されるのです。この空白期間をどのように準
備期間として使うかについては、第14章で別途扱います。

3.7 附属書I 製品組込型ハイリスク人工知能の2028年8月2日延期

もう一つの軸は附属書Iに当たる、既存製品に組み込まれたハイリスク人工知能です。医療機器、機
械類、玩具、航空機のように、すでにヨーロッパの製品安全法制が規律している製品の中に、人工知能
が安全構成要素として組み込まれ、その製品が第三者適合性評価を受けるべき場合です。第6条第1項が
この分類の根拠です。

この製品組込型ハイリスク人工知能の規制手続完了時点は、もともと発効から36ヶ月後の2027年8月
2日でした。Digital Omnibusはこれをさらに12ヶ月遅延させ2028年8月2日に移しました。独立型よりも
8ヶ月さらに後になります。2つの日付が異なる理由は政治的配慮ではなく、既存製品認証周期と結びつ
いた実務的事情です。医療機器や自動車部品のように、もともと数年単位の認証周期を回っている製品
カテゴリーは、人工知能法の要求をその既存手続の中に組み込むのにより多くの時間がかかります。第
8条第2項はこの統合を認め、既存の安全法規に基づく文書と手続に人工知能法が要求する試験と報告を
乗せることになっています。重複を減らそうという趣旨です。

釜山の医療機器企業や国内自動車部品企業がここに該当します。自社製品が附属書I側なのか附属書III
側なのかによって、準備期限が8ヶ月異なり、どちらなのかによってCEマークを取得する手続の窓口そ
のものが異なります。この区別は第11章で事例ごとに検討します。

3.8 延期されたものと延期されないものを分ける線

この章で実際に誤解が生じるのはここです。Digital Omnibusで複数の日付が延期されたというニュー
スを聞いただけで、人工知能法全体が延期されたと誤解する場合が多いです。延期されたものと延期さ
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れないものの間には、明確な線があります。

延期されたものはハイリスク人工知能の義務です。附属書III独立型は2027年12月2日へ、附属書I製品
組込型は2028年8月2日へ移りました。

延期されないものは大きく2つのグループに分かれています。第1のグループは第50条の透明性義務
の大部分です。チャットボット表示も、合成コンテンツ表示も、ディープフェイク公開も2026年8月2
日のままです。例外はたった1つ、その日より前にすでに市場に出ていた生成型システムに限り、12月
2日までの4ヶ月の猶予が与えられただけです。第2のグループは新たに新設されたNCII・児童性的虐待
資料生成禁止です。これは延期されたのではなく、今回の改正で初めて発動する義務です。2026年12
月2日に発効します。

ですから、今ヨーロッパに人工知能システムやモデルを輸出する韓国企業が8月2日までに急いで対応
すべき項目は、ハイリスク規定ではなく第50条です。ハイリスク側は時間を稼ぎ、透明性側は時間があ
りません。ここで判断が分かれます。私はこの線を準備順序を決める最初の基準として使います。この
線を逆に読んで、ハイリスク対応に力を注いだあまり、8月2日目前の透明性表示を見落とす企業を、私
は実際に何社か見てきました。

実施予定表をまとめる

2024年8月1日 人工知能法発効。

2025年2月2日 第5条禁止行為の適用開始。第4条人工知能リテラシー義務の適用開始。

2025年8月2日 汎用人工知能モデル提供者義務（第53・55条）の適用開始。ガバナンス規定の適用開
始。「執行なき適用」期間の開始（～2026年8月2日）。

2026年6月29日 Digital Omnibus改正の理事会最終承認。官報掲載待機中（原稿締切日時点）。

2026年8月2日 第50条透明性義務の全面適用。汎用人工知能モデル違反に対する人工知能局の罰金賦
課権発動。

2026年12月2日 NCII・児童性的虐待資料生成禁止（第5条改正）発効。8月2日以前に市場導入された
既存生成型システムの表示義務猶予終了。

2027年2月2日 透かし検出相互運用ソリューション導入期限（合成コンテンツ表示行動規範）。

2027年8月2日 2025年8月2日以前に市場導入された既存汎用人工知能モデルの改善期限。

2027年12月2日 附属書III独立型ハイリスク人工知能義務（第16・26条）の適用開始。

2028年8月2日 附属書I製品組込型ハイリスク人工知能規制手続完了時点。

この表は今この瞬間の地図です。この本が扱うテーマは常に動いています。原稿を締め切った後も、
官報掲載日が確定し、調和されたスタンダードが出され、新たなガイドラインが発表されるにつれ、細
部の日付が再び調整される可能性があります。私はこれらの日付を別に取り出して継続的に更新してお
り、読者の皆様にも実際の準備に入る前に、この表をもう一度確認されることをお勧めします。地図は
描かれましたが、地面はまだ少しずつ動いています。

弁護士

kimkj.com
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第4章 第50条、4つの方向に分かれる

欧州連合人工知能法解説書

パンタゴンにあるゲーム会社が数年前、カスタマーサポート窓口にチャットボットを導入しました。
当初はボタンを数個押すと決まった答えが返ってくるというものでした。しかし昨年、対話型言語モデ
ルに切り替えました。今ではユーザーが何を尋ねても人間のように答えます。文章は自然で、冗談にも
対応します。ヨーロッパのユーザーが明け方に決済エラーについて質問すれば、画面の向こう側の存在
が人間なのか機械なのか区別することは困難です。

同社は自社のチャットボットが規制と無関係だと考えてきました。高リスク人工知能ではないからで
す。採用を決定することもなく、信用を評価することもありません。ゲームユーザーの問い合わせに応
じているだけです。ところが2026年8月2日より、このチャットボットは欧州連合人工知能規則（
Regulation (EU) 2024/1689、以下AI法）第50条の規制を受けることになります。本日が2026年7月24日
ですから、残された日数は10日余りです。

第50条が対象とするのは危険な人工知能ではなく、人間を騙す可能性のある人工知能です。この区別
が第50条を読むカギです。高リスク分類は、システムが人間の権利や安全に大きな影響を与えるために
付与されます。第50条の透明性義務は異なります。システムが人間に機械を人間として、偽りを真実と
して誤解させる可能性があるために付与されるのです。医療機器解析ソフトウェアは高リスクですが、
人間を騙しません。ゲームカスタマーサポートチャットボットは高リスクではありませんが、人間を騙
す余地があります。第50条は後者をターゲットにします。

したがって、本章は多くの韓国企業が実際に直面する初めての義務です。高リスク関連規定の多くは、
昨年5月に合意されたいわゆるデジタルオムニバス調整により後回しにされました。別紙3の高リスク分
類実施は2027年に、一部は2028年8月に延期されました。汎用人工知能提供者でない限り、そちら側は
まだ余裕があります。しかし第50条はこのオムニバス調整でも遅延されませんでした。2026年8月2日
のままの実施です。例外が一つあります。第50条2項の機械読取表示、つまりウォーターマーク関連義
務に限っては、その前に既に市場に出ていたシステムに対してのみ2026年12月2日までの4カ月の猶予
が付与されました。その他は全て8月2日です。チャットボットを運営したり、人工知能で画像・動画・
テキストを作成してヨーロッパに提供する企業にとって、最初に直面する障壁が第50条なのです。

第50条は内部でさらに4つの方向に分かれます。義務を負う者が誰なのかによって分かれ、何を明ら
かにすべきかによって分かれます。ある企業が4つのうちの1つだけに該当することもあれば、2つまた
は3つに同時に該当することもあります。自分がどちらの立場に置かれているのかを理解していなけれ
ば、見当外れなところに力を注ぐことになります。

4.1 チャットボットと対話型エージェント：人間でないことを明らかにする方法

第50条1項は提供者に義務を課します。人間と直接相互作用するよう設計された人工知能システムを
作成して提供する側です。チャットボット、バーチャルアシスタント、自動応答電話がここに含まれま
す。条文の内容は簡潔です。自然人が人工知能システムと相互作用していることを、その人に知らせな
さいということです。

言葉は短いですが、実務はそうではありません。問題は例外規定にあります。第50条1項は、合理的
によく知り、注意深く、慎重な自然人の観点から見て、人工知能であることが明らかな場合には、通知
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を不要とすると記しています。この「明らかである」（obvious）という言葉が罠なのです。

企業側はこのように考えやすいです。うちのチャットボットには画面にロボットアイコンが付いてい
て、名前も何々ボットと名付けたから誰が見ても人工知能だ、だから例外に該当する。しかし私はその
ような判断をお勧めしません。執行の観点から見ると、例外を主張する側がその明白性を立証する必要
があり、立証に失敗すれば通知義務違反となります。欧州委員会傘下の人工知能局（AI Office）は、明
白ではなかったことを基本値として見なしています。アイコン1つでヨーロッパのすべてのユーザーが
これを人工知能として認識したという事実を証明することは簡単ではありません。

安全な道は議論の余地をなくすことです。会話が始まる最初の画面に「本相談は人工知能が進行しま
す」という文を目に見えるように置けば、明白性について論争する余地自体が消えます。この通知にか
かるコストは文1つです。例外を主張して負ける場合のコストは第101条に基づく行政罰です。AI法第
101条は第50条のような義務違反に対して、最大1500万ユーロ、または直前の会計年度の全世界年間売
上高の3パーセントのいずれか大きい金額を課すことができると定めています。私はこの天秤が一方向
に明確に傾いていると考えます。

通知時点も条文に組み込まれています。第50条5項は、遅くとも最初の相互作用の時点で通知しなさ
いと定めています。対話をかなり続けた後に「実は私は人工知能でした」と明かすことでは、この要件
を満たしません。方法も決められています。明確で区別可能であるべきであり、障害のあるユーザーの
ためのアクセスビリティ要件に従う必要があります。画面下部の灰色の小さな文字に隠す方法は、明確
で区別可能であるという基準を満たさない危険性が大きいです。人工知能局がこの要件を扱う際には、
視覚信号だけで十分だとは見なさない可能性が高いです。音声ボットであれば、聴覚信号も備えるよう
要求する余地があります。

韓国企業が頻繁に見落とす問題があります。チャットボットを自分たちが作らず、他者のものを持っ
てきて貼り付ける場合です。外国の言語モデル会社のアプリケーションプログラミングインターフェー
ス（API）を呼び出して自社サービスに乗せた場合、第50条1項の提供者は誰でしょうか。システムを
作成して市場に提供する側が提供者です。他者のモデルを持ってきて自社の名前でチャットボットサー
ビスを作成して提供した場合、そのチャットボットシステムの提供者はその企業です。モデルを借用し
たという事実は義務を免除しません。

この段階で、韓国企業が見落としやすい別の事情があります。国内でも今年1月22日から施行されて
いる「人工知能の発展と信頼基盤の構築等に関する基本法」（以下、国内AI基本法）が既に同様の通知
義務を含んでいます。生成型人工知能または高影響人工知能でサービスを提供する事業者は、ユーザー
にその事実を事前に知らせ、成果物には人工知能が作成したという表示をしなければなりません。構造
だけを見れば、第50条1項、2項と瓜二つです。したがって私が国内相談をしていると、「既に国内法
への対応は終わったので、ヨーロッパも同様に対応すればいいのではないか」という質問をよく受けま
す。構造は似ていても、重さは全く異なります。国内AI基本法違反の過料の上限は3千万ウォンであり、
政府は制度定着のため1年の指導期間を運営しています。第50条違反の行政罰の上限は1500万ユーロで
あり、韓国貨幣で200億ウォンをはるかに超える額またはグローバル売上高の3パーセントであり、指
導期間というものが存在しません。国内法を通過したという安堵感をヨーロッパ市場にそのまま持ち込
むべきでない理由がここにあります。二重規制という言葉は義務が二度生じることを意味するのではな
く、同じことを2つの基準で再び測定することを意味するに近いです。

4.2 合成コンテンツの機械読取表示：ウォーターマークはどこまで来たか
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第50条2項も提供者の義務です。ただし対象が異なります。合成音声、画像、映像、テキストを生成
する人工知能システムの提供者です。ここには汎用人工知能モデルも含まれます。義務の内容は、その
成果物を機械が読み取れる形式で表示して、人為的に生成または操作されたという事実を検出できるよ
うにすることです。

ここで2つの表示を区別する必要があります。1つは人間が目で見る表示です。「この映像は人工知能
で作成しました」というような文句です。もう1つは機械が読む表示です。ファイル内に埋め込まれて
人間の目には見えませんが、検証ツールで確認できるマークです。第50条2項が要求するのは後者、機
械読取表示です。人間が見る表示は後に述べる第4項のディープフェイク公開で再び登場します。層が
異なるので、生成型サービスを提供する企業は、この両者を備えなければならないことが多くあります。

機械読取表示が備えるべき性質を、条文は4つの言葉で述べています。効果的で、相互運用可能で、
堅牢で、信頼性があるべきということです。この4つの言葉が実務で意味するところは、第5章でウォー
ターマーク技術とともに詳しく扱います。ここでは、この表示が装飾ではないという点だけを指摘しま
す。スクリーンショット1回、再エンコーディング1回で消えるマークは、堅牢であるという基準を満た
しません。

この箇所は過去数カ月で急速に動いています。欧州委員会は昨年6月10日に「AI生成コンテンツの透
明性に関する行動規約」（Code of Practice on Transparency of AI-Generated Content）を確定して公
表しました。その後、7月8日に委員会はこの規約が第50条2項、4項、5項の義務履行を十分に支援する
という適正性評価意見を発表し、翌日の7月9日に人工知能委員会（AI Board）がその評価を承認しまし
た。この規約に署名したい企業は、署名書を作成して人工知能局にメールで提出する必要がありますが、
その締め切りが7月27日午後6時（中央ヨーロッパ時間）です。本原稿を書いている本日が7月24日です
から、署名を検討している企業には3日しか残されていません。署名者リストは8月2日の施行前に公開
される予定です。

行動規約は2つの層に分かれます。第1部は生成型人工知能システムを提供する提供者の出所表示義務
を扱い、第2部はそのコンテンツを使用する配布者の表示義務を扱います。ウォーターマーク、メタデー
タ、フィンガープリンティングなどの技術を層ごとに重ね合わせて使用することを推奨しています。ど
の技術も単独では完全ではないからです。画像に埋め込まれたウォーターマークはスクリーンショット
1枚で消え、メタデータはファイル形式を変更した瞬間に失われます。そのため、規約はこれら3つを重
ね合わせる層的アプローチを実務基準として提示しています。

署名は自発的です。しかし、私は署名しないほうがより危険だと考えます。署名者は人工知能事務局
が規約遵守の有無を監視する方向で執行の焦点を合わせると予告しました。署名していない企業は規約
という安全弁なく、条文の抽象的な文句だけで自社の技術的措置が十分であることを自らが立証しなけ
ればなりません。その適切性を判断する側は、結局のところ人工知能事務局です。

実践規約が具体的に何を重ねて書くべきかを指摘する価値があります。ひとつはコンテンツ出典規約
（C2PA, Coalition for Content Provenance and Authenticity）が作ったコンテンツ資格証明方式です。
ファイルに暗号で署名した履歴情報を埋め込み、いつ誰がどのツールで作ったのか、その後何が変わっ
たのかを記録します。もう一つは目に見えないウォーターマークです。画素や音響信号に痕跡を刻み込
み、圧縮したりサイズを変更しても、ある程度は残るようにする方式です。問題は、この二つがそれぞ
れ弱点を持つという点です。コンテンツ資格証明情報は、ファイル形式を変更するか、キャプチャをす
ると、まるごと消えてしまいます。目に見えないウォーターマークは、形式が変わっても残ることがあ
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りますが、それ自体では誰がいつ何で作ったかまでは示してくれません。そのため規約は、この両者を
重ねて書き、ここに原本対照が可能な指紋認識とアクセス記録までも加える多層防御を勧めます。どの
一層が破られても、残りの層が検出可能性を守る構造です。一つの技術を一つ入れるだけで、表示義務
を果たしたと安心するのは、私の判断では、この条文が要求する堅牢性に及びません。

第2項にも例外があります。標準的な編集を支援する補助機能のみを持つシステム、そして犯罪検知
と予防のために適法に承認されたシステムです。文法修正ツールが前者の例です。文章を整える機能が
コンテンツを実質的に変更しないのであれば、その産出物を人工知能生成物として表示する義務は負い
ません。この例外は狭く読まなければなりません。編集を支援するという名目が付いていても、実際に
は存在しなかった段落を生成するツールであれば、補助機能という盾の後ろに隠れることは難しいです。

韓国企業がよく引っかかる分野は、画像と映像の生成です。生成型で製品画像を作成したり、宣伝映
像を出して欧州市場に流すマーケティング会社、そのような機能をサービスとして販売するスタートアッ
プがここに該当します。自らがモデルを最初から訓練したのではなく、他の生成モデルを持ってきてサー
ビスにしたとしても、そのサービスの産出物を市場に出す以上、表示義務から自由ではありません。

4.3 ディープフェイクの公開義務と配布者の責任

ここで義務の主体が変わります。第50条第4項は配布者（deployer）の義務です。配布者は人工知能
システムを自らの権限の下で実際に使用する側です。作成して販売する側ではなく、持ってきて使う側
です。この区別が第50条で判断を分ける太い線です。

第4項が対象とするのはディープフェイクです。条文はディープフェイクを、実際の人物、物、場所、
その他の実体や出来事に似せて本物のように見える、人工知能が生成または操作した画像、音声、映像
コンテンツとして定義しています。配布者は、このコンテンツが人為的に作成または操作されたという
事実を公開しなければなりません。今回は、人間が認識できる公開です。前の第2項がファイル内の機
械マーキングであったのに対し、第4項は見る人に「これは本物ではない」と知らせるマーキングです。

同じ第4項は、ディープフェイクのみならず、公益事項を知らせる目的で公表される人工知能生成テ
キストにも適用されます。人間が実質的に審査し、発行・編集責任を負ったテキストであれば、この公
開義務は免除されます。人工知能が下書きを書き、編集者が事実確認をして責任を持って発表する記事
がこの例外に該当します。編集者の名前だけを付けて、実際には機械がそのまま公開した場合は、この
例外は成立しません。

実際の場面に移してみましょう。ソウルの広告会社がヨーロッパ市場を狙ったキャンペーン映像を作
成します。実在する有名俳優の顔を人工知能で合成し、その俳優がしていない発言をしているように見
せました。この会社は、その映像を作った生成ツールの提供者ではありません。ツールは他人のものを
使用しました。しかし、そのツールでディープフェイクを作成して世界に公開した配布者です。第4項
の公開義務は、この会社に課せられます。

配布者という立場が韓国企業にとって特に重要な理由があります。多くの韓国企業が人工知能を作る
側ではなく、使う側です。外国の生成モデルを持ってきてコンテンツを作成し、それをヨーロッパユー
ザーに公開します。そうすると、第50条でこの企業の名前が記載される欄は、提供者ではなく配布者の
欄です。提供者の義務だけを他人事と思い、実際に自分に課せられた配布者の義務を見落とすことが起
こります。
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先ほど紹介した実践規約第2節が、まさにこの配布者の義務を扱っています。ディープフェイクと公
益関連の人工知能生成テキストをどのように表示するのか、その文句とアイコンのサイズ、位置、表示
時間をどのように設定するかについてのガイドラインを含んでいます。別紙には、選択的に使用できる
欧州連合共通アイコン3つの案も記載されています。独自の表示デザインを最初から作成するのではな
く、このアイコンを使用する方が、後々表示方式が適切であったかについて議論する状況を減らします。

第4項の例外は、第5節で別途扱われています。芸術と風刺の例外がここに該当し、この例外をどこま
で適用できるかが実務での争点だからです。

4.4 感情認識・生体認識分類システムの告知義務

第50条第3項は、再び配布者の義務です。対象は感情認識システムと生体認識分類システムです。そ
のようなシステムを運用する配布者は、そのシステムに曝露された人に、その事実を知らせなければな
りません。条文は、さらに、個人情報を処理する場合は、一般データ保護規則（GDPR）および関連す
る欧州連合の個人情報規定を遵守するよう定めています。

感情認識システムは、人間の表情、声、身振りから感情状態を読み取ろうとするシステムです。生体
認識分類システムは、顔や指紋などの生体情報に基づいて人間を何らかのグループに分類するシステム
です。コールセンターで相談中に顧客の声のトーンで怒っているか判別するツール、店舗カメラで訪問
者の年代や性別を推定して広告を変更するツールがここに該当する可能性があります。

ここで二つの規定を混同してはなりません。第50条第3項は告知義務です。知らせて使えば良いとい
うことです。ところが、感情認識のうち、職場と教育機関で使われるものはそもそも禁止された実践で
す。第5条に該当します。告知して使う問題ではなく、元々使えない問題です。この禁止は第50条では
なく、後の章で扱われています。韓国では適法に使用していた従業員の感情分析ツールが、EUではそ
もそも禁止線を越える場合がここで発生します。ここでは、第50条第3項の告知義務と、第5条の禁止
が異なる条文に存在することだけを区別しておけば十分です。

第3項にも適法な犯罪検知目的の例外があります。ただし、この例外は法執行機関を想定したもので
あるため、ヨーロッパに進出する韓国の一般企業が適用する余地はほぼありません。そして、この例外
には条件がもう一つ付きます。第三者の権利と自由を守る保護措置を講じ、関連する欧州連合法規を遵
守しなければならないという条件です。例外を適用したからといって、個人情報保護義務から完全に免
れることはできません。

DPIA（個人情報影響評価）とFRIA（基本的権利影響評価）を一緒に実施することをお勧めする理由
もここにあります。告知義務を果たしたからといって、そのシステムが個人情報処理原則を自動的に遵
守することにはなりません。二つの評価は異なる質問に答えます。FRIAはこのシステムが人間の基本
的権利にどの程度影響を与えるかを問い、DPIAはそのプロセスで個人情報をどのように扱うかを問い
ます。感情認識と生体分類のように、人間の身体と心をデータとして扱うシステムであればあるほど、
二つの評価を別々に処理するのではなく、一つの手続きの中で一緒に進める方が実務的には優れていま
す。

第50条第3項には別途の猶予期間が付いていません。第2項のウォーターマーキング義務のように、4
か月の期間を期待することはできません。8月2日から直ちに適用されます。感情認識や生体認識分類の
要素が含まれたサービスをヨーロッパで運用している場合は、この条項から優先的に対処する必要があ
ります。
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韓国で作成された顧客相談分析ツールをヨーロッパの子会社のコールセンターにそのまま移すことを
検討している企業が少なくありません。相談員教育用に使用されていた音声感情分析機能が典型的な例
です。国内では相談品質管理ツール程度として扱われていた機能が、ヨーロッパの相談員とヨーロッパ
の顧客を相手に運用される瞬間、第50条第3項の配布者告知対象となります。相談員に対して使用する
場合は、第5条の職場内感情認識禁止に抵触する危険も併せて検討する必要があり、顧客に対して使用
する場合は、第3項の告知義務を果たす必要があります。同じ機能であっても、誰を対象にするかによっ
て適用される条文が異なるという点を、私は実務相談でしばしば繰り返し説明することになります。

4.5 芸術・風刺・安全目的の限定的例外をどこまで適用できるか

第50条を初めて読んだ企業が最初に探すのが例外です。私たちは芸術だから、私たちは風刺だから免
除されないかというわけです。私はこの期待を慎重に見ます。例外はあります。しかし、条文が引いた
例外の幅は、企業が望むものより狭いです。

第4項のディープフェイク例外から見てみましょう。コンテンツが芸術的、創作的、風刺的、虚構的
な作品の一部である場合、公開義務は消滅しません。ただし、公開方法が緩和されるだけです。作品の
鑑賞を妨げない適切な方法で明らかにすれば十分です。映画のエンディングクレジットにこのシーンに
人工知能合成が使用されたと記載することがそのような方法です。画面中央に大きな警告文を表示し続
けて映画が見られなくする必要はないということです。例外の正体がここで明らかになります。これは
明かさなくても良い例外ではなく、より控えめに明かしても良い例外です。

この差が実務では大きいのです。企業が「われわれは芸術なので、一切の表示をしなくても良い」と
読むのは誤りです。依然として明示しなければならず、ただし享受を妨げない範囲での明示で足りると
いうことです。何が芸術で何が商業広告かの境界では、争いが生まれずにはいられません。ブランド宣
伝映像に芸術的要素があるからといって、それが第4項が述べる芸術作品に該当するかは明確ではあり
ません。広告目的が明白なコンテンツであれば、芸術例外に頼らず、正式に公開する方が安全だと考え
ます。前述の実践規約がラベルのサイズと位置、露出時間まで具体化しているので、この規約を基準と
する方が恣意的判断よりも優れています。

刑事犯罪の探知・予防・捜査・公訴目的の例外も第50条の各所に散在しています。第1項チャットボッ
ト告知、第2項機械可読表示、第3項感情認識・生体分類告知、第4項ディープフェイク公開、この四つ
の義務すべてに、法律で認可された法執行目的の例外が付属しています。この例外は公共安全という明
白な公益を守るための措置です。ただし第3項は、この場合でも個人情報保護法規を厳格に遵守すべき
と明示しています。一般企業の立場からすれば、この例外を自社事業に援用する余地はほぼないと見な
すのが適切です。

証明責任という問題が例外全体を貫いています。例外の適用を受けようとする側が、自己のシステム
がその例外の要件を満たしたという事実を立証しなければなりません。人工知能オフィスは、法的拘束
力のある最終解釈は欧州司法裁判所の役割であることを認めつつ、案件ごとに個別に判断するという姿
勢を明らかにしてきました。執行事例がまだ厚く積み重ねられていない現在、例外の境界が曖昧であれ
ばあるほど、その危険を負う側が例外を主張する企業であるという事実を記憶しておかなければなりま
せん。

第50条を一目で見える表

義務主体と内容をこのように分けておくと、自社がどのセルに位置するかを見つけやすくなります。



27 - 金京鎮弁護士

第50条第1項。主体は提供者。人と相互作用する人工知能(チャットボットなど)においてユーザーに
人工知能であることを告知。例外は人工知能であることが明白な場合であり、立証負担は提供者。適用
日2026年8月2日、猶予なし。

第50条第2項。主体は提供者。合成音声・画像・映像・テキスト生成物を機械可読形式で表示。例外
は標準的編集支援、適法な犯罪予防。適用日2026年8月2日、既存システムは2026年12月2日まで猶予。

第50条第3項。主体は配布者。感情認識・生体分類システムに露出された人に告知、GDPR等個人情
報規定の並行遵守。職場・教育機関の感情認識は第5条で別途禁止。適用日2026年8月2日、猶予なし。

第50条第4項。主体は配布者。ディープフェイクを人が識別できるよう公開。公益テキストも公開、
人の編集責任があれば例外。芸術・風刺は享受を妨げない方式で公開。適用日2026年8月2日。

第50条第5項。告知の時点は遅くとも初回の相互作用・露出の時点。方式は明確かつ識別可能に、ア
クセシビリティ要件の遵守。

第50条第7項。人工知能オフィスが実践規約の作成を奨励。人工知能生成物透明性実践規約は2026年
6月10日確定、7月9日人工知能理事会承認、署名締切7月27日午後6時(中央ヨーロッパ時間)。

セルフ診断五つの項目

わが社がヨーロッパのユーザーと対話するチャットボットまたは音声ボットを運用しているか。その
場合は第1項です。最初の画面に告知文言があるかを確認します。

わが社が人工知能で画像・映像・テキストを作成してヨーロッパに発信しているか。その道具を販売
する側なら第2項機械可読表示であり、その道具でコンテンツを作成して発信する側なら第4項ディープ
フェイク公開です。両方に該当する可能性もあります。

わが社が人の感情や生体情報で何かを判別するシステムをヨーロッパで使用しているか。その場合は
第3項告知であり、また職場・教育機関用途なら第5条禁止の該否まであわせて確認します。

わが社が作成するコンテンツのうち、芸術・風刺・創作を理由に公開を省略したものがあるか。あれ
ば、その判断を文書に残したか、広告目的が混在していないかを改めて確認します。

わが社が実践規約に署名するかしないかをまだ決めていないか。7月27日午後6時(中央ヨーロッパ時
間)が締切です。署名しないことにしたなら、代わりにどのような技術的措置で第2項と第4項の要件を
満たすかを別途準備しなければなりません。

日付ひとつで締めくくります。第50条は2026年8月2日に適用されます。この日の前にすでに市場に
出ていて稼働している生成型システムのウォーターマーキング義務には、2026年12月2日まで4ヶ月の
猶予期間があります。しかしその日以降に新たにリリースするシステムには猶予がなく、第1項と第3項
と第4項の告知・公開義務には、そもそも猶予というものがありません。パンギョのあるゲーム会社は
先週の会議でチャットボット最初の画面にフレーズ1つを入れる案件を通しました。開発チームは半日
あれば済む仕事だと言いました。実際に時間がかかったのは画面設計ではなく、わたしたちがなぜこの
条項の適用対象なのかを経営幹部に納得させる会議でした。現在ヨーロッパに何かを発信しているなら、
カレンダーで8月2日までに残された日数を数えてみてください。

弁護士

kimkj.com
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第5章 ウォーターマーキングの技術と法

EU人工知能法解説書

パンギョの画像生成スタートアップで実際に起きたことです。投資家向けデモの場で、チームリーダー
がプロンプトを入力して人物写真を生成しました。画面の隅には小さなAI表示アイコンが付いており、
ファイルのプロパティを開くと、この写真がいつ、どのモデルで作成されたかを示す署名された情報も
含まれていました。ここまでは望み通りでした。問題はその後です。投資家がその画面をそのままスク
リーンショットして自分のSlackに投稿しました。キャプチャされたファイルを開くと、画面に見えて
いたアイコンは残っていましたが、ファイル内に埋め込まれていた署名情報は完全に消えていました。
スクリーンショットというごく普通の操作が、丹精込めて付けられた出典情報を削除してしまったので
す。このシーンが第5章全体が扱う問題を圧縮して示しています。法はAIが生成したコンテンツに表示
を付けるよう要求していますが、その表示がインターネットでコンテンツが一般的に経験することの前
にどれだけ耐えられるかは、全く別の問題だからです。

5.1 既存システムの2026年12月2日の猶予、および新規リリースシステムの猶予な
し

EU人工知能法（規則（EU）2024/1689、以下「AI法」）は2024年8月1日に発効し、透明性義務を規
定した第50条は、発効24ヶ月後である2026年8月2日から全面適用されます。第50条は4つの項に分か
れており、各項の対象が異なります。第1項は、チャットボットのように人間と対話するAIシステムに
対し、人間との相互作用が行われていることを知らせるよう求めています。第2項は、合成音声、画像、
動画、テキストを生成するAIシステムの提供者に対し、その出力を機械可読形式で表示し、検出可能に
するよう求めています。第3項は、感情認識または生体認証分類システムの配布者に対し、そのシステ
ムにさらされる人々にその事実を知らせるよう求めています。第4項は、ディープフェイクのような操
作された画像、音声、動画を扱う配布者に対し、操作されたという事実を公開するよう求めています。

ここでの実務に直結する変化は、EU共同立法者が合意したデジタルオムニバス（Digital Omnibus）
改正を通じて、第2項にのみ別途の経過措置が付与されたという事実です。この改正は2026年5月7日に
欧州議会と理事会の間で政治的合意に達し、2026年7月8日の署名まで完了しました。ただし、この原
稿を執筆した時点では、官報（Official Journal）への掲載はまだです。官報掲載前だからといって無視
してよいという意味ではありません。立法者間の合意と署名が終わった事項を根拠がないと見なす方が
むしろ危険な判断です。この経過措置の内容は次の通りです。2026年8月2日より前にEU市場にリリー
スされた、またはサービスに導入された生成型AIシステムであれば、第50条第2項が要求する表示・検
出義務を2026年12月2日までに備えれば良いとされています。4ヶ月の猶予を得たわけです。そして、
この猶予期間より前に既に世に出た出力物、つまり8月2日前に作成されたディープフェイクを含む成果
物は、遡及的に表示する必要がありません。

一方、新規リリースシステムにはこの余裕がありません。2026年8月2日以降にEU市場に初めてリリー
スされた、またはサービスに導入されるAIシステムは、生成型AIを含めて、リリースの直後に第50条の
すべての要件を満たしていなければなりません。第2項の猶予は、既存システムのみ、それも8月2日前
に既に市場に出ていたシステムにのみ適用される狭い例外です。第1項、第3項、第4項は、既存か新規
かを問わず、8月2日から適用されます。EU AI事務局が明らかにした原則もこの方向です。第50条に該
当するすべてのAIシステムは、いつ初めてリリースされたかに関わらず、8月2日からEU市場にリリー



29 - 金京鎮弁護士

スされた場合またはサービスに導入されている場合には準守する必要があるということです。私はこの
条項を新規参入者に罰則を与える構造として読みます。既に市場に確立された事業者には4ヶ月をさら
に与える一方で、今まさに参入しようとする事業者には初日から完成した形を要求するということだか
らです。

ソウル本社の企業の立場では、この区別はリリース日をいつに設定するかによって、準備の負担が大
きく異なることを意味します。現在EU市場で稼働している生成型AIがあれば、12月2日までにウォーター
マーキングとメタデータシステムを完成させればよいのですが、8月2日以降にEUに初めて投入する新
規サービスであれば、設計段階から表示機能を完成させた状態でリリースする必要があります。この両
者を同じスケジュール表に置いて準備すれば、新規サービス側は必ず遅れます。違反時の制裁金は第99
条により、直前会計年度の世界全体の年間売上の3パーセント、または1500万ユーロのいずれか大きい
方です。8月2日からは、加盟国の市場監督当局とAI事務局がこの罰金徴収権を実際に行使し始めます。
猶予を受けたからといって安心してはいけません。猶予された4ヶ月を実装に充てるべきと解釈する方
が安全です。

5.2 C2PA標準とコンテンツ出典認証

AI法第50条第2項自体はC2PAという名前を一文字も使用していません。条文が要求しているのは、
出力を機械可読形式で表示し、検出可能にするということだけであり、その表示がどのような技術で実
装されるべきかは定めていません。このギャップを埋めたのが、AI事務局が2026年6月10日に発表した
『AI生成コンテンツの透明性に関する実践規範』（Code of Practice on Transparency of AI-Generated
Content）です。この規範は、表示技術をウォーターマーキング、メタデータ、フィンガープリント（
fingerprinting）の3つの方法に分け、各々が条文が要求する効果的で相互運用可能で、堅牢で信頼でき
るものであるべきという要件を具体的な実行項目として解きほぐしました。詳細措置1.1.1はデジタル
署名付きのメタデータを、1.1.2は非表示ウォーターマーキングを要求します。これら2つの条件を同時
に満たす技術は事実上1つだけです。コンテンツの出典と真正性の連合（C2PA）が作成した『コンテン
ツ・クレデンシャル』（Content Credentials）です。

コンテンツ・クレデンシャルが実際に行うことは、それほど複雑ではありません。コンテンツが作成
されるとき、どのツールで、いつ、どのような編集を経たかを記載した情報セットを暗号で署名して、
ファイルに添付します。この署名された情報セットをマニフェスト（manifest）と呼びます。コンテン
ツが別のツールを通過するたびに、新しいマニフェストが前のマニフェストを指しながら追加され、そ
の結果、1つのファイルに生成から配布までの履歴が鎖のように積み重なります。この鎖の途中に署名
を検証しないツールが1つでも含まれていれば、そこで履歴が途絶え、その後のステップは出典を証明
できない状態のままになります。

法文に名前がないという点と、実務で事実上1つの標準として定着したという点は、別の話です。実
践規範の署名は自発的な規範であるため、法的拘束力を持ちません。しかし、この規範に署名し、その
内容通り実行すれば、第50条第2項の準守を証明する有力な根拠となります。第40条が定める調和標準
（harmonised standards）制度と組み合わせて見ると、この構図がより明確になります。調和標準に従
う高リスクAIシステムまたは汎用AIモデルは、関連要件を満たしたと推定される適合性の推定（
Presumption of Conformity）の利益を受けます。C2PAがまだその地位の調和標準として公式に指定さ
れていませんが、AI事務局が実践規範で実質的に指定した技術経路という事実だけでも、規制当局の前
で何を準守の証拠として提出するかは既に決まったようなものです。AI事務局は同じ日に標準アイコン
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セットも一緒に発表しました。AIが作成または編集したコンテンツに付与される、定められた形のAI表
示が人間が見る層であれば、C2PAコンテンツ・クレデンシャルはその下で機械が検証する層です。

韓国企業がここで気をつけるべき実務は2つあります。1つは、代替技術を使用することはできますが、
その技術がC2PAと同じレベルの検出可能性と開放的アクセスを備えていることを自ら証明する必要が
あるという点です。規範が特定技術を強制していないからといって、任意の方法が通用するという意味
ではありません。もう1つは、C2PA採用が画像・映像生成パイプラインに限定された問題ではないとい
う点です。コンテンツ・クレデンシャルは、生成段階、編集段階、配布段階のたびに署名を付け加える
構造であるため、社内システムのどの段階で署名チェーンが途絶えても、最終出力から出典情報が完全
に欠落します。私はこの問題を技術チームだけに任せるのは危険だと考えます。法務が準守状況を規制
当局に説明する必要が生じた際、署名チェーンがどこで途絶えたかを技術的に特定できる必要があるか
らです。

5.3 堅牢性の要件、再エンコーディングとスクリーンショットに耐えられるか

第50条第2項は、表示技術が効果的で、相互運用可能で、堅牢で、信頼できるものであるべきと規定
しています。これら4つの形容詞の中で、実務ではとりわけ扱いが難しいのが堅牢性（robust）です。
コンテンツに付与された表示は、コンテンツを圧縮したり、解像度を変更したり、別のプラットフォー
ムに再度投稿したり、画面をそのままスクリーンショットしたりしても生き残る必要があるという要求
だからです。パンギョのスタートアップで起きたそのシーンが、この問題を正に示しています。画面に
見えるアイコンは、画像自体に描かれたのではなく、ビューアがメタデータを読んで重ねた表示であり、
キャプチャする瞬間に元のファイルのメタデータは途絶え、画面に映ったピクセルだけが残りました。
メタデータ方式だけでは、このような状況で表示は消えてしまいます。

これに対して、コンテンツのピクセル自体に信号を埋め込む非可視型ウォーターマーキング方式は事
情が異なります。Google SynthIDのような技術は、一般的な再エンコードや軽微な編集、さらにはスク
リーンショットのようにメタデータが完全に失われる状況においても、画像自体に残った信号は相当程
度保持されます。信号がメタデータではなくコンテンツの中にあるからです。問題は意図的にマークを
削除しようとする相手です。画像にノイズを加えて信号を乱した後、生成型AIで再度描画する、いわゆ
る再生成攻撃(regeneration attack)や、ウォーターマーク自体を学習して取り除くウォーターマーク窃
取攻撃は、目に見える画質低下なしに検知信頼度を大きく低下させます。テキストウォーターマーキン
グも同じです。文章を書き換えるだけで信号が不明瞭になる可能性があります。つまり、ウォーターマー
キングは現時点でAIが作成したコンテンツを追跡不可能にするコストを引き上げるための装置であり、
追跡を根本的に防ぐ錠前ではありません。

スクリーンショットはこの堅牢性論争で少し特殊な位置を占めます。スクリーンショットはファイル
を再度エンコードするのでもなく、画質を低下させる編集でもありません。画面に表示されたピクセル
をそのまま再度撮影する動作であるため、元のファイルに付属していたメタデータ、署名、マニフェス
トはすべて失われます。コンテンツ認証情報のようにファイルの横に情報を付加する方式は、この時点
で完全に無効になります。一方、画像ピクセルアレイ自体に信号を埋め込むウォーターマーキングは、
画面にそのまま再度撮影されても、その信号がピクセルとともに移行するため、生き残る余地がありま
す。私は、この2つの技術を競合関係ではなく、相互に欠落を補完する関係として見るべきだと考えま
す。メタデータ署名は履歴を詳細に残しますが、スクリーンショット1回で消去され、ピクセルウォー
ターマーキングはスクリーンショットに耐えますが、何をいつ誰が作成したのかまでは伝えることがで
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きません。2つの技術を一緒に埋め込むことで、一方が破られても他方が最小限の証拠を残すのです。

第50条第2項は、堅牢性を判断する際に、コンテンツタイプごとの特性と限界、実装コスト、その時々
の最新技術水準(state of the art)を総合的に考慮するよう規定しています。しかし、再エンコードやスク
リーンショットにどの程度耐える必要が堅牢と認められるのかについて、定量的な基準はまだ示されて
いません。AI事務局のガイドラインと協調標準、および加盟国別の実行事例が積み重なることで、その
基準は徐々に確立されていくと見られます。現時点で確実に言えることは、最新技術水準という尺度は
時間が経つほど要求水準が上がる性質の基準であるという点だけです。今日通過したウォーターマーキ
ング技術が1年後にも堅牢と認められるという保証はありません。韓国企業がコンテンツ生成エンジン
にマーク機能を一度組み込んで終わりにするというアプローチを取ると、次の監督サイクルで後れた技
術という評価を受けるリスクがあります。私は、この要件を一回限りの実装ではなく、継続的に更新す
る必要がある研究開発項目として予算に反映することをお勧めします。

5.4 NCII・CSAM生成禁止、第5条改正と2026年12月2日発効

第5条は最近になってようやくこの内容を備えるようになった条文です。この改正前の第5条は、操作
的・搾取的・社会的信用評価慣行を禁止する条項であるだけで、非同意性的画像(NCII)または児童性的
虐待物(CSAM)を明確に言及していませんでした。その空隙を埋めたのが、2026年5月7日にヨーロッパ
議会と理事会が政治的に合意したデジタルオムニバスオンAI(Digital Omnibus on AI)パッケージです。
この合意には、いわゆるヌーディファイアー(nudifier)アプリケーション、つまり同意なしに人間の身体
を露出させたり、性的な画像・映像・音声として操作するAIシステムと児童性的虐待物を作成するAIシ
ステムを第5条の禁止慣行に追加する内容が含まれていました。このパッケージは2026年7月8日の署名
を終え、官報掲載だけが残った状態です。

改正された第5条は、このようなシステムをEU市場に上市したり使用したりする行為自体を禁止して
います。適用範囲は、もともとそのような用途のために設計されたシステムに限定されません。そのよ
うな出力が合理的に予見可能な結果として発生する可能性があるシステムであれば、提供者がそのよう
な意図で製造していなくても、規制対象に含まれる可能性があります。ただし、セーフハーバー(safe
harbour)も同時に設けられています。そのような出力を信頼性を持って防ぐ効果的な技術的安全装置を
備えたシステムであれば、この禁止から除外されます。つまり、画像生成サービスを運営する企業であ
れば、自社システムがそのようなコンテンツを生成しないようにフィルタリングするフィルターがどの
程度信頼できるかを自ら証明できる必要があり、初めてこの条項の管轄外に出ることができます。セー
フハーバーが要求する信頼性の程度がどの程度なのかはまだ判例やガイドラインで確定されていません。
したがって、私はフィルタリング性能を事後的にレポートでまとめるのではなく、開発段階からテスト
ログと誤検知・未検知の数値を保管しておくことをお勧めします。監督機関がセーフハーバーの認定の
有無を判断する際に根拠として提出する資料は、結局のところこのログであるからです。発効日は5.1
で扱った第50条第2項の猶予終了日と同じ2026年12月2日です。日付が重なるからといって、2つが同じ
話というわけではありません。第50条第2項は既存の生成型AIにマーク義務を完了するよう要求する猶
予の終了であり、改正第5条は特定の出力自体を絶対的に禁止する新しい規定の開始です。一つは猶予
が終わる日であり、もう一つは禁止が開始される日なのですが、偶然同じ日付に集中しているのです。

法違反の重みも全く異なります。第50条違反は、前述の通り第99条に従い、売上の3パーセントまた
は1500万ユーロです。これに対して、第5条禁止慣行違反は、売上の7パーセントまたは3500万ユーロ
のいずれか大きい方が上限です。AI法が定めた罰金体系全体で上限が最も高い層級です。ここにEU加
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盟国の刑事法まで重なります。NCIIまたはCSAM生成は、AI法がなかったとしても、複数の加盟国で既
に刑事処罰対象であった行為であり、AI法第5条改正は、この古い禁止をAIシステムという新しいツー
ルにも明示的に釘を刺したようなものです。韓国から画像・映像生成サービスを作成してEUユーザー
に提供する企業であれば、コンテンツフィルタリングを事業の後順位課題として先送りにする余地はあ
りません。フィルターが突破された結果の出力1つが、企業全体の売上の7パーセントに触れる可能性が
あるという計算を、経営陣が直接認識している必要があります。

参考資料

日付と義務の表はこのようにまとめられます。2024年8月1日、AI法発効。2025年2月2日、第5条禁止
慣行全面実施。2026年8月2日、第50条全面適用日。この日から新規上市システムは第50条第1項から第
4項まで例外なく遵守する必要があります。既存システムも第1項、第3項、第4項はこの日から遵守す
る必要があります。2026年12月2日、2つの事象が重なります。1つは2026年8月2日以前に上市された
既存生成型AIシステムの第50条第2項猶予の終了。もう1つは改正第5条に基づくヌーディファイアー・
CSAM生成システム禁止の実施開始です。

判断基準は3つの質問に絞られます。私たちのシステムがいつEU市場に上市されたか、または上市さ
れる予定なのか、8月2日を基準としてその前か後かが猶予の有無を分けます。私たちのマーク技術がメ
タデータにのみ依存するのか、コンテンツ自体に信号を埋め込むのか、スクリーンショットと再エンコー
ドに耐える程度がここで分かれます。私たちの生成システムが性的画像または児童関連コンテンツをフィ
ルタリングするフィルターを備えており、その信頼性を文書で証明できるのか、これが第5条のセーフ
ハーバーに該当するのかを分けます。

罰金幅も改めて記載しておきます。第99条に基づく一般的な違反は売上の3パーセントまたは1500万
ユーロ。第5条禁止慣行違反は売上の7パーセントまたは3500万ユーロ。SMEは両方の幅で低い方の上
限が適用されます。

投資家がキャプチャーしてSlackに投稿したその写真には、今も目に見える小さなアイコンが1つ残っ
ているだけです。その下にあった署名は消えてしまい、そのファイルがどのモデルからどのようなプロ
ンプトで出てきたのかは、今では誰も証明することができません。法が要求する堅牢性という言葉は、
結局のところこの瞬間に耐える能力を意味しているのです。

弁護士

kimkj.com



33 - 金京鎮弁護士

6章 透明性実践規約

欧州連合人工知能法解説書

成水洞にオフィスを置く画像・動画生成サービススタートアップの法務チームは、2026年7月22日午
後6時、中央ヨーロッパ時間での締め切りを翌日に控えて会議を開きました。ブリュッセルで決定され
た透明性実践規約に今署名するのか、それとも様子を見るのかを決める必要があったのです。同社が提
供する動画生成サービスはヨーロッパのユーザーも利用しているため、欧州連合人工知能法（
Regulation (EU) 2024/1689、以下AI法）第50条が定める表示義務から逃れる道は元々ありませんでした。
ただし、その義務をどのような方法で履行したかを説明するのか、その説明の材料をどこから入手する
のかは、同社が選択できる問題でした。

本章で扱う実践規約（Code of Practice）は、第5章で見た汎用AI模型（GPAI model）実践規約と名
前は同じですが、根を異にしています。AI法第56条が生んだGPAI実践規約は、少数の大型モデル提供
者を狙っています。一方、第50条7項が想定する透明性実践規約は、ディープフェイク動画を作成する
スタートアップからチャットボットを装備した顧客センター、合成画像を生成する広告代理店まで、は
るかに広い企業集団を対象としています。欧州連合行政委員会は2026年6月10日の終了本会議（
Closing Plenary）で、この透明性実践規約の最終版を確定しました。約9ヶ月間続いた多者間協議プロ
セスには、産業界、学界、市民社会、著作権者団体、加盟国政府から187名を超える参加者が名を連ね
ており、AI事務局が委託した独立専門家6名が初稿作成を主導しました。

事前に指摘しておくべき点が一つあります。第50条が定める透明性義務は、この実践規約一つで完全
に網羅されるわけではないという事実です。第50条1項は、チャットボットのように人と直接相互作用
するAIシステムの提供者に対し、利用者が人工知能と対話していることが認識できるように設計するよ
う要求し、第50条3項は感情認識システムや生体分類システムを使用する配布者に、露出された人にそ
の事実を通知するよう要求しています。第50条7項が実践規約の対象としたのは、このうち検出・ラベ
リング義務、すなわち第50条2項と第50条4項だけです。したがって、チャットボットを運営する企業
や感情認識機能を使用する企業がこの実践規約に署名しても、これら2つの条項の義務が自動的に解決
されるわけではありません。それぞれ別途の通知設計が依然として必要であるということです。

6.1 署名の実益、立証責任の移行

透明性実践規約が扱う範囲は、AI法第50条2項のマーキング・検出義務と第50条4項のラベリング義
務の2つです。第50条2項は、合成音声・画像・動画・テキストを生成するAIシステムの提供者に対し、
その出力結果が機械可読方式で表示され、人工的に生成されたという事実が検出可能でなければならな
いという義務を課します。第50条4項は、ディープフェイクを作成または操作するシステム、公共の利
益に関する問題を扱うテキストを生成するシステムの配布者（deployer）に対し、その結果物が人工的
に作成されたことを利用者に通知することを要求しています。

これら2つの義務は、署名の有無を問わず、2026年8月2日から従来どおり適用されます。実践規約が
変えるのは、義務の存在ではなく、その義務を守ったという事実をどのように示すかです。署名した企
業は、自社がなぜこの程度の措置で十分だと考えるのかを最初から説明する必要がありません。代わり
に、実践規約が定めた項目、たとえば、どのようなウォーターマーク標準を使用し、どのようなメタデー
タシステムを添付したかをチェックリストとしてそのまま指摘できればよいのです。加盟国市場監視当
局の立場でも、審査の対象が明確になります。この企業は欧州連合が多者間協議を経て作成した標準的
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な枠組みをそのまま従っているのだな、と判断する方が、毎回個々の企業の自社方法論を最初から検証
する方よりもはるかに効率的だからです。私は、これがまさに実践規約署名の真の実益であると考えて
います。新しい条文が生じるのではなく、立証の重心が企業から規約へ移行すること、それがこの章の
タイトルが示す立証責任の移行です。

これに加えて、実務的に得られるものもあります。規約を遵守していると明言した企業に対しては、
市場監視当局が規約遵守の確認に監督力を集中させる可能性が大きいです。未署名企業に注ぎ込む個別
調査リソースを署名企業にはより少なく使うということです。ただし、明確にしておくべき点がありま
す。GPAI実践規約と異なり、透明性実践規約を守ったという事実が、AI法違反時に罰金を減らす情状
酌量要素であると明文で規定した条文はありません。AI法第101条が定める罰金軽減条項はGPAI模型提
供者にのみ適用される条項であり、第50条違反に対する制裁は第99条が定める一般罰金体系、すなわ
ち全世界売上の3パーセントまたは1500万ユーロのいずれか大きい方に従います。実践規約遵守がこの
罰金算定においてどの程度の重みで考慮されるかは、加盟国監督当局の裁量に委ねられていると見るの
が正確です。

署名手続自体も、GPAI実践規約とは異質です。GPAI実践規約は、欧州委員会が適切性を評価し承認
する手続を経てはじめて効力を持ちます。透明性実践規約は多者間協議の結果を公表し、署名を受け付
ける方式であるため、承認手続の重みが相対的に軽いです。2026年7月22日の締め切りは、最初の署名
者名簿に名前を上げることができる窓口でしたが、その後も新たに署名しようとする企業を継続して受
け付ける可能性が高そうです。GPAI実践規約も最初に公開された後、複数回にわたって署名者が追加
された先例があるので、今回も似た流れになると私は予想しています。ただし、この予想が外れる可能
性もあるため、遅れて署名しようとする企業はAI事務局の公示を随時確認する必要があります。

6.2 準守と法的推定の関係

ここで必ず区別しなければならない点が一つあります。透明性実践規約に署名し、これを守ったから
といって、AI法が言う適合性推定（presumption of conformity）が生じるわけではないということです。
適合性推定はAI法第40条が定める調和基準（harmonised standard）にのみ附属する特典です。欧州標
準化機構（CEN、CENELEC）が作成し、欧州連合官報に掲載された調和基準に従えば、その基準が扱
う要件は法を守ったと推定されます。反論可能な推定であってもなお、立証責任そのものが規制当局側
に移行する強力な効果です。透明性実践規約はこのレベルに達していません。

GPAI実践規約と比較すると、この相違が明確になります。GPAI実践規約はAI法第53条4項と第55条2
項という条文そのものが、実践規約遵守を義務履行の立証手段として明示しています。条文が実践規約
をこのように使ってもよいと明確に指定した格好です。一方、第50条7項はAI事務局が実践規約の作成
を推奨し促進すると書いてあるだけで、その実践規約を守れば義務を立証したと見なすという接続を条
文の中に盛り込んでいません。したがって、序列をつけるなら、このようになります。最上位に調和基
準の完全な適合性推定があり、その下一段に条文が明示的に認めたGPAI実践規約の立証経路があり、
透明性実践規約はそれよりも下、条文上の根拠なく実務慣行によってのみ重みを持つだけです。私は、
この序列を混同してはいけないと思っています。透明性実践規約への署名をGPAI実践規約と同じ法的
盾として誤解していて、後になって加盟国監督当局が署名だけでは不十分だと言った瞬間に困惑する企
業が出てくると思われます。

より正確に言えば、透明性実践規約が現在持つ重みは、最新技術水準（state of the art）を示す有力
な情況証拠に近いです。187名を超える利害関係者と6名の独立専門家が合意した結果物であるため、
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この程度の措置が業界の通常的な水準であると主張する根拠にはなります。ただし、それ自体が法が定
める推定効果を発動させる鍵ではありません。付け加えるなら、第50条が定める義務に関する調和基準
は、本稿を執筆している時点ではまだ発表されていません。したがって、現在のところ、透明性実践規
約が事実上唯一の実務基準点の役割を果たしており、調和基準が出れば、その時点で序列が再び揺らぐ
可能性があります。

執行窓口も異なります。GPAI実践規約はAI事務局が2026年8月2日から直接罰金賦課権を行使して監
督します。透明性実践規約に関連する第50条義務は、加盟国市場監視当局が執行します。韓国企業が向
き合う相手がブリュッセルのAI事務局ではなく、自社サービスが流通する個別加盟国の監督機関である
ということは、実務対応窓口をその国の言語で、その国の手続に合わせて準備しておかなければならな
いことを意味しています。

加盟国内でも窓口が一本に整理されていません。ディープフェイク動画が政治や選挙に関連すれば、
放送・メディア規制機関が共に関心を持つことができ、個人情報が混在した合成コンテンツであれば、
データ保護当局（DPA）が別途関心を持つことができます。市場監視当局一か所だけと対応すると思っ
ていたが、複数の機関から同時に質問を受ける場合も生じるだろうと考えられます。これに加えて、第
50条の範囲と適用対象を説明する解釈ガイドラインは、本稿を執筆している時点ではまだ初稿段階に留
まっています。実務道具である実践規約が先に出て、解釈指針が後に続く、通常とは逆の順序です。ガ
イドラインが出れば、実践規約が扱わない空白、例えば、芸術的・風刺的表現物に対する例外をどこま
で認めるかといった質問に、より明確な答が得られることを期待しています。

6.3 非署名企業の代替経路

署名しないという選択ももちろん可能です。実践規約は自発的なものですから。ただし、第50条が定
めるマーキング・検知・ラベリング義務そのものは、署名の有無と関係なく変わりません。署名してい
ない企業は、自社が使用するウォーターマーキング方式や流通者への通知文言が、なぜ法が要求する水
準、つまり実効的かつ（effective）相互運用可能で（interoperable）堅牢で（robust）信頼できる（
reliable）措置なのかを、みずから説明し文書として残す必要があります。実践規約がすでに業界標準
として定着している状況では、その文書化作業が規約の文言を参照しないままで行われるのは、むしろ
いっそう難しいのです。私は、この代替経路を選ぶ企業でも、実際には実践規約を身近に置きながら、
みずからの措置を見比べる場合が多いだろうと考えます。法的義務ではありませんが、実務的には羅針
盤の役割を果たすわけです。

では、署名していない企業が実際に手に入れられるカードは何でしょうか。私は3つを挙げます。1つ
目は、コンテンツ出典を示すメタデータやウォーターマーキング技術を自社で導入し、その選択がなぜ
実効的で堅牢であるかを技術報告書の形で残しておくことです。2つ目は、外部監査人または技術専門
家に自社の措置の妥当性を評価してもらい、独立した意見書を確保することです。3つ目は、内部規定
や利用規約に表示手続きを明文化して、その措置が偶然ではなく設計段階から反映された結果であるこ
とを示すことです。この3つはいずれも、実践規約に署名してチェックリストを提示する方法よりも手
間がかかります。ただし、自社事業構造が実践規約の標準項目とうまく合致しない企業、たとえば特殊
な産業用画像生成ツールを開発する企業であれば、むしろこちらの方がより誠実な選択となりうるので
す。

スケジュールも抑えておく必要があります。第50条の義務は2026年8月2日から一般的に適用されま
すが、2026年5月に暫定合意されたAIオムニバス（AI Omnibus）改正に従い、その時点より前にすでに
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市場に出ていた生成型AIシステムは、機械判読可能なマーキング要件のみ2026年12月2日まで猶予され
ます。相互運用性要件はそれより後の2027年2月2日から完全に適用されます。すでにサービス中の製
品を後手になって対応しなければならない企業であれば、この猶予期間中に措置を整える余裕がいくら
かあるわけです。

さらに指摘すべき点は、実践規約とは別に準備されている第50条の解釈ガイドラインです。通常は解
釈指針が先に発表され、それに合わせて実務ツールである実践規約が後に続くものですが、今回は順序
が逆でした。実践規約は2026年6月に先に確定され、条文の範囲と適用対象を詳しく説明するガイドラ
インはまだ草案段階のままです。署名していない企業が規約に代わって頼れる公式解釈資料も、当面の
間はないわけです。署名しないと決めた企業は、結局のところAIオフィスの今後のガイドライン発表と
各加盟国監督当局の初期執行事例に注視しながら、自社の措置が遅れていないかを継続的に点検するし
かないのです。

韓国企業の観点からすると、問題がもう1つ重なります。国内のAI基本法にも生成型AI産出物の表示
義務がすでに盛り込まれているため、欧州連合規制と国内規制を同時に満たすデュアルコンプライアン
ス負担が生じるのです。2つの法律の表示方式や文言要件が完全に重なるわけではないなら、1つのウォー
ターマーキング・通知体系で両方を同時に満たせるかどうかからまず検討する必要があります。EU域
外に本社がある企業であれば、第50条関連の問い合わせや調査に対応するEU内の窓口、つまり代理人
の役割を果たす組織を用意しておく方が安全です。

ソンスドンのスタートアップの法務チームはその日の会議で、署名する方向で傾きました。映像生成
サービスがヨーロッパのユーザーに露出する割合が少なくなく、社内に監督当局と個別に対処する人員
を別途置くことも難しかったからです。ただし、法務チーム長が最後に残した言葉はこうでした。署名
すれば終わるわけではなく、署名した瞬間から規約が要求する項目を実際にすべて備えているかどうか
を社内で確認する作業が新たに始まるのだと。開発チームにいつまでウォーターマーキングモジュール
を付けられるのか、カスタマーセンターのスクリプトにディープフェイク通知文言をどう入れるのか、
その答えは署名の有無と関係なく、結局各チームが埋める必要があったのです。

参考資料

法的根拠：AI法第50条2項（マーキング・検知）、第50条4項（ディープフェイク・公益テキストラ
ベリング）、第50条7項（実践規約根拠） 確定日：2026年6月10日終了全体会議 初期署名者リスト締切
：2026年7月22日18時（中央ヨーロッパ時間）、その後の参加についてはAIオフィスの案内を確認する
必要があります 一般適用：2026年8月2日 既存システムのマーキング要件猶予：2026年12月2日（AIオ
ムニバス暫定合意反映時） 相互運用性要件適用：2027年2月2日 罰金根拠：第99条（一般、売上高の3
パーセント、または1500万ユーロのいずれか大きい方）、GPAI専用減軽条項である第101条とは別 執
行主体：加盟国市場監視当局（GPAI実践規約はAIオフィスによる直接執行と対比） 法的性格比較：調
和規格（第40条、完全な適合性推定）が最上位、GPAI実践規約（第53条4項・第55条2項、条文上の立
証経路）がその次、透明性実践規約（第50条7項、条文上の根拠なく実務慣行として機能）がその下
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7章 私たちは汎用人工知能提供者なのか

欧州連合人工知能法解説書

大田にある人工知能スタートアップを見てみましょう。開発チームが海外で公開されている言語モデ
ルをダウンロードしました。会社が数年間かけて蓄積した化学プロセスデータでそのモデルを再び訓練
し、現在その成果物は化学設備の異常兆候を文で説明する段階に達しています。会社はこれをドイツの
化学企業2社に有料で提供し始めました。代表はこう考えています。モデルは他人が作ったもので、私
たちはそれを私たちの業務に合わせて手直ししただけだから、規制の観点では私たちは利用者側に近い、
と。

この判断が正しいかどうかが本章のすべてです。もしこの会社が汎用人工知能モデル（
general-purpose AI model、以下GPAI モデル）の提供者に分類されるなら、AI法第53条の義務一式が
全体にかかってきます。技術文書を整備し、著作権政策を策定し、訓練に用いたコンテンツの要約を公
開しなければなりません。手直ししたものにすぎないという認識と提供者という法的地位との隔たり、
その隔たりがこの会社が見落としている危険です。

GPAI モデルという言葉からほどきましょう。AI法第3条第63号はGPAI モデルを相当な一般性（
significant generality）を示し、幅広い多様な作業を巧みに実行できるAIモデルと定義しています。大量
のデータで大規模な自己教師あり学習方式で訓練されたかどうかは問いません。モデルがどのような方
法で市場に出市されても、様々なサブシステムやアプリケーションに統合することができればよいので
す。言語モデルが典型的な例です。1つのモデルで翻訳もしますし、要約もしますし、コードも書きま
す。このような幅広い用途が相当な一般性の意味です。これを作って市場に出す側が提供者（provider）
です。

7.1 相当な一般性という基準

相当な一般性という言葉は条文に正確に列記されていません。AI法前文第97号と第99号は大規模生成
型AIモデルをGPAIの典型として挙げながら、テキスト、オーディオ、画像、ビデオのような多様な形
態のコンテンツを柔軟に生成し、幅広い作業を容易に処理するという点を根拠としています。顔のみ認
識するモデル、信用スコアのみを付与するモデルはここから外れます。1つの狭い業務に限定されてい
るからです。反対に、何を聞かれてももっともらしく答える大規模言語モデルは相当な一般性を備えた
側と見なします。

欧州委員会はこの判断を正確な能力リストで確定することが不可能だと自ら認めています。その代わ
りに計算能力（computational power）を指標基準（indicative criterion）として用います。モデル訓練
に投じた浮動小数点演算量、すなわちFLOPを数えます。市場で流通する実務解説を見ると、訓練演算
量が10の23乗FLOPを超えるモデルはGPAIモデルと見なす指標基準の閾値を超えたものとして扱われ
ています。これに加えて、この閾値を超えたモデルをプルーニングまたは量子化して縮小した派生モデ
ルも、元のモデルがその閾値を超えていればGPAIモデルの取扱から逃れられません。小さくしたから
規制を回避できるわけではないということです。この10の23乗という数字は、後に9章で見るシステム
リスクの閾値、すなわち10の25乗FLOPとは異なる位置にある数字です。1つはGPAIモデルであるかど
うかを区別し、他方はGPAIモデルの中でもシステムリスクを有する側に加重義務を課す閾値です。こ
の2つを混同してはいけません。
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この指標基準を含むガイドラインは、欧州委員会が2025年7月18日にその内容を承認して初めて公表
し、2025年11月19日にコミュニケーション文書C(2025) 7719として正式採択しました。拘束力はあり
ません。AI法の条文およびその後のEU司法裁判所の解釈がこのガイドラインより優先します。それで
も実務では欧州委員会とAI事務局が実際にこの基準で事件を見ることになるので、拘束力がないことを
根拠に無視できる文書ではありません。

韓国企業にとってこの基準が実務で当てはまる場所は中間的です。非常に大きくもなく非常に限定的
でもないモデルを開発した場合、相当な一般性の閾値を超えているかどうかが曖昧です。私は、この曖
昧な場所では超えていると見なして対応する方が安全だと考えます。超えていないと判断していたのに
後で超えていることが判明すれば、第53条の義務全体を見落とすことになります。反対に、超えている
と見なして準備していたのに実際には超えていないことが判明すれば、準備が少し進みすぎたに過ぎま
せん。リスクの重みは明らかに一方に傾いています。これに加えて、GPAI モデル提供者向けの実践規
約（Code of Practice）に署名しておけば、AI事務局との関係で遵守の立証手続がより円滑になるとい
う点も同時に記憶しておく価値があります。

欧州委員会はガイドライン内で自らくぎを刺します。相当な一般性の判断は常に個別事例評価（
case-by-case assessment）を経る必要があり、技術および社会と市場の流れ、ならびにEU司法裁判所
の解釈に従ってこのガイドライン自体を再度検討し改正するということです。現在確定しておいた線が
3年後にも同じ場所にあるという保証はないということです。ですから、私はこの閾値を一度検討して
終わりとするのではなく、モデルを新たに訓練するか大きく手直しするたびに改めて検討する手続を作っ
ておくことをお勧めします。

7.2 生命周期の開始点、大規模事前訓練

提供者義務がいつから発生するかを定めるには、モデルの生涯がどこで開始されるかをまず定める必
要があります。欧州委員会はガイドラインでモデルおよびその生命周期を広く見ます。モデルの複数の
開発段階、例えば小規模な実験的訓練の後に続く本格的訓練、およびその後の特殊化または改善のため
の微調整は、別個のモデルではなく、1つの生命周期内で発生する活動と見なされます。その生命周期
が開始される地点を欧州委員会は大規模事前訓練（large-scale pre-training）と見なします。モデルの
一般的能力を確立するために大量のデータで実施される基本訓練、その大きなプロセスが開始される時
点です。

この開始点が重要である理由があります。義務の一部はこの時点から備えられていなければならない
からです。第53条第1項(d)号が要求する学習コンテンツの公開要約書、AI事務局が定めた標準様式に従
わなければならないこの文書は、訓練を開始する瞬間からどのようなデータを入力したかを記録してお
かなければ、後からさかのぼって作成することはできません。著作権政策も同じです。EU著作権指令
2019/790のテキストおよびデータマイニング例外を守るには、データをスクレイピングするその瞬間に
すでに権利留保を明示した著作物を除外するポリシーが確立されていなければなりません。技術文書の
作成および更新義務（第53条第1項(a)、(b)号）も生命周期全体を通じて最新の状態を維持する必要があ
るので、訓練の初期段階から文書化の習慣を身につけなければ、後になるほど債務が累積します。

システムリスクに関しては、さらに一歩進んだ要求があります。欧州委員会は、大規模事前訓練が開
始される前、つまり計画段階から、提供者が自分のモデルが10の25乗FLOPというシステムリスクの閾
値に達するかどうかを合理的に予測できると見なします。ですから、AI法第52条第1項に基づく通知、
遅滞なく遅くとも2週間以内というその通知は、訓練が終了した後ではなく、閾値到達が予想される時
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点で既に実行されなければなりません。訓練を終了した後で結果を見て通知することは遅すぎます。

ですから、大規模事前訓練を計画する韓国企業であれば、訓練の第一歩を踏み出す前に2つのことを
確立しておく必要があります。どのようなデータをいつどれだけ入力したかを記録する記録体系、そし
てどのようなデータを入力しないかを定める著作権ポリシーです。この2つの具体的な方法は第8章で見
ます。AI法そのものは2024年8月1日に発効し、GPAIモデル提供者義務は2025年8月2日から適用されて
いるので、現在この瞬間に大規模事前訓練を準備している企業は既に義務の対象時間に入っていること
になります。

7.3 ファインチューニングと下位修正、いつ新しい提供者になるのか

本章を開いた大田スタートアップの問いがここにあります。他人のモデルを取ってきてファインチュー
ニング（fine-tuning）、つまり自分のデータで再び訓練して手直ししたとき、その企業はその手直しし
たモデルの新しい提供者になるのでしょうか。

欧州委員会の答えは明確です。モデルのあらゆる修正が下位修正者（downstream modifier）を新し
い提供者にするわけではありません。これはEUのブルーガイド（Blue Guide）原則と同じ方向です。
ブルーガイドは、製品の元来の性能、目的、タイプを変更する目的で重要な変更または全面的な修正が
加えられた製品は新製品と見なすことができると述べています。GPAIモデルも同じロジックです。下
位修正者が修正されたGPAIモデルの新しい提供者になるのは、その修正がモデルの一般性（generality）
、能力（capabilities）、またはシステムリスク（systemic risk）に相当な変更（significant change）を
もたらす場合に限定されます。

ここで正確に指摘すべき箇所があります。新しい提供者になるかどうかを区別する基準は、この3つ、
一般性と能力とシステムリスクに対する重大な変更の有無です。その手直しの結果が独立した意図され
た目的（independent intended purpose）を持つかどうか、元のモデルとは異なる別個の用途として生
まれたかどうかは、この判断の基準ではありません。実務ではしばしばこの2つが混在して使われます。
ファインチューニングされたモデルが化学設備診断という狭く具体的な目的を持つようになったから、
独立した物体になったのではないか、だから新しい提供者になるのではないかと考えやすいのです。し
かし欧州委員会の基準は、その結果物が何に使われるかではなく、その手直しが元のモデルをどの程度
大きく変えたかを見ます。狭い目的でファインチューニングした場合でも、一般性や能力、リスク性質
に重大な変更がなければ新しい提供者ではありません。反対に、広い目的を対象にした手直しであって
も、実際にモデルの一般性や能力を大きく変えた場合は新しい提供者になる可能性があります。用途の
狭さと広さではなく、変更の大きさが判断基準です。

重大な変更かどうかを実務ではどう判断するのでしょうか。私は三つの問いを立てることをお勧めし
ます。調整したモデルが元のモデルにできなかったことを新たにできるようになったのか、それとも元
のモデルがしていたことをそのまましているが精度が上がっただけなのか。ベンチマーク点数が大幅に
向上して元のモデルとは異なるパフォーマンス等級に移行したのか、それともエラー範囲内の改善なの
か。安全装置を回避するか新しい危険な動作が発生したのか、それとも元のモデルの安全性を継承した
のか。三つの問い全てで肯定的な答えが出れば重大な変更へと傾き、否定的な答えが出ればその反対で
す。化学設備診断という狭い用途そのものは、この三つの問いのどこにも含まれません。

この場面で韓国企業が頻繁に誤解します。元のモデルを作らなかったから自分に責任はないという考
え方です。法律は作った人を探すのではなく、世に出した人を探します。他人のモデルを持ち込んで実
質的に変更した後、自分の名義でヨーロッパの顧客に提供したのであれば、その提供に対する責任の相
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当部分が調整した企業に移行します。ただし新しい提供者になったからといって、元の提供者の全ての
義務をそのまま引き継ぐわけではありません。AI法第53条第1項の義務、技術文書と著作権方針と学習
データの要約は、当該の修正またはファインチューニングに限定されます。提供すべき文書と情報は、
自分が調整したプロセスと、そのプロセスで使用したデータにのみ該当します。元のモデル自体の訓練
プロセスまで新たに文書化する義務はありません。ただし、元の提供者から受け取るべき情報の流れは
あり、その実務は第8章と第20章で扱われます。

もし元のモデルがシステマティック・リスク GPAI モデルであり、下位の修正が新しい提供者になる
ための基準を満たす場合、その修正されたモデルもシステマティック・リスク GPAI モデルと推定され
ます。この場合、下位の修正者は AI オフィスに遅滞なく、遅くとも2週間以内に通知しなければならず、
モデル評価、敵対的テスト、リスク軽減、重大インシデント報告、サイバーセキュリティ確保といった
強化された義務を新たに負担することになります。そして、EU域外にいる下位の修正者がこのように
新しい提供者になった場合、AI法第54条に基づいて EU 内に認定代理人を指定しなければなりません。
大田のスタートアップがドイツの企業にモデルを提供する瞬間、この義務がその企業のものになるので
す。

7.4 3分の1閾値の議論と実務的判断

ファインチューニングに関連して、実務でよく取り沙汰される数字があります。3分の1という値です。
欧州委員会は、相当な変更の判断指標として、修正に使用された訓練計算量が元のモデルの訓練に使用
された計算量の3分の1を超える場合を挙げています。この閾値の背後にある考え方は単純です。それだ
けの計算量をかけて調整したのであれば、その調整がモデルの特性とパフォーマンスに意味のある変化
をもたらした可能性が高いと見なすのです。

この3分の1を誤解してはいけません。これは提供者になるかならないかを決めるавтоmatic スイッチ
ではありません。欧州委員会自身、この基準が将来志向的（forward-looking）であり、技術と市場の発
展に応じてアプローチが変わる可能性があると認めています。ファインチューニングにかかった計算量
が3分の1を超えなくても、一般性や能力を著しく変えた場合は提供者になる可能性があり、3分の1を
超えても必ずしもシステマティック・リスク・モデルになるわけではありません。指標に過ぎず、法的
に釘付けされた閾値ではないのです。

実務で引っかかる点は別のところにあります。下位の修正者が元のモデルの訓練計算量を全く知らな
い場合です。元の提供者がその情報を共有しなければ、3分の1という基準そのものを計算する根拠があ
りません。この場合、AI オフィスは下位の修正者に対して、遵守を証明する他の適切な手段を要求す
ることができます。情報がないからといって義務から免れるのではなく、むしろ立証の負担がより重く
なる可能性があるということです。ですから、他人のモデルを利用する韓国企業であれば、契約段階か
ら元の提供者に対して訓練計算量の情報を要求しておく方が得策です。後で知らなかったという言い訳
は防御にはならないのです。

正直に言えば、この3分の1と相当な変更の間の正確な関係は、まだ実務事例により固められていませ
ん。何を相当な変更と見るのか、3分の1という値が個別事案でどのように適用されるのかは、今後の執
行事例が積み重なるにつれて明らかになるでしょう。この時点で確定的に線を引くことは難しいのです。
だから、ファインチューニングでビジネスをしている企業であれば、自分の調整がどれだけ元のモデル
を変えたのか、計算量が元のモデル比でどの程度なのか、そのプロセスで使用したデータが何なのかを
自ら記録しておくことをお勧めします。後に提供者かどうかについて争いが生じた場合、その記録が判
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断の根拠となります。AI オフィスの罰金権限は2026年8月2日から全面的に発動されます。この章を読
んでいる現在が、その日付からそう遠くない時点であることも併せて心に留めておく価値があります。

自社がどちらなのかを確認するための問い

われわれが作ったモデルが様々な仕事に広く使用されているのか、それとも一つの狭い仕事だけをす
るのか。広く使用されており訓練計算量が10の23乗 FLOP 前後またはそれ以上であれば、相当な一般
性の閾値を基準に再度検討する必要があります。

われわれが大規模な事前訓練を計画しているのか。そうであれば、訓練の初めを切る前にデータ記録
体系と著作権方針を確立しておかなければなりません。システマティック・リスク・モデルの閾値に達
する見込みがあれば、通知も事前に準備する必要があります。

われわれが他人のモデルをファインチューニングしてヨーロッパに提供しているのか。調整がモデル
の一般性や能力またはシステマティック・リスクを著しく変えたかどうかを見なければなりません。調
整の結果が狭い目的に使用されるという事実そのものは、判断基準ではありません。

ファインチューニング計算量が元のモデルの3分の1を超えているのか。超えているのであれば、シス
テマティック・リスク側の基準も併わせて検討する必要があります。元のモデルの計算量が不明な場合
は、今この契約書にその情報提供条項を盛り込まなければなりません。

関連する日付だけを別に整理します。AI法施行2024年8月1日。GPAI モデル提供者の義務適用2025年
8月2日。ガイドライン初公表2025年7月18日、正式採択2025年11月19日。2025年8月2日前の市場投入
モデルの準守猶予2027年8月2日まで。AI オフィスの罰金権限全面発動2026年8月2日。

大田のスタートアップに戻ります。その企業は他人のモデルを調整しただけだと言いました。しかし、
その調整がモデルの一般性と能力を実際にどれだけ変えたのか、計算量が元のモデルの何分の幾だった
のか、この企業はまだ確認していません。確認しないまま、ヨーロッパの顧客企業2社にすでにモデル
を渡しています。私であれば、この企業に今やるべきことをこう言います。判断を下す前にまず数字か
ら確認しろと、その数字が出た後ではじめて利用者なのか提供者なのかが言えると言うのです。

弁護士

kimkj.com
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8章 汎用人工知能提供者の基本義務

欧州連合人工知能法解説書

パンギョのあるスタートアップの法務部長から電話がかかってきました。自社の言語モデルをドイツ
の製造業者に供給する契約がほぼ最終段階に達しているのですが、相手方の法務チームが契約書に別紙
を1つ挿入したとのことです。タイトルはAI法第53条準拠確認書。初めて見る条文番号の前で、彼はこ
う尋ねました。私どもが作ったモデルがそれほど大きなものでもないのに、これも守る必要があるので
しょうか。

答えはおおむねそうです。欧州連合人工知能法（Regulation (EU) 2024/1689、以下AI法）は2024年8
月1日に発効し、汎用人工知能モデル（General-Purpose AI model、以下GPAIモデル）提供者の義務は
2025年8月2日から適用され始めました。第53条はGPAIモデルを作成してEU市場に投入するすべての
提供者—パンギョのスタートアップであってもシリコンバレーの大企業であっても—例外なく適用され
る条項です。システミックリスク（systemic risk）がある大規模モデルにのみ適用される第55条とは異
なり、第53条はGPAIモデルというラベルを貼った瞬間から付きまといます。

第53条第1項は4つの義務を規定しています。(a)号は別紙11（Annex XI）に従う技術文書を作成して
最新の状態に保つこと、(b)号はモデルを自分たちのシステムに統合しようとする下流提供者に別紙12
（Annex XII）に従う情報を提供すること、(c)号はEU著作権法を遵守するための政策を策定すること、
(d)号はAI事務所（AI Office）が作成した様式に従い訓練コンテンツ公開要約を作成して公開することで
す。前の2つは当局または契約相手方に提出する文書であり、後ろの2つは世間に公開する政策と要約で
す。パンギョの法務部長が受け取った確認書は、このうち(b)号を根拠として相手方が自分たちの義務
を果たそうとして要求した書類だったわけです。

8.1 技術文書—別紙11が要求するもの

別紙11は、モデルを市場に投入する前に準備しておくべき文書の骨組みを定めています。名前とバー
ジョン、リリース日、配布方法、ライセンス条件といった一般情報から始まり、アーキテクチャとパラ
メータサイズ、モダリティ（テキスト、画像、音声など）、どのデータセットでどの程度訓練したのか、
データをどのように収集し、クリーニングし、フィルタリングしたのか、評価を内部的に行ったのか外
部機関を使用したのか、既知の制限事項と訓練に要したエネルギー消費量まで記載する必要があります。
技術文書という名前は控えめですが、実質は生まれた瞬間からの成長記録に近いものです。

この記録の開始点は実務でしばしば混同されます。AI事務所は、GPAIモデルのライフサイクル（
lifecycle）が大規模事前学習（large pre-training run）、つまりモデルの一般的な能力を構築するために
大量のデータで実行される基礎学習が開始される時点から始まると考えています。その後に続く微調整
や後続の改善作業は新しいモデルを作成することではなく、同じモデルのライフサイクル内の次のステッ
プとして扱われます。学習計算量（training computation）も事前学習だけでなく、合成データ生成と微
調整に使用された計算までを累積してカウントします。海外のオープンソースモデルをファインチュー
ニングしただけでは義務から自由にはなりません。

技術文書はライフサイクル全体を通じて最新の状態に保つ必要があり、当局が要求すれば直ちに提出
できる状態にしておかなければならず、市場投入後10年間保管する必要があります。AI法第78条に従い、
文書を受け取る側は知識財産権と営業秘密を含む守秘義務を負い、サイバーセキュリティ対策を備えな
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ければなりませんが、この条項を過度に信頼することは賢明ではありません。情報が当局の手に渡った
瞬間、漏洩の経路は1つ増えたわけであり、どこまで詳細に記載するかは法務チーム自身が線引きして
おく必要があります。

8.2 下流提供者に提供する情報—別紙12

第53条第1項(b)号は少し異なる方向を向いています。別紙11の技術文書が規制当局を向いているのに
対し、別紙12の情報はモデルを手に入れて自分たちの製品に統合しようとする下流システム提供者を向
いています。パンギョのスタートアップの相手方であるドイツの製造業者がまさにこの立場にあります。
パンギョのモデルを自社の産業用AIシステムに統合する予定のその企業は、モデルの機能と制限事項、
予測可能性と信頼性、再現性と安全性に関する情報を受け取らなければ、自分たちもAI法上の義務を遂
行することができません。統合するモデルを理解できなければ、下流提供者の義務遂行自体が不可能に
なるので、GPAI提供者の情報提供は価値チェーン全体を支える軸なのです。

内容は別紙11と重なりますが、焦点が異なります。自分たちのシステムにどのように統合できるのか、
どのようなハードウェアとソフトウェアの要件が必要なのか、入力と出力の形式はどのようなものか、
といった統合実務に直結した情報が前面に置かれます。この情報もまた第78条の守秘義務の下に置かれ
ます。ダウンストリーム提供者は、GPAI提供者がこの情報を不適切に提供したか、まったく提供しな
いと判断した場合、第89条第2項に従い苦情を提出する権利を有します。パンギョの法務部長が受け取っ
た確認書は、この苦情提出の可能性を相手方が先手を打って遮断しようとした文書だったわけであり、
空白の様式に署名するだけのことと実際の情報を備えて署名することはまったく別の問題です。

韓国企業の立場からすると、この義務は域外適用と関連しています。EU域外に本社を置く提供者が
EU市場にGPAIモデルを投入したり、その出力がEU内で使用される場合、AI法第2条第1項(c)号に従い
この法律の適用を受け、第54条または第22条に従いEU内に書面で認可代理人（Authorised
Representative）を置く必要があります。代理人が情報提供の窓口を兼ねることが多いため、情報パッ
ケージは代理人の指定と同時に準備しておくことが望ましいです。

8.3 EU著作権法遵守政策—指令第4条第3項の権利留保

第53条第1項(c)号はGPAI提供者に、EU著作権法および関連法規を遵守するための政策を策定するこ
とを要求しています。核心はデジタル単一市場著作権指令（Directive (EU) 2019/790、以下DSM指令）
第4条です。第4条第1項はテキスト・データマイニング（Text and Data Mining、TDM）に対する例外
を認めています。著作物を大量にスクレイプしてモデル訓練に使用する行為が原則として著作権侵害で
はないということです。ただし第4条第3項は条件を付けています。権利保有者が適切な方法で権利留保
（reservation of rights）を明示した場合、TDM例外はその著作物には適用されません。

ここで実務が分かれます。権利留保はオンラインで公開されたコンテンツの場合、機械可読手段（
machine-readable means）、例えばrobots.txtファイルやメタデータで示すことができ、GPAI提供者は
最新技術（state-of-the-art technologies）を動員してこのような表示を検出し尊重する必要があります。
ペイウォール（paywall）でアクセスをブロックされたコンテンツを回避する行為、DSM指令第6条第3
項の技術的保護手段を迂回する行為、一般に公開されていないウェブサイトをクローリングする行為は
すべて禁止されています。クローラーがこのような表示を実際に読み取りフィルタリングしたかどうか
をログで証明できなければ、政策は紙の上の宣言に過ぎません。
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この政策は関連する各モデルのライフサイクル全体を通じて適用される必要がありますが、政策自体
は1つだけ作成してすべてのモデルに適用することもできます。GPAIモデルを取得してファインチュー
ニングまたは修正し、新たな提供者になる場合、著作権ポリシー義務はその修正とファインチューニン
グに使用されたデータに限定され、元のモデルの訓練データまで遡って責任を負えという意味ではあり
ません。

行動規範（Code of Practice）がここで登場します。AI法第56条に従いAI事務所が策定したGPAI行動
規範は2025年7月10日に最終版が公開され、透明性、著作権、安全およびセキュリティの3つの章で構
成されています。アマゾン、アンスロピック、グーグル、IBM、マイクロソフト、OpenAIを含む26の
機関が全章に署名し、xAIは安全およびセキュリティ章にのみ部分署名し、メタは法的不確実性を理由
に唯一全面的な署名を拒否しました。署名すれば遵守を証明する簡潔な経路を得られ、AI事務所の監督
負担も軽減されます。ただし、AI事務所自身が行動規範の遵守が著作権および関連法規の適用と執行に
影響を与えないと明記している限りで、加盟国の著作権法の前で盾となる文書ではありません。

8.4 訓練コンテンツ公開要約—様式と営業秘密の境界

第53条第1項(d)号はGPAIモデル訓練に使用されたコンテンツに関して十分に詳細な公開要約（
Public Summary of Training Content）を作成して公開することを要求しています。欧州委員会は2025
年7月24日に説明書（Explanatory Notice）と標準様式を発表しました。様式はモデルと提供者を識別す
る一般情報、訓練に使用されたデータの種類と出典、データ処理プロセスの3つの部分に分かれていま
す。データ出典項目には、大規模公開データセット、ウェブクローリングで収集したコンテンツ、第三
者から受け取ったまたはライセンスを取得したデータ、ユーザーが作成したデータまたは合成データが
分類して含まれます。

この義務の目的は2つの利害関係のバランスにあります。著作権者と規制当局はモデルが何を食べて
成長したのかを知る権利があり、提供者は営業秘密を保護する権利があります。AI法第78条が知識財産
権と機密事業情報、営業秘密を保護する義務を課しているからといって、要約本自体を秘密で埋めても
よいというわけではありません。営業秘密として保護したい詳細は、公開要約ではなく、AI事務所また
は加盟国の管轄当局にのみ提出する別の文書として提供する必要があります。どこまで公開し、どこか
ら隠すかの境界線は法律が引くのではないので、この境界を会社ごとに内部ガイドラインとして事前に
定めておく必要があると考えます。

訓練データの情報が存在しない場合、または情報を探索する行為自体が不釣り合いな負担（
disproportionate burden）を課す場合は、例外として認められます。2025年8月2日以前に市場に出たモ
デルであれば、過去の作業を再度訓練したり取り消したりする必要はありませんが、情報が存在しない
という事実、または探索することが負担であるという事実そのものを、著作権ポリシーおよび訓練コン
テンツ要約に開示し、正当化しなければなりません。知らないことを沈黙することと知らないことを開
示することは、法的には異なる立場に置かれます。

実施とスケジュール

AI局がGPAI提供者に実質的な罰金を課す権限は、2026年8月2日から発動されます。それまでは、情
報要求権（第91条）を行使し、提供者の遵守計画を把握し、協力を促進することに注力します。罰金が
実際に課されるようになった場合、第53条を含むGPAI義務違反に対しては、AI法第101条に基づき、前
会計年度の全世界年間総売上高の3パーセントまたは1,500万ユーロのいずれか高い方が行政上の金銭罰
として課される可能性があります。
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2025年8月2日以前に既に市場に出ているGPAIモデルの提供者には、2027年8月2日までの24ヶ月の猶
予期間が与えられます。AI局は2025年11月19日にGPAI義務範囲解釈ガイドラインを正式に採択した際、
軽微な修正のみを加えた派生モデルについては毎回別の提供者として扱わず、実質的な修正を加えた方
についてのみ提供者義務が移行することを明確にしました。数行のファインチューニングを実行したか
らといってすぐさまGPAI提供者となるわけではありませんが、その境界は具体的事例に当てはめるこ
とで確認する必要があります。

参照資料

スケジュールは以下の通りです。2024年8月1日発効、2025年7月10日実践規約最終版、2025年7月24
日訓練コンテンツ要約フォーマット、2025年8月2日GPAI義務適用開始、2025年11月19日義務範囲解釈
ガイドライン採択、2026年8月2日罰金権限発動、2027年8月2日既存モデル猶予期間終了。

チェックリストは以下の通りです。自社モデルがGPAIに該当するかどうか、また大規模事前訓練が
いつ開始されたかを確認します。附属書11レベルの技術文書の草案を確保し、10年の保管体系を確立
します。下流提供者に譲渡する附属書12情報パッケージを契約書とは別に準備します。ウェブクローリ
ングパイプラインが実際にロボット排除標準と権利留保メタデータを読んでいるか確認します。訓練コ
ンテンツの公開要約の草案をフォーマットに合わせて作成し、公開範囲と非公開範囲を区別する内部基
準をドキュメントとして残します。EUにおいて認可代理人が指定されているか確認し、実践規約の署
名が著作権法の遵守に代わるものではないという点を法務チーム内で共有しておきます。

パンギョの法務部長は結局、確認書に署名しました。ただし、署名する前にさらに4日間を費やしま
した。附属書12が要求する情報を実際に有しているかどうかを、開発チームと向き合って1つずつ確認
した4日間でした。その4日間がなければ、署名は単なる紙切れに過ぎなかったでしょう。

弁護士

kimkj.com
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欧州連合人工知能法解説書

欧州連合人工知能法解説書

9.1 10の25乗FLOP閾値と計算量推定

パンギョのあるAIスタートアップから電話を受けたことがあります。次世代の言語モデルを訓練中だ
が、GPUクラスタの利用時間を計算したところ、訓練が終わるころには当初想定していなかった基準値
を超えてしまいそうだという話でした。その基準値というのが、10の25乗FLOP、すなわち浮動小数点
演算1京の1000兆倍です。数字だけでは感覚的に分かりにくいですね。GPT-4相当のモデルの訓練計算
量がこのあたりかそれを超えると推定されるという話をすれば、規模がある程度理解できるでしょう。

AI法（Regulation EU 2024/1689）第51条第2項は、汎用AIモデル（英語ではGeneral-Purpose AI
model、略してGPAIモデル）が訓練に用いた累積計算量が10の25乗FLOPを超える場合は高い影響力能
力（high impact capabilities）を有するものと推定すると定めています。第3条第65号が定義するシステ
ミック・リスク（systemic risk）とは、当代最高水準のGPAIモデルの能力から生じるリスクであって、
EU市場に相当な影響を及ぼし、価値チェーン全体に波及する可能性のあるリスクを意味します。この
閾値を超えたモデルはシステミック・リスクを有するモデルと推定され、その提供者は第52条および第
55条に従った加重義務を負います。

ここで、パンギョのスタートアップ代表が誤解していた点が一つありました。閾値に達するか、達す
る見込みがあれば、遅滞なく、遅くても2週間以内に通知しなければならないのですが、その通知先を
AI Office（AI事務局）だと思い込んでいたのです。私はこの条文を異なる形で読みます。第52条が定め
る通知先は欧州委員会です、AI Officeではありません。AI Officeは欧州委員会傘下に新設された組織で
あり、実務処理の窓口役を果たしていますが、条文の文言そのものは通知先を欧州委員会と特定してい
ます。実務資料の多くがこの両者を混同して用いているため混乱が広がっていますが、文書をどこに送
付すべきかという点は、罰金額と同程度に実務で重要な問題です。

通知書には、閾値達成をもたらした計算量を有効数字2桁で表示し、その計算量をどのような方法で
推定したかについての説明を付けなければなりません。この閾値を満たしていても、実際にはシステミッ
ク・リスクが生じていないという根拠を示して分類に異議を唱える道が開かれていますが、欧州委員会
は、その立証責任が提供者にあることを明確にしています。決して簡単な手続きではありません。

もう一つ日付を指摘しておきます。GPAIモデル提供者の義務は2025年8月2日から既に適用されてい
ます。そして、この文を執筆している今から1週間後の2026年8月2日から、欧州委員会の制裁金課徴権
が発動します。違反時の制裁金は前会計年度の世界売上の3パーセント、または1500万ユーロのいずれ
か大きい金額です。まだ制裁金通知書を受け取った企業はありません。来週からは変わります。

10の25乗という数字そのものも固定値ではありません。第51条第3項は、欧州委員会が技術進化に合
わせて委任法により閾値を変更する権限を有することを定めています。現在の基準では安全に見える企
業も、次の改正で立場が変わる可能性があるということです。

ソウルに本社を置く企業の場合、自社モデルの出力がEU内で使用される瞬間（AI法第2条第1項c号）、
この全ての議論が他人事ではなくなります。2025年8月2日以前にすでに計算量推定体系を構築してい
なければならず、まだ構築していなければ今からでも遅くはありません。ただし、急ぐ必要があります。
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9.2 ハードウェア基盤推定とアーキテクチャ基盤推定

前述のパンギョのスタートアップの事例に戻ります。その企業のエンジニアリング責任者は、計算量
をどのように推定すべきか分からず、困惑していました。AI Officeガイドラインは、2つのアプローチ
方法を提示しています。

一つはハードウェア基盤のアプローチです。使用したGPUまたは他のハードウェアユニットの数（N）
、総使用時間（L、秒単位）、ハードウェアユニットの理論的最高性能（H、秒あたりのFLOP）、GPU
平均利用率（U）の4つの値を掛け合わせて、C（FLOP）= N × L × H × Uという公式で計算量を算出し
ます。異なる種類のGPUを混用した場合は、加重平均でHを設定する必要があります。パンギョのエン
ジニアリング責任者が直面した困難もここにありました。訓練初期にはA100を、後期にはH100を混用
していたのですが、両機器の理論性能の差が数倍にも及ぶため、加重平均をどのように設定すべきかが
問題だったのです。

数値で見てみましょう。H100を8000台が30日間、平均利用率40パーセントで稼働したと仮定すると、
Nは8000、Lは30日を秒に換算した約259万秒、Hはh100 1台の理論最高性能である毎秒約1000テラフ
ロップ、Uは0.4です。この4つの値を掛け合わせると、およそ8.3×10の24乗FLOPが得られます。閾値
の10の25乗に1桁及ばないレベルなので安心できるように思えますが、利用率をわずか50パーセントに
上げるだけで、計算結果は1.0×10の25乗を超えてしまいます。Excelシートの利用率欄1つが通知義務を
左右するということです。

もう一つはアーキテクチャ基盤のアプローチです。ニューラルネットワークが訓練中に実行した順方
向および逆方向パスの回数に、1回の完全なパスで行われた演算量を掛ける方式ですが、実務ではしば
しば6×P×Dという近似式が使われます。Pはパラメータ数、Dは訓練トークン数です。この近似式は計
算は単純ですが、特定の最適化技法を使用すると、実際の計算量と乖離する可能性があります。

執行当局の観点からすると、この2つの方法のいずれを使用するかは問題ではありませんが、どの方
法を用いたかを通知書に明示する必要があるという点が肝心です。方法論を隠蔽または曖昧にすれば、
それ自体が違反の手がかりとなります。AI Officeは2025年7月18日にこのガイドラインの内容を承認し、
同年11月19日に正式に採択しました（C(2025) 7719）。法的拘束力はない解釈指針ですが、欧州委員
会が条文を実際にどのように解釈するかを事前に示す実質的な指針です。ガイドラインに示された推定
方法そのものも例示的性質を有することが明記されているため、特定の状況で当局がいずれの立場を支
持するかについてはまだ判例がありません。

両方法は共通の前提を持っています。事前訓練だけでなく、合成データ生成、ファインチューニング
まで、モデルの能力を向上させるのに用いられたすべての計算が累積計算量に含まれるという前提です
（前文第111号）。ファインチューニング段階で計算量が閾値を超える場合を見落とす企業が実際にあ
ります。事前訓練段階の計算量のみを計算して安心していたが、ファインチューニングの計算量まで合
算するとその閾値を超えた事例を聞いたことがあります。

実務での私のアドバイスは一つです。2つの方法のうち一方だけを選んで使うのではなく、モデル開
発の初期段階から両方の方法で各々計算して相互に比較する習慣を身につけるべきだということです。
2つの数値が大きく乖離していれば、その乖離そのものが通知書に記載する説明根拠となります。ソウ
ルの本社で計算量記録システムを構築する際には、開発ライフサイクル全体にわたってログを残すこと
が、後に異議を唱える場合でも通知する場合でも根拠となります。
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9.3 モデル評価と対抗的試験

計算量閾値を超えた後に起こることはより重大です。AI法第55条第1項aは、システミック・リスクを
有するGPAIモデルの提供者に対して、モデル評価、特に対抗的試験（adversarial testing）、一般に赤
チーム（red-teaming）と呼ばれる手続きを含む措置を要求しています。倫理的なハッカーを雇用して
自社モデルを実際に攻撃させる手続きと考えていただければよいでしょう。モデルが有害な出力を生成
したり、悪用される可能性がないかを、モデルのライフサイクル全体にわたって継続的に監視すること
が求められています。

2025年8月2日からこの義務は既に適用されています。ただし、その前にすでにEU市場に投入されて
いたモデルの提供者には、2027年8月2日までの24ヶ月の猶予期間が与えられます。新たに投入するモ
デルと既に市場にあるモデルの間で適用開始時期が異なることを見落とさないことが重要です。

執行当局の観点からすると、この条項が厳格である理由は、十分な評価とは何かについての標準がま
だ十分に成熟していないということにあります。AI Office自身も、外部のモデル評価者エコシステムが
まだ発展段階にあり、彼らが用いる方法論は初期段階では一貫性を欠く可能性があることを認めていま
す。それでも、判断は最先端技術水準（state of the art）を基準に行われます。私はこの条項をこのよ
うに解釈します。標準が存在しないという事実が免責事由にはなりません。むしろ標準がないからこそ、
自ら構築した基準とその根拠を文書として残しておく方が、後々はるかに有利です。

内部にレッドチーム能力を構築するか、外部の専門機関に委託するかは、実務でしばしば出てくる質
問です。外部に委託する方が一見すると便利に見えますが、AI Officeが外部の評価者エコシステムの未
成熟性を公開的に指摘している以上、どの機関を選ぶかによっては後に信頼性を疑われる可能性があり
ます。私であれば、核となるレッドチーム能力は内部に留めておき、特定のドメイン（生物安全保障、
サイバー攻撃シミュレーションなど）に限定して外部の専門家を補強することをお勧めします。

情報が不十分である場合、または科学パネルからの警告を受けた場合、AI Officeは直接評価に乗り出
す権限も有しています。自らのレッドチームレポートが不十分なら、当局が勝手に調査するということ
ですから、報告書の質が直接監督の厳格性を決定することになるわけです。

ソウル本社企業が対応すべき順序は次のとおりです。まず、自社モデルが相当な汎用性の基準を満た
すGPAIモデルであるか、計算量が閾値を超えているかを2025年8月2日より前に（現在の時点では既に
過去の日付なので直ちに）確定します。次に、モデルライフサイクル全体を網羅する評価と対抗的試験
体系を設計段階から組み込みます。コンプライアンス・バイ・デザイン（compliance by design）と呼
ばれるこのアプローチは、後から修正するよりも最初から組み込む方がはるかにコスト効率的です。

9.4 重大事故の報告

前の節で取り上げたレッドチームが事前対策であれば、この節は事故が実際に起きた後の話です。第
55条第1項c号は、システム的リスクを有するGPAIモデル提供者に対して、重大事故(serious incident)に
関する情報を追跡、文書化、報告することを要求していますが、今回は受信先が異なります。AI局と、
必要な場合は関係加盟国の権限のある当局です。9.1で指摘した欧州委員会への通知と混同してはいけ
ません。計算量の閾値通知は欧州委員会へ、重大事故報告はAI局へと送られます。同じ規制を扱いなが
らも、書類を送る先が異なるのです。

AI局が言う重大事故は2つに分かれます。一つは、モデルまたはその物理的インフラに対する深刻な
サイバーセキュリティ侵害で、モデルパラメータの流出やサイバー攻撃がここに含まれます。もう一つ
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は、GPAIモデルの誤作動または事故により、第3条第49号a号からd号までで定められたAIシステムに関
する重大事故が直接的または間接的に発生した場合です。ただし、この49号の各項の具体的な内容につ
いては、私が確保した資料では確認がとれていません。確実でない部分は確実でないと記しておく方が
良いと思います。この部分は、その後の改訂版で欧州委員会の追加ガイダンスが出た時点で埋められる
べき箇所です。

2025年11月、欧州委員会はシステム的リスクを有するGPAIモデルの重大事故報告様式を正式に公表
しました。WordとPDFの2つの形式で提供されるこの様式は、GPAI行動指針(Code of Practice)の9番目
の約定(Commitment 9)の実施を示す文書として位置づけられ、提出はEU SENDプラットフォームを通
じて行われます。安全とリスク管理活動の記録は最低10年保管する必要があるという要求も付随してい
ます。様式が公表されたということは、今や準備ができていないという言い訳は通らなくなったという
ことでもあります。

AI局は、事故が実際に起きる前にあらかじめ連絡してくる先制的報告(proactive reporting)を期待して
いると明示しています。これはGPAI行動指針上の約定であるか、代替的コンプライアンス実証方法の
一部であり得、第55条第1項c号で定められた重大事故報告義務とは別個に存在します。この点で私は判
断が分かれます。法的義務と実務上の勧告を分けて見ると、義務は事故が起きた後に報告することです
が、当局との関係を考えると、事故の兆候が見える段階であらかじめ連絡する方が、後で調査強度を低
くするのに有利です。規制当局との関係は罰点を付ける関係というより、信頼を築く関係に近いのです。

EU域外に本社を置く韓国企業がEU市場にGPAIモデルを提供する前に、EU内に設立された認定代理
人(Authorised Representative、AI法第54条)を書面で指定する必要があります。この代理人がAI局との
窓口となり、重大事故報告も代理することができなければなりません。関係加盟国の権限のある当局が
どこかは、代理人が設立された加盟国を軸に決まることが多いため、代理人をどの国に置くかがそのま
まどの国の当局と向き合うかを決めることになるのです。代理人契約書に事故報告業務が明示されてい
るかどうか、今確認されることをお勧めします。

9.5 サイバーセキュリティの確保と2026年7月のサイバーセキュリティ・AI行動計
画

第55条第1項d号は、モデルおよびその物理的インフラに対する適切なレベルのサイバーセキュリティ
保護をライフサイクル全体にわたって保証することを要求しています。前の節で扱った重大事故のうち、
深刻なサイバーセキュリティ侵害はこの義務と直結しています。モデル自体だけでなく、そのモデルを
支える サーバーとネットワークまで保護対象に含まれるという点が、実務でしばしば見落とされます。

このテキストを書いている現在の時点で見落としてはいけないことは、すでに起きています。2026
年7月7日、欧州委員会はサイバーセキュリティ・AI行動計画(Communication COM(2026) 577 final)を
発表しました。9.1のパンギョスタートアップの事例を記録していた時期にこの発表が出ましたが、そ
の時期の一致は妙な偶然です。この計画は新しい法律ではありません。企業に新しい義務を課すもので
もありません。すでに実行中のAI法、NIS2、サイバーレジリエンス規則の上に、資金と市場機会を重ね
た調整枠組みと見るのが正確です。

行動計画の核心は3つに要約されます。第1は、AIモデルがEU市場に出る前に、その能力とリスクを
第三者が評価する能力をEU次元で育てることで、これはAI局の規制機能を支援する措置です。第2は、
オープンソースソフトウェアのレジリエンスキャンペーンで、ENISAと欧州委員会、加盟国、オープン
ソースコミュニティが一緒に重要なオープンソースプロジェクトのメンテナンスとセキュリティを支援
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します。第3は資金です。ホライゾン・ヨーロッパとデジタル・ヨーロッパ・プログラムを通じて、現
在の複数年度予算計画の終了時までに約2億ユーロがすでに投入されており、2026年末までに欧州イノ
ベーション委員会基金を通じてサイバーセキュリティ・AIスタートアップに1億ユーロ規模の投資を実
現するという目標が掲げられています。

執行当局の観点からこの行動計画を読むと、その意図は明確になります。2026年8月2日から欧州委
員会がGPAIモデルに対する監督権を行使し始めるのですが、その中でもシステム的サイバーセキュリ
ティリスクをもたらすモデルを狙っていると明示しています。罰金を課す権限が発動される日付と行動
計画の対象が正確に歯車のように合致しているのです。これは偶然ではなく、設計された順序に見えま
す。

ソウル本社の企業がこの行動計画から得るべき点は2つです。一つは、第三者による評価能力強化の
公募に参加する道が開かれているという点であり、もう一つはオープンソースコンポーネントを多く使
用するモデルほど、オープンソースレジリエンスキャンペーンの動向を注視する必要があるという点で
す。GPAI行動指針は2026年6月に最終版が定着し、この指針に署名すればコンプライアンスが推定され
る利点があります。ただし、指針の具体的な技術基準と調和基準(harmonised standards)については、
まだEU官報に完全には掲載されていない部分が残っています。

あと10日で欧州委員会の罰金時計が動き始めます。ソウルのコンプライアンス担当者のデスクの上に
この行動計画のファクトシートを置いておくことをお勧めします。8月2日の朝、そのファクトシートを
再び開くことになるかもしれません。

参考資料

日付。2024年8月1日 AI法発効。2025年8月2日 GPAIモデル提供者義務適用開始。2025年7月18日
GPAIガイドライン案承認、同年11月19日 正式採択(C(2025) 7719)。2025年11月 重大事故報告様式公
表。2026年6月 GPAI行動指針最終版確定。2026年7月7日 サイバーセキュリティ・AI行動計画
(COM(2026) 577 final)発表。2026年8月2日 欧州委員会罰金権限発動、既存モデル経過期間の起算点。
2027年8月2日 2025年8月2日以前発売モデルの経過期間終了。

通知受信先判定基準。計算量閾値到達通知(第52条)は欧州委員会へ。重大事故報告(第55条第1項c号)
はAI局および必要に応じて関係加盟国の権限のある当局へ。2つの書類の受信先が異なるという点を社
内規定に明記すること。

チェック項目。自社モデルがGPAIモデルか、および10の25乗FLOP閾値超過の有無を確定すること。
ハードウェアベースとアーキテクチャベースの2つの方法で計算量を二重算出すること。閾値到達予想
時に2週間以内に欧州委員会への通知手続きを整備すること。内部レッドチーム能力と外部評価機関の
利用範囲を決定すること。重大事故の定義と報告様式(EU SEND)提出体系を構築し、関連記録を10年
保管すること。モデルと物理的インフラのサイバーセキュリティ体系を点検すること。EU認定代理人(
第54条)契約書に通知および報告代行条項が含まれているかを確認すること。国内AI基本法との二重規
制抵触の有無を別途点検すること。

弁護士

kimkj.com
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10章 オープンソース例外を使おうとする企業へ

欧州連合人工知能法解説書

パンギョのあるスタートアップの開発責任者が私のもとを訪ねて来たことがあります。自社で学習さ
せた韓国語言語モデルをHugging Faceにアップロードしようとしているのですが、会社の法務チーム
がライセンス文言ひとつで数週間も格闘しているとのことでした。無料で公開する一方で会社名は留め
ておきたく、後々大企業が持ち去って儲けるのは悔しいから商業的利用は禁止したいということでした。
ところがその条件ひとつのせいで、欧州連合人工知能法（Regulation (EU) 2024/1689、以下AI法）の前
ではオープンソースとしての扱いを受けられないと聞いて、表情が曇りました。本章で扱う内容が、ま
さにその表情の理由なのです。

AI法は2024年8月1日に発効し、汎用AI モデル（General-Purpose AI model、以下GPAI モデル）提供
者に課す義務は第5章に集約されています。この義務は2025年8月2日から適用され始め、AI事務局（AI
Office）の罰金賦課権は2026年8月2日から発動します。つまり、今この本を読んでいる時点では、義務
はすでに生きており、罰金の刃だけはまださやに納まった状態にあるわけです。2025年8月2日以前に
すでに市場に出ていたGPAI モデルであれば、2027年8月2日までコンプライアンス猶予を受けますが、
その後に新たに市場に出すモデルはすぐに適用対象になります。

AI法は、この重い義務の山に、呼吸孔をひとつ開けておきました。無料のオープンソース（free and
open-source）ライセンスで提供するモデルには、一部の義務を免除するというのです。根拠規定は第
53条第2項と第54条第6項です。EU執行委員会は、こうしたモデルが研究とイノベーションに貢献し、
EU経済に成長機会をもたらすと考え、パラメータとアーキテクチャ、使用情報までが公開され透明性
が高いのであれば、義務を軽減する価値があると判断しました。ただし条件が付きます。そしてその条
件をひとつでも見落とすと、会社がいくら真摯にオープンソースだと信じて配布しても、AI法の前では
有料クローズドモデルと同じ扱いを受けます。

10.1 無料オープンソースライセンスの4つの自由

AI法が要求する4つの権利は、アクセス、使用、修正、配布です。このうち1つでも欠ければ、そのラ
イセンスはAI法上、無料のオープンソースとして認められません。

アクセス（Access）とは、利害関係者であれば誰でも、支払いやその他の制限なしにモデルを自由
に入手できるべきということを意味します。国籍のような不当な差別をしなければ、ユーザー認証のよ
うな合理的なセキュリティ・セーフティ対策は施してもよいです。会員登録やメール認証程度であれば
問題ないということです。

使用（Usage）とは、本来、提供者が知的財産権を武器に使用を止めたり使用料を徴収したりするこ
とができないという権利です。ただし、派生物の帰属（attribution）と配布を原本と同じまたは類似の
条件で行うことを要求する程度の制限は許可されます。いわゆるコピーレフト条件は問題ありませんが、
用途自体を限定する条件はダメだということです。

修正（Modification）とは、誰でも支払いや制限なしにモデルを改造できる権利です。ファインチュー
ニングしようが重みを削減しようがユーザーの自由です。

配布（Distribution）とは、モデルにアクセスし、使用し、修正した者が、限定的な条件の下で、その
成果物を再配布できる権利です。著者表示や著作権表示の維持程度は条件として付けることができ、さ
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らには受領者がクローズドな独占的ライセンスで派生物を公開することまで止めることはできません。
再配布の扉を開いておくことそのものが本質であり、再配布される成果物のライセンス形態にまで統制
しようとしてはいけないという意味だと私は解釈します。

この4つの自由は、Linuxファウンデーションのようなオープンソースコミュニティが数十年にわたっ
て磨いてきた定義にかなり似ています。ただし、AI法がこれを条文として明記してしまったという点が
異なります。ライセンステキストがこの4つの条件のいずれかに抵触すれば、GitHubにソースがどれだ
け公開されていても、法的にはオープンソースではありません。

ここで1つの混同を指摘すべきです。開発者コミュニティでは、オープンソースとオープンウェイト
（open weight）を混在させて使用しています。重みファイルをダウンロードできるだけでオープンソー
スと呼ぶ慣行は一般的ですが、AI法はそれほど緩く見ません。パラメータ、モデルアーキテクチャ、使
用情報までが公開的にアクセス可能である必要があり、その上で前述の4つの自由がライセンス文言で
保証されなければなりません。重みを投げ出すだけで使用条件をあいまいなままにしておく一般的な慣
行は、本章の例外を受けるには不十分です。

10.2 不充足の典型的事例

実務でよく問題になる文言は明白です。パンギョ開発責任者が望んでいた非商業的利用の制限が典型
例です。モデルは非商業的、非営利研究目的のみに使用できるという文言は、使用権を深刻に損なうも
のと見なされます。AI法は、ライセンスあらゆる目的で使用できるように開放されるべきと考えている
からです。

2番目は配布禁止です。モデルは使用できるが再配布はできないという条件は、配布権そのものを侵
害します。3番目はユーザー規模のしきい値です。月間アクティブユーザー（MAU）が一定の数値を超
えると、追加ライセンスを取得する必要があるという条件で、典型的にはMetaのLlamaライセンスファ
ミリーがこのような構造で議論になりました。4番目は、特定の使用事例に対する別個の商用ライセン
スの要求です。研究用は無料だが商業的配布には別途契約が必要だという一般的なデュアル構造がここ
に該当します。

この4つの事例は、名前こそ異なりますが、結局は1つの根から生じています。提供者がコントロール
権を完全に手放したくなく、かといってクローズドと呼ぶのも気が進まない中間地帯を作りたいという
心理です。このようなライセンスはソース公開（source available）ライセンスと別に呼ぶ方が正確だ
と考えます。コードは見えるがオープンソースではない状態であり、AI法もこの点では冷徹です。見え
ることと自由であることは別の話だという姿勢です。

この4つの典型的な制限は、結局10.1で述べた4つの自由のうち使用または配布に触れます。したがっ
て、ライセンスをレビューする際は、文言を1つひとつこの4つの自由に当てはめてみる方法が効果的で
す。実務では、この当てはめだけでも半分は除外されると考えています。

1つ指摘すべき点があります。オープンソース例外が免除する義務は、第53条第1項(a)号と(b)号、つ
まり技術文書作成と下位システム提供者への情報提供義務、および第54条のEU域内代理人指定義務で
す。実際に、EU域外の提供者が真のオープンソース条件を満たし、システミックリスクもなければ、
代理人を置く必要はないわけです。本書の他の箇所で、韓国企業は例外なくEU代理人を指定しなけれ
ばならないと説明している部分がありますが、それはクローズドモデルまたはシステミックリスクモデ
ルを前提とした話であり、純粋なオープンソース例外対象モデルには代理人義務そのものが適用されな
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い可能性があるという点をここで是正しておきます。条文上はそうですが、実務ではライセンスが真の
要件を満たしているかについて常に議論の余地があるため、あらかじめ代理人を置いておく方が安全だ
と私は考えます。

10.3 金銭化禁止要件の実際の適用

4つの自由を文言では守ったのに、例外を逃す場合があります。金銭化（monetization）禁止要件の
ためです。AI法の前文（recital）103は、モデルへのアクセス、使用、修正、配布のいずれにおいても
経済的対価を要求すべきではないと明記しています。EU執行委員会は、この概念をかなり広く解釈し
ています。

執行委員会が金銭化と見なす典型的な形式は、デュアルライセンシングです。1つの無料オープンソー
スライセンスで公開し、商業的使用には別個の有料ライセンスを要求する構造です。非商業研究目的に
限定、再配布禁止、ユーザー規模のしきい値、特定の使用事例に対する商用ライセンス要求も、すべて
同じカテゴリーに分類されます。10.2で扱った典型的な不充足事例と重なるのは偶然ではありません。
それらの制限は結局、お金を受け取るための仕組みだからです。

ここで実務家がよくする誤解が1つあります。モデル自体を無料で配布すれば金銭化ではないと考え
ることです。しかし執行委員会は、コンサルティング、サポートサービス、クラウドホスティング料金
のようにモデルとは別に見える収益モデルについても、ケースバイケースで検討できると言っています。
判断は常に個別事例ごとに行われるというのが執行委員会の表現であり、この文言を読むたびにグレー
ゾーンが広いというシグナルとして受け入れます。モデル自体は無料だがAPI アクセスにだけ料金を課
す一般的なオープンソースビジネスモデルも、安全地帯だと断定するには困難です。

1つの指針を差し上げるなら、このようなものです。モデル自体、つまり重みとコードに対してお金
を受け取るかどうかが第一基準であり、そのモデルを容易に使用できるようにするためのサポートサー
ビスに料金を課すことまでは、概ね安全です。ただし、そのサポートサービスが事実上モデルアクセス
の唯一の通路となっているのであれば、例えば重みは理論上は公開したが実際には会社が運営する有料
API経由でしか使用できないように設定されているのであれば、これはアクセス権そのものをお金で制
限したのと同然です。この境界線に近いほど、保守的に判断することをお勧めします。

ここで必ず釘を刺すべき点があります。ライセンスが4つの自由をすべて守り金銭化もなくても、シ
ステミックリスク（systemic risk）を有するGPAI モデルにはオープンソース例外がまったく適用され
ません。第53条第2項がそのように規定しています。システミックリスク モデルと推定される基準は、
訓練に投入された累積計算量が10の25乗フロップス（10^25 FLOPs）を超える場合です。このしきい
値を超えると、ソースを完全に公開し、商業的利益をまったく得なくても無用です。第52条と第55条
に従った重い義務のすべてを、例外なく履行しなければなりません。訓練計算量がこのしきい値に近づ
く企業は、オープンソースかどうかにかかわらず、別途の章を参照する必要がありますが、この部分は
すでに第9章で扱われています。

10.4 例外にも残る2つの義務

4つの自由も守り、金銭化もなく、システミックリスクでもないため、例外を完全に認められたとし
ても、2つの義務だけは最後まで残ります。著作権政策策定義務と訓練コンテンツ要約公開義務です。

第53条第1項(c)号はEUの著作権法および関連法規を遵守する政策を策定することを求めています。
これには著作権および関連する権利に関する指令(Directive (EU) 2019/790、DSM指令)第4条第3項の権
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利の留保(reservation of rights)を特定し尊重する手続が含まれます。簡潔に言えば、創作者が自分の著
作物をAI学習に使用しないよう機械が読み取ることができる方式で表示しておいた場合、その表示を認
識し除外する最新技術を備えるべきということです。ペイウォールのような技術的保護措置を回避して
はならず、この政策は会社が製造する各モデルの全体的なライフサイクル全体を通じて適用されなけれ
ばなりません。モデルごとに新たに政策を作成する必要はなく、一つの政策を複数のモデルにわたって
使用することができます。

第53条第1項(d)号は、AI局が定める様式に合わせて、訓練に使用されたコンテンツについて、十分に
詳細な要約を作成し公開することを求めています。AI局は2025年7月24日に説明書(Explanatory Notice)
および標準様式を発表し、この様式が公開要約に含まれる最小基準を定めています。営業秘密の保護と
著作権者・規制当局の知る権利の間でバランスを取ることを意図していると述べていますが、実際にど
こまで公開し、どこで止めるかは企業ごとに判断が異なる可能性があります。私はこの点で、企業内部
に非公開範囲についての別基準を事前に準備することをお勧めします。第78条の機密保持義務を根拠と
しますが、公開範囲を過度に狭めると、AI局が要約の充実性そのものを問題にする可能性があるためで
す。

この二つの義務が例外の対象から除外された理由は明らかです。無料のオープンソースライセンスで
モデルを公開したからといって、そのモデルが何を使って学習したのか、著作権をどのように扱ったの
かまで透明になるわけではないからです。ソースが公開されていても、学習データの出所が不明な場合
がよくあります。執行委員会は、まさにその空隙を埋めるために、この二つの義務だけはオープンソー
スの有無に関わらず維持しておくことにしました。

言い換えれば、この章の例外は部分的な免除であり、完全な免除ではありません。技術文書を作成し
なくてもよく、代理人を指定しなくてもよい場合がありますが、著作権政策と訓練コンテンツ要約とい
う二つの文書は、オープンソースであるか非公開であるかを問わず、同じように準備する必要がありま
す。韓国企業の実務者がオープンソースに移行すれば文書作業から解放されると誤解するケースをよく
見かけますが、それは半分だけが正しい説明です。

執行当局の観点と罰金

AI局は2025年8月2日からGPAIモデル提供者の義務遵行を監督し、2026年8月2日から違反に対する罰
金を課す権限を行使します。執行委員会は2025年7月18日にGPAIモデルの義務範囲に関するガイドラ
インドラフトをまず公開し、同じ内容を含む公式なコミュニケーション C(2025) 7719 finalが2025年11
月19日に採択されました。ドラフトと正式版の間に4ヶ月の隔たりがあったわけですが、その間の実務
ではドラフトを基準に進められました。私は、このガイドラインが条文の空隙を埋める役割を果たすと
しても、最終的な法的確実性はやはりEU司法裁判所の判例が積み重なることによってのみ得られると
考えています。

AI局は金銭化の概念を広く解釈することを明らかにしています。デュアルライセンシングや使用制限
に伴う追加ライセンス要求はもちろんのこと、間接的な収益創出活動まで検証するというものです。オー
プンソース例外の濫用を防ぐ意図であるため、ライセンス文言だけを整理し、実際の収益構造は従来の
ままにする方法が通用する可能性は低いです。違反が確認された場合、第101条に従い、直前の会計年
度の全世界年間総売上高の3%または1,500万ユーロのいずれか高い方が行政罰金として課される可能性
があります。
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率直に言いますと、この章で扱った判断基準のかなりの部分はまだ判例として確立されていません。
ガイドラインは方向性を示すだけで、個々のライセンス文言一つ一つについて判断を下してくれるわけ
ではありません。計算推定方法論も、ハードウェアベースであれ、アーキテクチャベースであれ、誤差
範囲30パーセントを認める水準なので、10^25 FLOP の閾値近くにある企業であれば、計算方式自体を
めぐっても争いが生じる可能性があります。EU司法裁判所の判例が積み重なるまでは、保守的に解釈
して行動する方が安全だと私は考えています。

韓国企業が今すべきこと

ソウルに本社を置く企業がGPAIモデルを製造してEU市場に提供する場合、またはその出力がEU内で
使用される場合は、第2条第1項(c)号に従い、この章の内容がそのまま適用されます。実務者が現在確
認すべき事項を順序なく列挙すると、次のとおりです。

自社モデルがGPAIモデルに該当するかどうか、そして訓練計算量が10^25 FLOP の閾値に近いかど
うかを確認する必要があります。閾値を超えるか超える可能性がある場合は、オープンソースでいくら
見栄えよく包装しても例外はありません。

ライセンス原文を見て、アクセス、使用、修正、配布の四つの自由に一つ一つ当てはめて検証する必
要があります。非商業条件、配布禁止、MAU閾値、特定用途の商業ライセンス要求が隠れていないか
確認します。

ライセンス文言が整理されていても、実際の収益構造に金銭化と読める余地があるかどうか改めて確
認する必要があります。サポートサービスやホスティング料金などの周辺収益モデルも検査対象です。

オープンソース例外が完全に認められるという前提の下であっても、著作権政策の策定と訓練コンテ
ンツ要約の作成という二つの課題は依然として残るという点を、組織内に明確に周知する必要がありま
す。この二つは法務部門だけの仕事ではなく、データ収集段階から共に設計すべき課題です。

代理人の指定は、自社モデルが本当にオープンソース例外の要件を満たしているかによって異なると
いう点を記憶しておく必要があります。ただし、要件の充足について争いの余地がある場合は、代理人
を事前に指定しておく方が後で支障が出ない道だと私は考えています。

参照資料

四つの自由の判断基準 アクセス:料金請求の禁止、国籍など不公正な差別の禁止、合理的な認証手続
は許容 使用:知的財産権を利用した使用料請求の禁止、帰属・配布条件付きのコピーレフトは許容 修正:
料金や制限なしでの変更を許容 配布:著作者表示・著作権表示維持の条件は許容、非公開派生物の再配
布まで禁止するのは違反

例外を無効にする典型的な文言 このモデルは非商業的で非営利の研究目的でのみ使用できます この
モデルは使用できますが配布できません 月間アクティブユーザー数が一定数を超える場合は別途ライ
センスが必要です 特定の商業的使用ケースは別途契約が必要です

例外の対象外となる義務 第53条第1項(c)号 EU著作権法準拠方針の策定、DSM指令第4条第3項の権利
留保の特定 第53条第1項(d)号 訓練コンテンツの公開要約の作成、AI局標準様式の遵守

日付表 2024年8月1日:AI法発効 2025年7月18日:GPAIガイドライン初稿公開 2025年7月24日:訓練コン
テンツ要約標準様式公開 2025年8月2日:GPAI義務の適用開始 2025年11月19日:ガイドライン正式版
Communication C(2025) 7719 final採択 2026年8月2日:AI局罰金課徴権の発動 2027年8月2日:2025年8月
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2日以前にリリースされたモデルの遵守猶予終了

パンギョの開発部長には、結局このように申し上げました。非商業条件を入れたいのであれば、それ
は会社の自由ですが、その瞬間にこの章で述べた例外を放棄しなければならないと。その代わり技術文
書を誠実に準備し代理人を置く非公開型のパスを進むか、それとも条件を完全に開放し、著作権政策と
訓練コンテンツ要約という二つの課題を引き受けるオープンソース型のパスを進むか、どちらか一つを
選ぶしかないと申し上げたのです。その日、彼は名刺をいじりながらしばらく黙っていました。

弁護士

kimkj.com
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11章 わが製品は高リスクなのか

欧州連合人工知能法解説書

仁川・南洞工団のあるバッテリーマネジメントシステム企業の話から始めましょう。便宜上、この企
業を新興と呼ぶことにします。新興は電気自動車用バッテリーマネジメントシステム、つまりBMSを製
造して、欧州の完成車メーカーに部品として納入しています。セルの温度が変動したり電圧がズレたり
すると、その即座に回路を遮断する安全ロジックが、この企業製品の核心です。同じ日の午後、松島の
あるHR管理ソフトウェア・スタートアップの担当者も法務チームに電話をかけました。この企業をコ
リアタレントと呼びましょう。コリアタレントは求職者の職務経歴書を読み、面接対象者の順位を付け
る人工知能採用ツールを製造し、ドイツとオランダの中堅企業数社に販売しました。両企業とも同じ質
問を持って私のところに来ました。うちの製品は高リスクなのでしょうか。

この質問は簡単に見えますが、答えは両企業で全く異なる道をたどります。新興のBMSは自動車とい
う既存製品に組み込まれる安全部品であり、コリアタレントの採用ツールはそれ自体で完結したサービ
スです。人工知能法はこの両者を異なる条項、異なるタイムテーブル、異なる証明方式で扱います。一
つは附属書I、もう一つは附属書IIIです。本章はこのターニングポイントから出発して、8つの領域に分
かれた附属書IIIと既存製品に組み込まれる附属書Iを並置し、その間に挟まるフィルター条項の立証負担
を検討した後、韓国の主力産業6つにそれぞれ適用してみます。

11.1 附属書III、独立型システムが対象となる8つの領域

人工知能法第6条第2項は、附属書IIIに列挙された人工知能システムを高リスクとみなすと定めていま
す。ここでの区分基準は、システムがどのハードウェア上で動作しているかではなく、そのシステムの
意図された目的（intended purpose）が何を指向しているかです。コリアタレントの採用ツールのよう
に独立してサービス提供されるソフトウェアがこの附属書の主な対象であり、実際に8つの領域に分か
れています。

第一は生体認識です。遠隔生体識別システム、機微な属性を推論する生体分類システムがここに該当
します。ただし無差別な顔画像収集や職場および教育機関での感情認識、人種・政治的傾向・性的指向
を推論する生体分類のように危害がより大きいものは、そもそも附属書IIIではなく第5条禁止リストに
移行します。附属書IIIに残る生体認識は、それより軽いものの、依然として重い類です。

第二は重要デジタルインフラストラクチャー、道路交通、上水・ガス・暖房・電力供給の安全管理お
よび運用に使用される安全構成要素です。バッテリー産業を見る際、この領域が重要になります。後で
改めて取り上げます。

第三は教育および職業訓練です。入学判定、学習成果評価、試験中の不正行為検出、教育レベル配置
などが該当します。

第四は採用および雇用、労務管理、自営業アクセスです。採用公告分析、求職者スクリーニングおよ
び順位付け、昇進および解雇関連の決定、業務配分および業績評価などがここに該当します。コリアタ
レントの製品はまさにこの領域です。

第五は必須民間・公共サービスへのアクセスです。この領域はさらに4つに分かれています。（a）公
共機関による社会保障給付受給資格評価、（b）信用評価および信用スコアリング、（c）生命・健康保
険のリスク評価および保険料算定、（d）緊急出動優先度分類です。金融産業がここに直接該当します。
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第六は法執行です。個人リスク評価、嘘発見、証拠の信頼性評価、犯罪予測のためのプロファイリン
グなどです。

第七は移民、亡命、国境管理です。嘘発見、リスク評価、申請審査、人物識別などが含まれます。

第八は司法行政および民主的手続です。法律調査および事実関係解釈を補助する、または選挙結果お
よび投票行動に影響を与えるシステムが該当します。

これら8つの領域の中で、韓国企業が実際によく直面する場所は、採用、信用評価と保険、教育、必
須サービス、生体認識の5つです。法執行や移民・国境管理、司法行政は民間企業が直接提供者となる
ことが稀なため、本章ではウェイトを軽くします。

一つは最初から押さえておかなければなりません。システムが自然人に対するプロファイリングを実
行する場合、附属書IIIのどの領域に属していても常に高リスクとみなされます。プロファイリングとは、
個人の業務成績、経済状況、健康、嗜好、信頼度、行動、位置、移動といった属性を自動的に処理して
評価または予測することを意味します。コリアタレントの採用順位付けツールは、求職者個々の職歴と
回答を処理して採用適合性を予測する作業であるため、この定義に正確に該当します。後で見るフィル
ター条項がコリアタレントには元々開かれていない門であるという意味です。

附属書III独立型システムに対する第16条（提供者義務）および第26条（配布者義務）の全面適用日は、
第3章で確認したとおり、本来2026年8月2日でしたが、Digital Omnibus改正により2027年12月2日に延
期されました。コリアタレントに残された時間に余裕が生まれたという意味ですが、義務そのものが消
滅したという意味ではありません。私はこの猶予を準備を遅延させる言い訳ではなく、きちんと準備す
るための余裕として読みます。

11.2 附属書I、既存製品に組み込まれた人工知能

ここで新興の話に移ります。第6条第1項は附属書IIIとは全く異なる2つの条件を課します。第一に、
人工知能システムが附属書Iに列挙された既存のEU調和法規が適用される製品の安全構成要素として使
用される場合、またはその人工知能システム自体がそのような製品である場合です。第二に、その製品
が当該調和法規に従い市場投入またはサービス開始前に第三者適合性評価を受ける必要がある場合です。
両条件を満たして初めて高リスクに分類されます。

附属書Iに列挙された調和法規は、医療機器規則（2017/745）および体外診断用医療機器規則（
2017/746）、機械類規則、玩具安全指令、乗用車型式承認規則（2018/858）、農業用および林業用車
両規則（167/2013）、二輪車および三輪車規則（168/2013）、船舶設備指令（2014/90/EU）、航空関
連法規などを含んでいます。新興のBMSは乗用車型式承認規則が適用される自動車の安全構成要素であ
り、その自動車は既に型式承認という第三者適合性評価を受ける必要がある製品です。両条件が満たさ
れているため高リスクです。

附属書I側で注目すべき点は提供者が誰かという問題です。人工知能システムが附属書I製品に組み込
まれると、その製品を製造するメーカーが人工知能法上の提供者とみなされます。新興がBMSを完成車
メーカーの名前またはブランドで自動車とともに市場に投入する場合、そのメーカーが第16条の義務を
負う構図です。新興が部品のみを納入し、最終製品に自身のブランドを付けない場合、新興自体は人工
知能法上の提供者ではない可能性もあります。しかし完成車メーカーとの供給契約において人工知能法
遵守のための情報提供義務を負う場合がほとんどであるため、実務では部品会社も事実上提供者に準じ
る責任を負うことになります。私はこの点を契約書の条項一つ一つで確認されることをお勧めします。
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第8条第2項は、附属書I製品について、既存の安全法規の文書および手続に人工知能法が要求する試
験、報告、情報を統合することを許容しています。医療機器規則に基づく技術文書の中に人工知能法が
要求するリスク管理および訓練データバイアス検証を組み込む方式です。重複を減らそうという趣旨で
あり、新興のように既に自動車部品認証体系を備えている企業には実務的に歓迎される条項です。

附属書I製品内蔵型高リスク人工知能の規制手続完了時点は、本来2027年8月2日でしたが、Digital
Omnibus改正により2028年8月2日に1年延期されました。附属書IIIより8ヶ月さらに後になります。こ
れは政治的配慮ではなく、既存製品認証サイクルと連動した実務的事情であると私は考えます。自動車
や医療機器のように元々数年単位の認証サイクルを回る製品分野は、人工知能法の要求をその既存手続
に組み込むのにより長い時間がかかるためです。

11.3 第6条第3項のフィルター、そして立証負担というわな

附属書IIIに名前が挙がったからといって無条件に高リスクになるわけではありません。第6条第3項は、
附属書IIIに言及された人工知能システムであっても、自然人の健康・安全・基本的権利に重大な危害リ
スクをもたらさない場合、高リスクとはみなされないと定めています。これがいわゆるフィルター条項
です。ここで必ず押さえるべき点が一つあります。このフィルターは附属書IIIにのみ開かれています。
附属書I製品内蔵型システムにはこのような例外はありません。新興のBMSは自動車安全構成要素とい
う条件を満たした瞬間に直ちに高リスクであり、別途の例外審査を受ける余地は全くありません。フィ
ルターがあるかないかの違いが、附属書IとIIIを分ける第二の大きな線であるわけです。

フィルターが実際に適用される条件は4つに分かれています。システムが狭く手続的なタスクのみ実
行する場合、既に完結した人間の活動結果を洗練・改善する場合、意思決定パターンやそのパターンか
らの逸脱を検出するのみで、人間が既に下した判断に代わったり、適切な人間によるレビューなしに左
右しない場合、附属書III用途に関連した評価のための予備的タスクのみを実行する場合です。この4つ
のうち1つでも満たせば、フィルターを主張できます。

しかしこの4つの条件は1つの但し書きで崩壊します。自然人に対するプロファイリングを実行するシ
ステムには、このフィルターが全く適用されないという但し書きです。コリアタレントの採用順位付け
ツールをもう一度思い出してください。求職者個々のデータを処理して適合性を予測することそのもの
がプロファイリングであり、その瞬間にフィルター条項へ向かう門は閉ざされます。狭い手続的タスク
であるとか予備的タスクであるという主張をどれだけ精密に構築しても無駄です。私がこの箇所で実務
相談をしていると、企業が自分たちのシステムを「補助的推奨ツール」と自らを説得する場合をよく見
かけます。しかし求職者個人の属性を自動的に評価して順位を付ける機能があるのであれば、その説得
は通じません。

適用除外要件を主張しようとする提供者には、立証責任が一切かかってきます。第6条第4項は附属書
Ⅲに該当するが高リスクではないと判断する提供者に対して、市場投入またはサービス提供前にその判
断の根拠を文書化することを要求しています。この文書は国家管轄当局が請求すれば直ちに提出しなけ
ればならない資料であり、第49条第2項に従ってEUデータベースに登録もしなければなりません。登録
せず、静かに適用除外要件を主張する方を選ぶ企業があるとすれば、それはコンプライアンスではなく、
摘発を待つようなものです。第80条は市場監視当局に、提供者が低リスクに分類したシステムを再評価
する権限を与えています。当局が実際には高リスクだと判断すれば、提供者は遅滞なく人工知能法の要
件を満たすよう是正命令を受けます。適用除外要件は自ら判断して静かに逃れる抜け穴ではなく、むし
ろその判断の正当性をいつでも証明する準備を前提とした正規の入口に近いものです。
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この適用除外要件の具体的な適用事例を含む第6条ガイドラインは、当初2026年2月2日までに発表さ
れる予定でした。その期限は過ぎています。執行委員会は2026年5月19日にようやく原案を出し、利害
関係者への意見公募は6月23日に締め切られました。本原稿を執筆している2026年7月24日現在も、最
終版はまだ発表されていません。原案が示す方向は、ここまで述べた内容と異なりませんが、適用除外
要件は狭く解釈し、プロファイリングには適用しないという原則です。ただし最終ガイドラインが発表
されれば具体的事例がさらに増えるでしょうから、現段階の自己評価文書は暫定的なものとして保ち、
最終版が出たら改めて修正する方が安全だと私は考えます。

11.4 韓国主力産業6分野への適用検討

ここまで検討した枠組みを、韓国を代表する産業6分野にそれぞれ適用してみます。あくまで私が扱っ
てきた事例と公開情報に基づく実務的判断であり、個別製品の実際の分類は、その製品の意図された目
的を具体的に検証することで初めて確定します。

半導体は低リスクです。半導体チップそのものは人工知能システムではないため、人工知能法の直接
的な規制対象ではありません。ただし半導体生産ラインでロボットの誤動作を防止したり有毒ガス漏出
を制御したりする人工知能ベースの安全システムは話が異なります。その制御システムが機械指令が適
用される設備の安全構成要素として組み込まれるならば、附属書Ⅰに該当する可能性が生じます。半導
体産業の大部分は、この限定的な例外の外にあると私は考えます。

自動車は高リスクです。後出の事例が既に示す通り、自動運転支援(ADAS)、緊急制動、運転者監視、
バッテリー管理システムの安全関連機能は、ほとんどが附属書Ⅰの安全構成要素です。人命安全に直結
する領域のため、むしろ高リスク判定を回避することは難しいです。準備期限は2028年8月2日に延長
されましたが、自動車型式認証という既存の認証手続き自体が数年単位で進むため、その中に人工知能
法の要件を組み込む作業は今から始めなければ期限に間に合わないと私は判断します。

家電は低リスクです。スマートテレビのコンテンツ推奨、スマート冷蔵庫の食材管理、衝突防止機能
のないロボット掃除機の自律走行程度は、適用除外要件が対象とする典型的な補助機能です。つまり意
思決定結果に実質的な影響を及ぼさない利便機能という意味です。ただし例外があります。児童安全に
関連するおもちゃ、特定の医療機器機能が統合されたヘルスケア家電、生体認証で出入りを制御するス
マートドアロックは、附属書ⅠまたはⅢに該当する可能性があります。家電企業が製品一つ一つを低リス
クで一括処理するのではなく、安全関連の付加機能が付いているかどうかまずチェックすることをお勧
めします。

バッテリーは中程度リスクです。この産業は附属書Ⅰと附属書Ⅲに分かれる典型的な事例です。電気自
動車に搭載されるバッテリー管理システムは自動車安全構成要素であるため附属書Ⅰです。一方、大型
エネルギー貯蔵システム(ESS)の過熱防止と火災遮断システムは、電力供給網の運用に関わる安全構成
要素として捉える余地があり、附属書Ⅲの第2領域である重要インフラの方に分類される可能性があり
ます。同じバッテリー産業の中でも、車載用と大型ESS用が異なる附属書に該当することになるため、
製品ラインごとに分類を分けて行う必要があります。

医療機器は高リスクです。人工知能ベースの医療画像診断支援ソフトウェア、手術ロボット、患者監
視および治療計画システムは、医療機器規則(2017/745)または体外診断医療機器規則(2017/746)が適用
される製品です。これらの規則でクラスⅡa以上に分類されるソフトウェアは既に第三者適合性評価を受
けなければならない対象であるため、人工知能法附属書Ⅰの両条件をほぼ自動的に満たします。韓国の
医療機器企業がCE認証を受けている場合、その認証グレードを確認した段階で、人工知能法上の高リ
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スク該当性も事実上同時に決まると言えます。

金融は高リスクです。信用度評価と信用スコアリングは附属書Ⅲ5(b)に、生命・健康保険のリスク評
価と保険料算定は5(c)に該当します。与信審査、保険引受、投資助言チャットボットのように個人の財
産と機会に実質的な影響を与える人工知能は、ほとんどこの領域に入ります。適用除外要件で逃れる道
も事実上ふさがっています。信用スコアリングや保険料算定は、それ自体が個人の信用、財産、リスク
性向を自動的に処理して評価する作業であるため、プロファイリングの定義から外れにくいのです。韓
国の金融企業がEU顧客を対象に信用評価または保険引受人工知能サービスを提供する場合、私は最初
から高リスク前提で準備されることをお勧めします。

6産業を一覧にすると、自動車と医療機器と金融が高リスク、バッテリーが中程度、半導体と家電が
低リスクです。ただし低リスクという判定は、現在販売されている製品構成に基づくものであり、次バー
ジョンでも同じとは限りません。家電に生体認証出入機能を搭載したり、半導体装置に人命安全に直結
する自動判断機能を追加した瞬間に、グレードが変わる可能性があります。この表は本日の製品構成に
関するスナップショットとしてお考えください。

韓国企業向けに一つ付け加えます。上記の6産業のいずれかでEU市場に製品を投入したり、その産出
物がEU内で使用される場合、人工知能法第2条第1項(c)号による域外適用を受けます。EU外に本社を置
く提供者は、EU内の認定代理人を書面で指定しなければならず、高リスクに分類されれば、国内で準
備中の人工知能基本法の要件と同時にリンクします。両法が要求する文書とリスク管理体系が相当部分
重複するため、私はEU対応文書を作成する段階から国内法対応まで一つの枠組みで設計されることを
お勧めします。別々に2種類作成する方が、むしろさらに大きな無駄です。

参考資料

判定の4段階。第1段階として、当該製品が既存のEU製品安全法規(医療機器、機械指令、自動車、お
もちゃなど)が適用される製品の安全構成要素またはその製品自体であるかどうかを確認します。そう
であれば、その製品が第三者適合性評価の対象であるかどうかを確認します。両方が該当すれば附属書
Ⅰで、高リスクであり適用除外要件はありません。第2段階として、附属書Ⅰに該当しない場合、附属書Ⅲ
の8領域(生体認証、重要インフラ、教育、採用、必須サービス、法執行、移住・国境管理、司法行政)
のいずれかに該当するかどうかを確認します。第3段階として、該当する場合、自然人に対するプロファ
イリングを実施しているかどうかを確認します。プロファイリングであれば、直ちに高リスクであり適
用除外要件は適用されません。第4段階として、プロファイリングでない場合、限定的な手続的タスク、
完了した人間活動の改善、パターン検出に限定される補助、予備的タスクという4つの条件のいずれか
を満たすかどうかを検討し、満たす場合はその判断根拠を文書化してEUデータベースに登録します。

韓国主力産業6分野の要約。半導体は低リスク、例外は安全制御設備。自動車は高リスク、附属書Ⅰ、
2028年8月2日。家電は低リスク、例外はおもちゃ・生体認証出入。バッテリーは中程度、車載用BMS
は附属書Ⅰ、大型ESSは附属書Ⅲ検討対象。医療機器は高リスク、MDR・IVDRクラスⅡa以上。金融は高
リスク、附属書Ⅲ5(b)・5(c)、プロファイリングで適用除外要件が遮断。

日付表。2026年2月2日、第6条ガイドラインの当初予定期限(経過)。2026年5月19日、執行委員会高
リスク分類ガイドライン原案発表。2026年6月23日、原案への意見公募期限。2026年8月2日、第50条
透明性義務全面適用および人工知能事務局罰金課徴権発動(高リスク義務そのものはまだ未適用)。2027
年12月2日、附属書Ⅲ独立型高リスク人工知能義務(第16・26条)適用開始。2028年8月2日、附属書Ⅰ製品
組込型高リスク人工知能規制手続完了時点。
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新興のBMS担当者と韓国タレントの採用ツール担当者は、その日の午後、それぞれ異なる結論を持っ
て会議室を出ました。新興は適用除外要件を問うこともなく、最初から高リスク対応に着手しました。
一方、韓国タレントは、自社製品がプロファイリングを実施しているという事実を認識するのに2週間
を要しました。両社の違いは技術の差ではなく、自社製品が人にどのような影響を与えているのかをど
れだけ率直に検証するかの差だったのです。

弁護士

kimkj.com
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12章 ハイリスクシステムプロバイダーの義務体系

EU人工知能規則解説書

パンギョにある採用ソリューションスタートアップを例として取り上げます。この会社は履歴書と面
接映像を分析して採用担当者に候補者の順位をつけてくれるサービスを開発し、現在ドイツとオランダ
の顧客企業にこのサービスを導入しようとしています。採用審査に使用するAIは、欧州連合人工知能規
則（Regulation (EU) 2024/1689、以下AI規則）別紙III第4号に該当するハイリスク（High-Risk）AIシス
テムです。この瞬間から、この会社はもはやサービスを販売する企業ではなく、AI規則第3章が要求す
る6つの義務を全部引き受けるプロバイダー(provider)となります。この章で扱うのがその6つであり、
リスク管理システム、データガバナンス、技術文書と自動記録と流通業者への情報提供、人間による監
督、精度と堅牢性とサイバーセキュリティ、そして適合性評価とCEマーク、ならびにEUデータベース
登録です。

まず日付の話から整理して進みます。本書の資料調査に使用したNotebookLMノートは、ハイリスク
義務の全面適用日を別紙IIIは2026年8月2日、別紙Iは2027年8月2日と記載しています。AI規則が2024年
8月1日に発効した後、24か月、36か月を計算した元々のスケジュールなので、それ自体は誤った計算
ではありません。しかし2026年6月29日に理事会が最終承認したDigital Omnibus on AIにより、このス
ケジュールが後ろにずれました。調和基準(harmonised standards)の制定が遅れ、加盟国の通知機関
(Notified Body)の指定作業が追いつけなくなる中、別紙III独立型ハイリスクシステムの義務適用日は
2027年12月2日に、別紙I製品組込型システムは2028年8月2日にそれぞれ遅延されました。したがって、
この章で言及する適用日は、ノートの旧来の日付ではなく、この新しい日付です。資料と検索が食い違
う地点を単に見過ごさず指摘する理由は、パンギョのスタートアップのような場所が旧来の日付だけを
信じて急いだ結果、かえって準備がおろそかになる可能性もあれば、反対に遅延したという話だけを聞
いて手を引いてしまう可能性もあるからです。興味深い点は、罰金根拠規定である第99条と第101条そ
のものは、元々のスケジュール通り2026年8月2日に発動するという事実です。第5条の禁止行為や第50
条の透明性義務のように、すでに施行中の規定違反はその日から直ちに処罰対象となります。ただし、
この章が扱う第9条から第15条まで、および第43条・第48条・第49条は、ハイリスク義務そのものがま
だ全面適用されていない状態であるため、実際の執行の重心は2027年12月と2028年8月以降にシフトす
ると私は読んでいます。

12.1 リスク管理システム、第9条が要求する循環構造

パンギョスタートアップの開発部長が最初に出会う規定が第9条です。この規定は、文書を一枚作成
して終わりという形式的な行為ではなく、ハイリスクシステムの全体のライフサイクル(lifecycle)の間
ずっと継続して実行される手続きを要求します。リスクを事前に発見して評価し、設計変更やユーザー
ガイダンスのような手段で軽減または排除し、18歳未満の未成年者および脆弱な集団にこのシステムが
どのような影響を与えるかを別途検査し、コンプライアンスとパフォーマンスを確認するテストまで実
施しなければなりません。この4つのステップが一度で終わるのではなく、システムを変更するたびに
繰り返し実施されなければならないという点が核心です。採用AIであれば、候補者ランキングアルゴリ
ズムを更新するたびにこの循環を繰り返し実施する必要があるということです。

第9条第10項は、すでに他のEU法律に従って内部リスク管理手続きを運用しているプロバイダーであ
れば、第9条第1項から第9項までの要素をその既存の手続きに追加または統合することができると認め
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ています。医療機器や機械類のように別紙Iに該当する製品であれば、第8条第2項に従い、既存の調和
法規の文書と手続き内にAI規則の要件を組み込むことができます。パンギョのスタートアップのように
別紙III独立型システムを構築する場所は、そのような既存の枠組みがないため、第9条のリスク管理シ
ステムを最初から新たに設計する必要があります。私は、この場合、むしろ品質管理システム(第17条)
と一体として設計する方がよいと考えます。リスク評価の結果がシステム修正プロセスにリアルタイム
で反映される管理手続きを別々に2つ作成する理由がないからです。

執行機関であるAI Office(AI事務所)は、このリスク管理システムを評価する際に、システムの意図さ
れた目的(intended purpose)を基準とします。調和基準を適用した場合は、適合性の推定(Presumption
of Conformity)の利益を受けるという点も考慮します。ただし、先に指摘したように調和基準そのもの
がまだ完全に整備されていない状態であるため、現時点では基準に頼るよりも国際基準(ISO/IEC 23894
のようなAIリスク管理ガイドライン)に準拠して独自の手続きを文書化しておく方が安全です。確実で
ない部分は、確実でないと記載すべきですね。リスク管理システムの具体的な実装方法と、リスク評価
の詳細基準はシステムの種類によって異なる余地が大きく、この空白は2026年2月2日までに公表予定
だった第6条ガイドラインと、今後の調和基準により埋められる予定です。

12.2 データガバナンスと訓練データの品質、第10条とバイアスの問題

採用AIの本当の急所はここにあります。過去の採用データでモデルを学習させると、そのデータに既
に含まれていた性別や出身校バイアスがそのまま継承されます。第10条は、ハイリスクシステムに使用
される訓練(training)、検証(validation)、テスト(testing)データセットが関連性(relevant)があり、代表性
(representative)を備え、できるだけエラーがなく(free of errors)、完全(complete)であるべきと規定して
います。第10条第2項はさらに一歩進んで、データ収集の設計上の選択、収集プロセス、アノテーショ
ン、ラベリング、クリーニング、および拡張を含む準備プロセス、ガバナンス体制、担当者の役割と責
任、バイアス検出と軽減のための評価、および特定の状況でデータセットが不適切である可能性まで評
価するよう規定しています。パンギョのスタートアップであれば、過去5年分の採用データから、どの
職種、どの年齢層が過少代表されているかを統計的属性から分析する作業から始める必要があるという
ことです。

ここで個人情報問題が絡む地点が出てきます。第10条第5項は、バイアス検出と補正のために厳密に
必要な場合に限定して、プロバイダーが人種、健康情報のような特別カテゴリーの個人データ(special
categories of personal data)を例外的に処理することを認めています。ただし、これは
GDPR(Regulation (EU) 2016/679)および関連指令が要求する保護措置をすべて遵守することを前提とし
てのみ可能です。私はこの条項をこのように理解しています。バイアスを排除するために性別や人種情
報を無分別に収集すれば、それ自体がGDPR違反となってしまうため、AI規則第10条が開いた例外は、
戸を少し開いたのであって、自由に出入りせよという意味ではないということです。実務では、匿名化
するか、第三の代理変数を使用する方法でこの狭い門を通す方が安全です。

この要件がモデル学習に直接使用されないデータにも適用されるという点、およびAIシステムが実際
に使用される地理的、文脈的、行動的、機能的環境までデータセットに反映する必要があるという点も
見落としやすい部分です。韓国で作成されたデータで学習した採用AIをドイツ市場にそのまま導入する
と、ドイツの労働市場構造や履歴書慣行がデータに反映されていないという指摘を受ける可能性があり
ます。AI事務所は、データの関連性と代表性、完全性、バイアスの有無を判断する際に、同様に意図さ
れた目的を基準とし、調和基準または共通仕様(common specifications)が適用されているかを参考にし
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ます。関連性と代表性、完全性を定量的にどのように測定するかについての具体的な技術基準はまだ調
和基準では完全には整備されておらず、この部分の解釈はシステムの種類によって異なる可能性があり
ます。

12.3 技術文書と自動記録、ならびに流通業者に提供すべき情報

第11条は、市場投入前に技術文書(technical documentation)を作成し、その後も継続的に最新の状態
に更新するよう要求しています。文書に含めるべき項目は別紙IV(Annex IV)に列記されていますが、シ
ステムの意図された目的と設計ロジック、アーキテクチャ、データ要件と学習方法論、検証とテストの
手続きおよび結果、リスク管理システムの運営記録、変更履歴まで、範囲は広くなっています。中小企
業とスタートアップには簡潔な形式が認められているので、パンギョのスタートアップの規模であれば、
この軽減された枠組みを活用する方がよいです。

第12条は自動記録、すなわちログ(log)機能を要求しています。ハイリスクシステムは、運用中に事象
を自動的に記録できる必要があり、この記録はシステムのリスクを識別し、実質的な変更を追跡し、ラ
イフサイクル全体のモニタリングを支援するために使用されます。採用AIであれば、どのような履歴書
が入力されてどのようなスコアが生成されたのか、その判断に関与したモデルバージョンが何であった
かを後で再構成できる必要があるということです。このログがなければ、インシデント発生時にプロバ
イダーも流通業者も何が起きたのかを説明することができません。

第13条は、このログとシステム自体を流通業者が実際に扱えるように情報を提供するよう要求してい
ます。取扱説明書には、人間による監督のために取るべき措置、システムを運用するために必要なコン
ピューティングリソースとハードウェア、システムの予想寿命、保守方法、および第12条のログを収集、
保存、解釈する方法まで含める必要があります。これらの3つの規定を1文で結ぶと、以下のようになり
ます。第11条はプロバイダー自身が説明できる状態を作るよう求めており、第12条はその説明を裏付
ける証拠を残すよう求めており、第13条はその証拠と説明を流通業者に提供するよう求めているという
ことです。この章のこの節は他の節より短いのは、割り当てられたNLM資料そのものが序論部分のみ残っ
ており、条文本文の詳細な説明が欠けていたためです。3つの規定の具体的な内容は、公開されたAI規
則原文と別紙IVを根拠として、この節で直接補充しました。

12.4 人間による監督、第14条が描く統制権

第14条は、ハイリスク・システムが自然人(natural persons)によって効果的に監督されることができ
るよう、人間-機械インターフェースを含むように設計されなければならないと規定しています。目的
は明確です。他の要件をすべて満たしていても、残存するリスクを人間が最後に検出できなければなら
ないということです。条文は、システムが配布者に提供すべき能力を5つに分けます。システムの能力
と限界を理解し、異常な兆候を監視できる能力、人間がAI出力に無批判に依存してしまう自動化バイア
ス(automation bias)を認識する能力、出力を正しく解釈する能力、特定の状況でシステムの使用を拒否
するか出力を無視して覆すことができる能力、そしてボタンを押すような手続でシステムを停止させる
ことができる能力です。

採用AIに当てはめるとこうなります。採用担当者がAIが付けた順位をそのまま信じて進めるのではな
く、順位がおかしいと思ったら、なぜこのような結果になったのか問い質し、必要なら其の順位を無視
できなければなりません。ここで韓国のスタートアップがしばしば犯す誤りがあります。インターフェー
スに順位とスコアだけを表示し、根拠は隠しておくのです。こうなると人間による監督が名前だけ残っ
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て実質は消えます。配布者側の義務を規定した第26条も、配布者が提供者の説明書に従ってシステムを
運用し、入力データの関連性を管理し、人間が最終判断を握る人間による監督体制を維持するよう要求
していますから、第14条は提供者だけが担う条文ではなく、配布者と一対をなす条文です。

「適切で比例的な」能力という表現が条文のあちこちに出てきますが、これが正確にどのレベルを指
すのかは、システムの種類と使用環境によって異なるしかありません。応急室診断補助AIと採用順位AI
に要求される人間による監督の強度が同じはずがないからです。AI局はこの適切性を判断する際にも、
意図された目的を基準とし、調和標準や共通仕様を参照します。

12.5 正確性、堅牢性、サイバーセキュリティ、第15条が要求する技術的最低限度

第15条は、ハイリスク・システムが適切なレベルの正確性(accuracy)、堅牢性(robustness)、サイバー
セキュリティ(cybersecurity)を備え、ライフサイクル全体にわたってこのレベルを一貫して維持するよ
う要求しています。正確性の部分では、システムの正確度レベルと関連指標(metrics)を使用説明書に明
記しなければなりません。採用AIなら、順位予測の正確度をどの指標で測定したのか、その数値がいく
らなのかを文書に書かなければならないということですね。堅牢性は、エラーや不一致、欠陥の前でも
崩れない弾力性を意味します。入力値が少しおかしくても、システムが見当違いな結果を吐き出しては
いけないということです。

サイバーセキュリティの項目が実務的にやっかいです。データとモデルの汚染(data and model
poisoning)、敵対的例(adversarial examples)、機密性侵害のような脅威に対する技術的対策を、システ
ムのリスクと文脈に合わせて備えなければなりません。誰かが悪意を持って履歴書データを改ざんして、
特定の候補者を自動的に落とす攻撃を仕掛ければ、それはまさにデータ汚染攻撃です。こうした脅威を
防ぐ対策がなければ、第15条違反です。サイバーセキュリティ認証制度であるRegulation (EU)
2019/881に従って認証を受けるか適合性声明をしたシステムは、第15条のサイバーセキュリティ要件
を満たしたと推定されるという点も押さえておく価値があります。正確性と堅牢性、サイバーセキュリ
ティの「適切なレベル」を測る定量的基準もまた、まだ調和標準で完全に整理されていません。欧州委
員会が利害関係者と測定機関を通じてベンチマークと測定方法論を発展させるつもりではありますが、
現段階でスタートアップが頼れるところは、結局のところISO/IEC 24029やNIST AI RMFのような国際
ガイドラインを準用して自社指標を立てることだけです。

12.6 適合性評価とCEマーキング、ならびにEUデータベース登録

ここまで扱った第9条から第15条までがシステム内部の設計要件だとすれば、第43条と第48条と第49
条はその結果を外に証明する手続です。第43条は2つの選択肢を示します。調和標準を満たしていれば、
提供者が自ら評価する内部管理(Annex VI)方式を使うことができ、調和標準がないか附属書III第1号に該
当するバイオメトリクス(biometrics)システムなら、公認通知機関(Notified Body)の審査を受ける第三者
認証(Annex VII)方式に進まなければなりません。採用AIは附属書III第4号に該当するので、原則として
内部管理で行きます。ただ、バイオメトリクス要素が少しでも混じり込むと、例えば面接動画から表情
や音声を分析する機能が付くと、その瞬間に附属書III第1号に移り、調和標準を完全に適用できないか
共通仕様を使わない場合、通知機関の審査が強制される可能性があります。これは私も会社にいつも強
調しているポイントなのですが、バイオメトリクス要素をちょっと混ぜ込む瞬間に適合性評価の重さが
まったく変わるということを開発チームが見落とすことがよくあります。
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医療機器や機械類のように附属書Iの製品にAIが組み込まれる場合は、既存の製品安全法規の適合性
評価手続に従いますが、その手続の中にAI法第3章の要件を組み込まなければなりません。第8条第2項
がこの統合を許可する根拠です。システムまたは意図された目的が実質的に変更(substantially
modified)されれば、改めて評価を受けなければなりませんが、学習を継続するシステムの中で事前に定
めて文書化した変更は例外とします。ここで実質的変更の境界線がどこなのかが再び曖昧になるのです
が、採用AIの順位アルゴリズムを丸ごと変えることと、パラメータを数個調整することの間のどこで再
評価義務が掛かるのかは、条文だけではっきりしません。

適合性評価に合格するとCEマーキング(第48条)を添付します。目立ち、読みやすく、消えないように
添付しなければならず、物理的添付が難しいシステムなら、パッケージや同封文書に、デジタルのみで
提供されるシステムなら、インターフェースや機械読み込み可能なコードで代替できます。通知機関が
審査に関わったなら、その機関の識別番号をCEマーキングの隣に一緒に書かなければなりません。第
47条に従うEU適合性宣言(EU Declaration of Conformity)も合わせて作成して10年間保管しなければな
りませんが、複数のEU法律が重なる製品なら、宣言1つで統合できます。

最後がEUデータベース登録(第49条)です。提供者、またはEU域外の企業なら、公認代理人
(Authorised Representative)が市場投入前に自身とシステムを登録しなければなりません。附属書IIIに
列挙されたハイリスク・システムだけでなく、第6条第3項のフィルター条項に従って、みずからハイリ
スクではないと判断したシステムも登録対象だという点がしばしば見落とされます。この場合はなぜハ
イリスクではないと判断したのか、自社の評価根拠を文書で残さなければなりません。スタートアップ
が後になって自分の採用AIが「ハイリスクではない」という結論に至る状況が来たとしても、その判断
根拠を登録して保管しなければならないということです。法執行または移民、亡命、国境管理分野に使
われる特定のハイリスク・システムはデータベースの非公開セクションに、一部の重要インフラ関連シ
ステムは国家単位で別に登録されます。

EU域外に本社を置く企業、すなわちスタートアップのような韓国企業なら、EU市場に投入する前に
EU内に設立された公認代理人を書面で指定しなければならないという義務がこのすべての手続の上に
さらに1つ積まります。この代理人は技術文書と適合性宣言の写しを10年間保管し、当局が要求すれば
提出する義務を負います。調和標準の制定がCEN/CENCLECが当初目標とした2025年8月の期限を超え
てまだ進行中であるという事実も押さえておく価値があります。このギャップがデジタル・オムニバス
へとつながった遅延の背景でもあり、今後も標準が完成するまでは、適合性評価の具体的基準は流動的
にならざるを得ません。

参考資料

適用日の整理。AI法発効2024年8月1日。罰金根拠条項(第99条、第101条)発動2026年8月2日。附属書
III独立型ハイリスク・システム義務全面適用2027年12月2日(デジタル・オムニバスで2026年8月2日か
ら延期)。附属書I製品内蔵型ハイリスク・システム義務適用完了2028年8月2日(デジタル・オムニバス
で2027年8月2日から延期)。通知機関のAI法上指定申請期限2028年2月2日前後。

罰金幅。附属書III第4号の採用AIのようなハイリスク義務(第16条など第3章)違反は第99条第2項に従
い、世界年間売上高の3%または1,500万ユーロの高い方。第5条禁止行為違反は7%または3,500万ユー
ロの高い方で、この章の義務よりはるかに重いです。

自己点検チェックリスト。リスク管理システムが品質経営システムと一つにまとめられているか。訓
練データの統計的属性とバイアス評価記録が残っているか。特別カテゴリー個人情報を扱ったなら
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GDPR上の保護措置を別個に文書化したか。技術文書が附属書IV項目をすべて埋めているか。ログ機能
が実際に事件を再構成できるレベルであるか。配布者用説明書に人間による監督方法とログ解釈方法が
入っているか。インターフェースに順位や判定の根拠が露出して、配布者が実際に無視したり覆したり
できるか。正確度指標が使用説明書に数字で書かれているか。データ汚染や敵対的攻撃に対する防御措
置があるか。バイオメトリクス要素が1つでも混じり込んでいないか、再確認したか。EU公認代理人を
指定したか。EUデータベース登録を、ハイリスクではないと判断した場合までを含めて、済ませたか。

この12個の項目中、いくつに自信を持ってそうだと答えられるか、その答えが2027年12月と2028年
8月が来る前に、いくつ増えるかは、今やスタートアップの開発チーム長の双肩にかかっています。

弁護士

kimkj.com
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第13章 配布者の義務

欧州連合人工知能法解説書

分当にあるヘルスケアスタートアップが、ドイツの子会社に採用審査人工知能を導入することになり
ました。会社を作る側から見ると、この事例は珍しいことではありません。ソフトウェアはすでに完成
しており、会社がそれを購入して使うだけでよいのです。しかし、購入して使う場所にも法が関わって
きます。人工知能法はこの場所を配布者（deployer）と呼び、第26条と第27条で配布者が守るべきこと
を定めています。作らなかったのだから責任もないという考えは、この章を読んだ後には手放しておく
のがよいでしょう。

13.1 使用指針の遵守、人間による監督の配置、ログ6か月

配布者の義務の出発点は、提供者が作成した使用説明書をそのまま従うことです。提供者は、その採
用審査人工知能がどのような条件で、どのようなデータを入力して、どのように結果を解釈すべきかを
使用指針に記載しています。配布者がその範囲外でシステムを運用してはいけません。その人工知能が
履歴書評価用としてのみ認証されていたのに、会社がそれを在職者の昇進審査にまで使う場合、その瞬
間、会社は指針を逸脱したことになり、問題が生じた時には責任は会社に移ります。

次は人間による監督の配置です。第12章で見たように、提供者は人が介入できるようにシステムを設
計しなければなりません。配布者は、その設計を実際に機能させる人を置かなければなりません。誰で
もよいわけではありません。その人は、システムがどのような根拠に基づいて申請者をフィルタリング
しているかを理解し、おかしいと思ったら結果を覆す権限と能力を持つ人でなければなりません。人事
部の末端の人に画面を見て承認ボタンを押すだけの任務を与えることは、監督ではなく監督の真似事で
す。執行当局が事故後の調査に入ると、最初に問う地点がここです。監督者が実際に何を見ることがで
きたのか、何をする権限があったのか、ということです。

監視と記録の義務も伴います。システムが運用される間、異常な兆候を監視し、重大な誤動作や事故
が発見された場合は使用を中止し、提供者と関係当局に通知しなければなりません。そしてシステムが
自動的に残すログを保管しなければなりません。期間は最低6か月です。この6か月という数字は交渉の
対象ではありません。採用結果について後に訴訟が起こされた場合、その時点で人工知能が何に基づい
てどのような判断を下したのかを示すことができてこそ、会社は防御できるのです。ログを削除してし
まった会社は、防御する資料そのものを持たないことになります。

13.2 労働者を対象とした人工知能の導入、事前通知

ここに韓国企業が見落としやすい点があります。労働者を対象とした高リスク人工知能を導入する際、
会社はその事実を労働者に事前に知らせなければなりません。導入した後に告知する順序ではなく、導
入する前に知らせる順序です。

国内の慣行とは異なります。国内では新しい人事評価ツールや勤務管理システムを導入する際、従業
員に事前説明会を開く場合もありますが、法がそれを強制していません。ヨーロッパではこの点で異な
ります。採用、配置、成績評価、解雇のように労働者の立場に影響を与える高リスク人工知能であれば、
導入前の通知は法的義務です。先ほど言及した分当ヘルスケア会社がドイツの子会社で採用審査人工知
能を使う場合、その人工知能が扱う申請者だけでなく、すでに在職中の労働者代表や労働者協議会にも
事前に知らせなければならない場合が生じます。私は、この通知義務を人事部ではなく法務部が担当す
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べきだと考えています。人事部は通知を広報や案内程度と考えやすいのですが、これは法が定めた手続
であり、漏らすとそれ自体が違反だからです。

13.3 基本権影響評価、誰が実施すべきか

配布者の義務の中で最も重いのが基本権影響評価です。第27条が定めており、一般にプリア（FRIA、
Fundamental Rights Impact Assessment）と略称されます。高リスク人工知能を使用する前に、それが
人間の基本的権利にどのような影響を与える可能性があるかを事前に検討する手続きです。

この義務は全ての配布者に適用されるわけではありません。対象を正確に区別することがこの節の核
です。公共機関である配布者、および公共サービスを提供する民間配布者が附属書IIIの高リスクシステ
ムを使用する場合、この評価を実施しなければなりません。純粋な民間企業が社内業務用に高リスク人
工知能を使用するからといって、自動的にこの義務が課されるわけではありません。

ただし例外が2つあり、この例外が実務ではより重要です。附属書III 5番項目の(b)号、すなわち信用
評価に使用される人工知能と(c)号、すなわち生命保険・健康保険のリスク評価および価格設定に使用さ
れる人工知能は、純粋な民間配布者でも基本権影響評価の対象です。ソウルに本社を置くフィンテック
企業がヨーロッパで融資審査用の信用評価人工知能を配布者として使用する場合、その企業は公共機関
でもなく公共サービスを提供しているわけでもありませんが、この評価を回避することはできません。
保険会社も同様です。自社が公共性と無関係な純粋民間企業だという理由でフリアをスキップできると
判断するなら、その判断は信用評価と保険という2つの領域では誤りです。

評価に含めるべき内容は定められています。そのシステムをどのような目的で、いつ、どのように使
用するのか。影響を受ける人々の範囲。その使用に関連するリスク。人がどのように監督するか。リス
クが実際に発生した場合にどのような軽減措置を講じるか。この5つを最初の使用前に整理し、使用方
法や文脈が重要に変更された場合は再度更新します。評価を完了したら、その結果を市場監視当局に通
知します。人工知能局（AI Office）が作成する質問票様式を使用することになっていますが、この様式
は私が検討した時点まで最終版が公開されておらず、実務者の間で独自に作成した草案が先に流通して
いる状態です。

個人情報保護影響評価、すなわちGDPRのDPIAとの関係も指摘すべき部分です。第27条4項は、基本
権影響評価がDPIAを補完すると述べています。代替ではなく補完です。すでにDPIAを実施した会社で
あれば、その資料を基本権影響評価に使用できます。申請者の個人情報をどのように収集・処理するか
はDPIAにすでにあるはずなので、その部分を再度作成する理由はありません。しかし、DPIAは個人情
報の保護を見る評価であり、基本権影響評価は差別や公正な裁判を受ける権利のように、個人情報を超
える基本的権利まで見ます。2つの評価が重なる部分では資料を共有し、重ならない部分は別途満たさ
なければなりません。DPIAをしたからフリアは終わったと考える企業があるなら、その企業はこの条
項を誤って読んでいるのです。

ここで日付の問題を1つ指摘する必要があります。この原稿が参照したノートブックLMの資料は、附
属書III独立型高リスクシステムに対する第26条・第27条の義務が2026年8月2日から全面適用されると
述べています。しかし2026年5月7日、欧州議会と理事会、欧州委員会は、デジタルオムニバスと呼ば
れる改正案に暫定合意し、そこには附属書III独立型高リスクシステムに対する義務適用時期を2027年12
月2日に16か月延期する内容が含まれています。この合意は、私がこの原稿を執筆している時点まで、
欧州議会と理事会の正式採択と官報への掲載を経ていない暫定的な状態です。つまり8月2日が来る前に
正式に確定される可能性があり、そうなれば元々知られていた8月2日の適用は中止され、2027年12月
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に移行します。私は韓国企業にはこのようにお勧めします。8月2日に向けて急いでいた準備を遅くする
理由はありません。正式採択なしに8月2日が過ぎてしまえば、元々定められた日付がそのまま生き続け
るからです。ただし、その日付が延期される可能性が実際に存在することを知り、欧州連合官報にこの
改正案が掲載されるかどうかを8月初旬までに直接確認されることを希望します。

この章で確認すべき事項を記載します。

使用指針の遵守。提供者が定めた条件と用途を超えない。

人間による監督。理解し介入する能力と権限を持つ人を実際に配置する。

監視とログ。異常な兆候に対応し、ログは最低6か月保管する。

労働者への通知。労働者を対象とした高リスク人工知能は導入前に知らせる。人事部ではなく法務部
が担当する。

基本権影響評価。公共機関と公共サービス提供民間配布者は附属書IIIシステム使用時に義務の対象で
ある。純粋な民間企業でも信用評価（5号b項）と生命・健康保険リスク評価・価格設定（5号c項）は例
外なく対象である。GDPR DPIAとの資料は共有できるが、それで代替することはできない。

施行日の確認。附属書III独立型高リスクシステムの第26条・第27条の義務は、もともと2026年8月2
日の予定でしたが、デジタルオムニバス合意により2027年12月2日に延期される可能性があります。正
式採択の有無を官報で直接確認してください。

分当のそのヘルスケア会社に戻ってみましょう。ドイツの子会社が採用審査人工知能を導入する前に、
会社が最初に問うべきことは、この人工知能がどれほど洗練されているかではありません。私たちが配
布者としてどのような立場にあるのか、それを最初に問うべきなのです。

弁護士

kimkj.com
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欧州連合人工知能法解説書

欧州連合人工知能法解説書

パンギョのあるスタートアップのコンプライアンス責任者が先週、私にメールを送りました。CEN、
CENELEC調和標準がまだ発表されていないのに、2026年8月2日の高リスクシステム義務はそのままやっ
て来るという、一体何を根拠に適合性を立証すべきかという質問でした。この質問に正答はありません。
ただし、いま手にできる道具をどう配列するかで、8月2日の朝の表情は変わります。

14.1 調和標準の策定遅延という背景

欧州連合人工知能法（規則（EU）2024/1689）は2024年8月1日に発効し、高リスクAIシステム提供
者に第3章が定める義務を課しました。この義務は2026年8月2日から全面的に適用され、同じ日にAI局
の罰金賦課権も同時に発動されます。違反時の課徴金は、直前の会計年度の世界全体の売上高の3パー
セントと1500万ユーロのいずれか大きい方です。一つの日付で義務と処罰が同時にオンになるわけで
すね。

この義務を技術的に満たす仕組みが調和標準です。欧州委員会は2023年5月22日の決定C(2023) 3215
により、欧州標準化委員会（CEN）と欧州電気技術標準化委員会（CENELEC）に標準化要請M/593を
送信しました。この標準に合わせてシステムを開発・検証すれば、法の関連規定を満たしたとみなされ
る適合性推定（Presumption of Conformity、第40条）の利益を受けます。条文を一つ一つ対照する必要
がないので、提供者にとっては最も確実な近道です。

ところが、CEN、CENCLECは要請された2025年8月の期限を越えました。2026年7月現在も標準案
の作業は継続中です。組織内部では遅延を取り戻そうとしていくつかの応急措置を決議しました。審査
（Enquiry）投票で賛成が出たら、別途の正式投票なしに草案を直ちに公表できるようにしたほか、最
も遅れた草案6件を処理する小規模な作成チームも別途設置しました。目標は2026年第4四半期までに
最初の標準を世に出すことです。その中で、第17条品質管理システム（QMS）に対応するprEN 18286
は審査段階に進んだ状態です。

ここで私が申し上げたい判断は以下の通りです。標準案が2026年内に発表されたとしても、それが
直ちに適合性推定の利益につながることはありません。委員会が官報に引用を掲載する審査手続が別途
残されており、この審査には時間がかかります。ですから8月2日の明け方に、調和標準を根拠に適合性
推定を主張できる韓国企業は事実上存在しないと見る方が安全です。標準が出たというニュースと、そ
の標準で法的利益を受けられるという事実は、別の時点です。

委員会もこの間隙に気付いています。法は、標準が時間内に、または満足のいく方法で開発されない
場合、委員会が規則で共通仕様（Common Specifications、第41条）を採択できるよう規定しています。
実践規約（Code of Practice、第56条）も標準が承認されるまで使用する暫定的なツールとして明記さ
れています。AI局は実践規約に従った実績を罰金算定の減軽事由として検討すると述べており、委員会
はデジタルオムニバス提案を通じて高リスク規定の適用に追加の猶予を与える方案さえ検討しています。
遅延を認め、その空白を埋めるための代案を何重にも準備しているようです。

韓国企業の立場からこの背景が意味することは明確です。8月2日に標準という完成した答案用紙を受
け取ることを期待するのはやめるべきです。代わりに、答案用紙がない状態で、採点者に何を示すかを
今から準備する必要があります。
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14.2 標準不在の代案：ISO/IEC 42001とNIST AI RMF

標準がない場所を埋める最初の代案は実践規約です。第56条に基づく実践規約は、第53条1項（すべ
ての汎用AIモデル提供者の義務）と第55条1項（システム的リスクモデル提供者の義務）の遵守を立証
する簡単な方法として認められます。逆に、実践規約に従わなければ、AI局はより詳細な情報を要求で
きるので、実践規約を無視する方がむしろ書類作業を増やすわけです。

2番目は国際標準です。ISO/IEC 42001は、組織レベルのAI経営システム（AIMS）を認証する標準で
あり、2026年に入ってから認証実績が急速に増えています。ただし、ここで注意すべき点があります。
ISO 42001認証書を取得したからといって、AI法の適合性推定の利益が自動的に従うわけではありませ
ん。適合性推定はEU官報に引用が掲載された調和標準にのみ与えられる特権であり、ISO 42001はEU
調和手続の外にある国際標準だからです。ISO 42001だけを持つ提供者は、紛争が生じたときに立証責
任をなお自らが負うことになります。私はこの点を頻繁に誤解する実務家を見てきました。ISO認証書
を法的盾と勘違いするわけです。盾ではなく、盾を作る材料程度と見る方が正確です。

同じ42000番台の中でprEN 18286に注目する必要があります。この標準は第17条品質管理システム
を対象とした、個別システム単位の調和標準候補であり、既に審査段階に進んでいます。ISO 42001が
組織全体のガバナンスを認証するツールであれば、prEN 18286が完成した瞬間、その場所に取って代
わる、より狭くより直接的なツールです。2つの標準を同じレベルに置かず、今はISO 42001で骨組み
を立て、prEN 18286が官報に登れば、その上に個別システム書類を載せる二段階戦略の方が、私はよ
り安全だと見ています。

3番目の場所にNIST AI RMFがあります。ただし、正直に申し上げると、AI法の条文のどこにもNIST
AI RMFに言及する部分はありません。このフレームワークは米国国立標準技術研究所が2023年1月に発
表した自発的ガイダンスであり、2026年現在もバージョン1.0が現行版です。認証手続もなく罰則もあ
りません。Govern、Map、Measure、Manageの4つの機能で構成されていますが、NIST自身がこれら
の下位項目をISO 42001の条項と対比した対応表を公開して、重複する部分が相当あることを示しまし
た。GoverはISO 42001の5、6節と、Mapは影響評価と、Measureは監視と、Manageは運用統制と連動
しています。

ですから、実務で有用な組み合わせは以下の通りです。NISTの4つの機能を内部統制項目を分割する
骨組みとし、AI法の条文をその骨組みが満たすべき義務のリストとするわけです。米国側の事業のため
にすでにNIST RMFで内部統制を構成している韓国企業であれば、その枠を捨てて新しく作る必要はあ
りません。同じ統制項目1つに対してAI法の条文、ISO 42001の条項、NIST RMFの下位カテゴリを並べ
て記入する対比表1枚で十分です。3つのフレームワークを別々に運営して監査のたびに異なる書類を出
すより、この対比表1つで、はるかに少ない人員で回ります。

まとめると、この節の判断は以下の通りです。調和標準の法的地位を代わることができるものは今は
ありません。ただし、ISO 42001とNIST AI RMF、そして実践規約を重ね合わせれば、標準がなくても
監督当局を前に提出する書類の厚みは確保できます。厚みが直ちに法的防御力ではありませんが、誠実
に準備したという状況証拠にはなります。

14.3 遅延によるデータガバナンスの空白と自発的対応

3つの節の中で、この節が最も急を要すると私は見ています。理由は簡単です。データは後になって
遡って修正できない材料だからです。
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AI法第10条は、高リスクAIシステムの訓練、検証、試験に用いられるデータセットに関連性、代表性、
誤り無し、完全性を要求しています。データ収集と準備、偏差検出と軽減、システムが実際に用いられ
る地理的、文脈的、行動的環境まで考慮しろという条文です。この義務もまた2026年8月2日から全面
的に適用されるのですが、調和標準がないので、関連性や代表性をどのような数値で立証すべきかにつ
いての公認された基準がありません。何を備えれば十分かを示す採点基準表が空っぽの状態です。

ここでの問題は時間がかかるという程度ではありません。今集めるデータが、後のシステムの性能と
限界を決めます。標準が出るまでデータガバナンスを先送りにして待っていれば、その間に積み重なっ
たデータセット自体がすでに関連性や代表性が不足した状態で固まっている可能性があります。条文解
釈は後になって追いつくことができても、偏ったデータで学習を終えたモデルは、標準が出た後では遡
ることができません。ですから、私はこの空白を法的不確実性ではなく、技術的に遡り得ない問題とし
て読みます。待つ理由がないということです。

自発的に埋められる場所は2つあります。1つは汎用AIモデル実践規約です。その中には訓練コンテン
ツ公開概要書作成義務が含まれており、これはデータガバナンスと直結します。実践規約に従えば、第
53条と第55条の遵守の簡単な方法として認められ、2026年8月2日以降の罰金算定で減軽事由としても
機能します。もう1つは、第9条リスク管理、第11条技術文書、第12条自動記録、第14条人間による監
督、第15条正確性と堅牢性、サイバーセキュリティまで網羅した自社文書化体系です。標準がないから
といって、ドキュメンテーション自体を先送りにすることはできません。むしろ標準がないほど、自社
基準を設定した根拠と、その基準に基づく検証記録を密に残す必要があり、後になって監督当局が根拠
を問うたときに、示せるものが生まれます。

実践規約に従わない提供者には、AI局がより詳細な情報を要求できるという条項も、改めて心に刻む
必要があります。この条項は次のように読めます。自発的に基準を設定した企業はその基準を示せばよ
いが、何の基準も設定しない企業は、局が要求する通りに最初から資料を作成しなければなりません。
結局のところ、先に動いた方が後で苦労が少なくて済みます。

執行委員会は第6条ガイドラインを2026年2月2日までに発表することにし、共通仕様とデジタルオム
ニバス猶予案についても検討中です。この動向は引き続き注視する必要がありますが、動向を注視する
作業と現在のデータガバナンス体系を構築する作業の順序を変えてはいけません。判江のその担当者に
私が与えた答もこのようなものでした。標準を待つのではなく、今蓄積されているデータから関連性と
代表性を自ら点検する手続きを作りなさいということです。標準はその手続きを後から検証するツール
に過ぎず、手続き自体を代わりに作ってくれるものではありません。

参考資料

日付 2024年8月1日、AI法発効 2025年8月2日、汎用AIモデル（GPAI）義務適用開始 2026年2月2日、
第6条ガイドライン発表予定 2026年8月2日、高リスクAIシステム（附則III）義務全面適用、AI事務局罰
金賦課権発動 2027年8月2日、附則I製品内蔵型高リスクAIシステム全面適用、2025年8月2日以前発売
GPAIモデルの準拠猶予終了

判断基準 調和標準が官報に引用掲載されるまでは、適合性推定を主張することができません。
ISO/IEC 42001認証は組織ガバナンスを示す根拠ですが、それ自体が法的推定の利益を与えるものでは
ありません。実践規約の準拠は簡便な立証方法であり、かつ罰金減軽理由であり、未準拠は追加情報要
求につながります。データガバナンスは標準発表を待つべき対象ではなく、現在蓄積されているデータ
から適用すべき対象です。
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チェック項目 自社システムが附則III高リスク範疇またはGPAI範疇に該当するか再度確認しましたか
GPAI実践規約のうち、訓練データ要約本関連条項を検討し、自発的に反映しましたか ISO/IEC 42001
AIMS構築とは別に、NIST AI RMFの4機能を統制項目対照表として整理しましたか 第9条、第10条、第
11条、第12条、第14条、第15条それぞれについて、自社文書と検証記録を備えていますか EU域内の認
定代理人を書面で指定しましたか

弁護士

kimkj.com
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15章 超えてはならない線

欧州連合人工知能規則解説書

坡州のあるHRテック・スタートアップの会議室。採用ビデオ面接ツールに表情分析機能をつけよう
という案が上がってきました。応募者の眼球運動と声の震えを読み取り、緊張度と誠実性スコアをつけ
る機能です。国内ではすでに何社かの大企業の採用選考に似たようなツールが使われており、これを直
接禁止する法律の条文もありません。問題は、この会社がちょうど独自の支社の採用にも同じツールを
使おうとしていたという事実でした。担当弁護士が条文を確認してから、会議は異なる局面に入りまし
た。国内では適法なツールが、国境をひとつ越えた瞬間に、刑事罰級の課徴金の対象に変わってしまっ
ていたからです。

欧州連合人工知能規則（Regulation (EU) 2024/1689、以下AI規則）第5条は、このような状況を生み
出す条文です。2024年8月1日に発効したこの法律は、リスク基盤アプローチ（risk based approach）
を骨組みとしてAIシステムを4段階に分けていますが、第5条が扱う領域は、そのうち最上部の、認可そ
のものが許されない禁止される実践（prohibited practices）です。高リスクまたは制限リスクのシステ
ムは義務を守れば市場に出すことができますが、第5条に該当すれば、いくら書類を整えても無意味で
す。作ることも、売ることも、使うこともできません。そこで実務家たちは、この条文をAI規則全体の
最初にして最も堅い関門（first hard compliance gate）と呼びます。施行日も最も早かったのです。発
効から6ヶ月後の2025年2月2日からすでに全面施行中であり、違反すれば第99条第3項に従い、3,500万
ユーロと世界年売上の7パーセントのいずれか大きい方が課徴金として課されます。AI規則全体を通じ
て最も重い罰金段階がここです。

15.1 潜在意識操作と弱点悪用

第5条第1項(a)号は、人間の意識範囲を超える潜在意識技術を使うか、意図的に操作的または欺瞞的
な技術を配布して人間の行動を実質的に歪め、判断能力を顕著に損傷させて重大な害をもたらす場合を
防止します。(b)号は、年齢、障害、社会経済的地位によって生じる脆弱性を悪用して同じ結果をもた
らす場合を防止します。二つの項が共に要求するのは、結局のところ二つの要件です。行動の実質的歪
曲、そして重大な害（significant harm）。この両者が共に確認されるべき違反が成立します。軽微な不
便または些細な経済的損失はここに含まれないとソース資料は明らかにしていますが、その境界線は実
際にはかなり低く引かれるだろうと私は見ています。健康、安全、基本的人権に深刻な影響を与える可
能性のあるレベルを重大な害と見なすという記述が繰り返されるのを見ると、執行当局がこの敷居を寛
容に広く解釈する可能性は低いと思われます。

ここで見落としやすい点があります。条文が見ているのは、開発者の意図ではなく、システムの効果
だという点です。坡州のスタートアップが採用ツールを作る際に操作するつもりが全くなかったとして
も、そのツールが実際に応募者の判断力を曇らせ、不利益を与えるなら、条項はそのまま適用されます。
実務で最もよく誤解される点がここです。誰もが悪意がないと主張しますが、AI事務局（AI Office）が
問う質問は異なります。意図された目的（intended purpose）だけでなく、合理的に予見可能な悪用（
reasonably foreseeable misuse）も含めて見ます。コマースアプリのUIに入れた一つのナッジが、子ど
もや高齢者ユーザーに意図しない決済を引き起こすなら、設計者がそのような結果を望まなかったとし
ても、違反判定を避けることは難しいのです。
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釜山のある医療機器会社が経験した事例も似ています。高齢患者に健康補助食品を勧めるチャットボッ
トを作る際に、対話の流れを反復露出と緊急性の文言で組み込みました。国内ではマーケティング手法
の一つとして見過ごされる設計かもしれませんが、高齢という脆弱性を狙って購買行動を歪めるという
点でEUではこのセクション(b)号違反のおそれを抱えているわけです。

15.2 社会信用スコア

第5条第1項(c)号は、公共主体であれ民間主体であれ、人間の社会的行動または性格特性を根拠にス
コアをつけ、そのスコアのために元々の文脈と無関係な場面で不利な扱いを受けるか、またはその行動
に比べて過度に不利な扱いを受けるシステムを禁止します。国家が国民を監視して等級をつける光景を
思い浮かべやすいですが、条文は民間企業にも同じように適用されます。信用格付け会社がSNS投稿や
オンライン行動データをかき集めて総合信用スコアを作り、そのスコアをローン審査や保険加入に使う
なら、この条項に真正面から引っかかることになります。

ソース資料には、法的条件が充足される場合（where the legal conditions are met）という但し書き
が付いているのですが、その条件が正確に何であるかは確認されていません。この部分は欧州委員会の
後続ガイドラインを待つべき点だと私は考えます。ただし、実務的判断基準は明確です。評価対象の行
動とそのスコアが使われる文脈が互いに異なるか、その結果が元々の行動の重さに比べて過度であるか。
この二つの質問に肯定的な答えが出れば、警告信号として扱う必要があります。国内のフィンテック業
界が運営してきた代替信用スコア・モデルの多くは、この基準で改めて検討する必要があるわけです。

執行当局がこの条項を見るとき、中心に置いているのも開発者の説明ではなく、システムが実際に生
み出す効果です。信用スコア・モデルを設計した側がローン審査にのみ使うつもりだったと明かしても、
そのスコアが採用や賃貸借審査のように元々の文脈と無関係な領域に流れ込んでいくなら、違反判定は
そのまま成立すると私は考えます。罰金を課する権限は2025年2月2日からすでに開かれているため、
違反が確認された瞬間、AI事務局は躊躇なく制裁に入るだろうと見られます。

15.3 リアルタイム遠隔バイオメトリック認識―原則禁止と例外

第5条第1項(h)号は、公開アクセス可能な空間（publicly accessible spaces）で法執行目的のためにリ
アルタイム遠隔バイオメトリック識別システムを使うことを原則的に禁止します。広場、地下鉄駅、ス
タジアムのように誰もが出入りする場所でCCTVで顔をリアルタイムでスキャンして身元を照合するシ
ステムが典型的な対象です。

例外は広くありません。以下の3つの要件のいずれかを満たす必要があり、その上で厳格に必要であ
る場合（strictly necessary）という敷居を越える必要があります。誘拐または人身売買、性的搾取の被
害者、行方不明者を見つけるための標的捜査。生命または身体の安全に対する特定の実質的で差し迫っ
た脅威またはテロ攻撃を防ぐ場合。そして附属書IIに規定されている犯罪のうち、当該加盟国において
最高4年以上の懲役刑で処罰される犯罪の容疑者を見つける場合です。厳格に必要である場合という敷
居は狭く解釈されると見られます。他の、より侵害的でない手段で目的を達成できるなら、例外は認め
られないと私は読んでいます。

韓国の保安業者やスマートシティ・ソリューション企業がEU地域自治体にリアルタイム顔認識CCTV
を納入しようとするなら、この条項が最初の関門です。法執行目的でない商業施設の盗難防止または店
舗マーケティング用の顔認識は、第5条(h)号そのものの適用対象ではありませんが、リアルタイムでは
なく事後照合方式で設計したか、公開アクセス可能な空間の定義に該当するかを別途検討する必要があ
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ります。附属書IIにどのような犯罪が具体的に列挙されているかはソース資料だけからは確認されない
ため、契約前に原文の確認が必須の箇所です。

執行当局の観点から見ると、公共場所でのリアルタイム生体識別はプライバシーと移動の自由を触れ
る条項の中でも、最も重い軸に入ると私は読んでいます。そこで公共の安全と基本的人権の間のバラン
スを慎重に取りながらも、少しでも例外要件を逸脱した使用に対しては厳格な基準を適用するように見
えます。地域自治体と契約する国内企業の立場からは、発注者が例外要件をどのように文書化したかま
で確認しておく方が安全です。発注者の判断が誤っていたという理由で供給業者まで共に責任を負う構
図を避けるためです。

15.4 感情認識―職場と教育機関では完全に禁止

第5条第1項(f)号は、職場と教育機関における自然人の感情を推定するAIシステムの発売、サービス提
供、使用を禁止します。ここで国内の実務家が頻繁に混同する点が一つあります。AI規則には感情認識
を扱う条文が2つあるのですが、性質がまったく異なります。第50条は感情認識システムを使用する際
にユーザーにその事実を通知することを要求する透明性義務条項です。コールセンターが通話中に顧客
感情を分析するツールを使う場合、第50条では通知するだけで十分です。一方、第5条(f)号が適用され
る職場と教育機関では、通知で終わりません。そもそも使用する行為自体が禁止されるのです。同じ感
情認識技術が場所一つで報告対象から刑事罰級の禁止対象に変わるわけです。

例外は医療または安全上の理由（medical or safety reasons）に限って狭く開かれています。パイロッ
トまたは管制官の疲労度を監視するシステムが例外として論じられる事例です。一方、従業員の業務集
中度を測定したり学生の授業集中度をスコア化する目的は、例外に含まれないと私は考えます。能率や
生産性という言葉で包装されていても、条項が見ているのは実際の使用文脈です。坡州のスタートアッ
プが検討していた面接表情分析ツールは、採用が職場入職の関門であるという点から、この条項の職場
カテゴリーに入ると解釈するのが安全です。

執行当局は医療または安全目的という例外を広く受け入れないと思われます。能率向上または生産性
向上という表現が契約書または製品説明書に現れた瞬間、むしろそのシステムが例外対象でないという
証拠として読まれる可能性があります。人事管理、教育テック、顧客対応分野でサービスを売る国内企
業なら、感情推定機能をオプションでオン・オフできるように設計したか、そしてそのオプションを職
場と教育機関の顧客には完全に開かない構造にしたかから点検する必要があります。

15.5 国内では問題ないが、EUではできない領域

相談をしていると、国内法にはないのにEUで禁止されている項目をまとめてほしいという要請をよ
く受けます。まず3つを挙げたいと思います。

第1は職場内での感情分析です。国内にはこれを直接禁止する法律がありません。労働基準法や個人
情報保護法による迂回的な規制は可能ですが、感情認識そのものを禁止する法条はありません。EUで
は正反対です。15.4で見たとおり、第5条(f)号が正面から禁止しています。

第2は民間総合スコアです。国内のフィンテック・コマース業界は、すでに複数の代替信用評価モデ
ルを運営しており、オンライン行動データを信用スコアに反映する慣行が規制サンドボックス内で許容
されてきた傾向があります。EUでは社会的スコアの禁止条項が公共と民間を問わないため、同じモデ
ルをそのまま導入すれば、第5条(c)号違反の可能性が高まります。
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第3は顔画像の無差別な収集です。国内企業が顔認識データベースを構築する際、インターネットや
CCTV映像から画像を大量にスクレイピングする方法は、個人情報保護法上の同意要件さえ整えばビジ
ネス自体は禁止されていませんでした。AI法第5条(e)号は、このような無差別スクレイピングにより顔
認識データベースを作成・拡張する行為そのものを禁止慣行として規定しています。

これら3つ以外にも、第5条は(d)号でプロファイリングまたは性格特性のみで犯罪可能性を評価する
システムを、(g)号で生体データから人種、政治的志向、労働組合加入の有無、宗教、性的指向を推論
する分類システムを併せて禁止しています。犯罪関連事実に基づいて人間の判断を補助するツールは
(d)号の例外として残りますが、プロファイリングのみでリスク度を算出するモデルは例外の外です。
国内のスコアリング企業がこの境界線を越える事例は珍しくないと、私は考えます。

この点で必ず確認すべき部分が、域外適用と代理人の問題です。AI法第2条第1項(c)号は、EU域外に
本社を置く企業であっても、EU内で産出物(output)が使用されればこの法律の適用を受けると規定しま
す。ソウルの本社が韓国サーバーでのみモデルを実行しても、その結果がドイツの支店やフランスの顧
客に渡された瞬間、第5条がそのまま適用されます。EU域外の企業は市場出荷前に、EU内に設立され
た認定代理人(Authorised Representative)を書面で指定する必要があり、国内ではさらに別途AI基本法
の適用も受けるため、同じサービス1つを2つの規制枠組みの下で同時に管理する立場に置かれることに
なります。国内AI基本法はまだ第5条のような絶対禁止リストを持たないため、2つの法律の間隙を埋め
る責任は、結局のところ企業内部のコンプライアンス部門が負うことになります。

ここに最近変わった部分を1つ加える必要があります。2026年5月7日に欧州議会と欧州理事会が仮承
認し、6月29日に理事会が最終承認したDigital Omnibus on AIは、第5条に項目2つを新たに加えました。
特定の個人の身体部位を現実的に合成または加工する、いわゆるヌーディファイ(nudify)ツールを含む
非同意の性的画像(NCII)の生成、および児童性的虐待物(CSAM)の生成です。対象者の自由で具体的で
情報に基づいた明示的な同意なしに身体を合成するAIシステムは、今や第5条の禁止対象です。適用は
2026年12月2日からであり、違反時の過料は1,500万ユーロまたは世界的売上の7%のいずれか大きい方
で、他の第5条違反の3,500万ユーロの上限よりも低く設定されています。ディープフェイク合成機能を
備えた画像編集アプリやキャラクター生成サービスを運営する国内企業であれば、今年中にこの条項を
必ず確認する必要があります。

第5条に対応する有効な対策は、事後是正ではなく設計段階での遮断です。システムアーキテクチャ、
アルゴリズム、データ収集方式、ユーザーインターフェイスの1つ1つに禁止事項を事前に組み込む方が、
上市後に機能を削除するよりもコストが圧倒的に低くなります。条文自体が抽象的に読める箇所が少な
くないため、AI法とAI倫理に精通した弁護士またはコンサルタントのアドバイスを受けて、自社システ
ムの意図された目的と予測可能な誤用を合わせて確認する手続きを初期計画段階に組み込んでおくこと
をお勧めします。

参考資料

日付：2024年8月1日、AI法発効。2025年2月2日、第5条全面施行、罰金賦課権発動。2026年5月7日、
Digital Omnibus仮承認。2026年6月29日、理事会最終承認。2026年12月2日、NCIIおよびCSAM生成禁
止条項施行。

罰金：第5条一般違反、3,500万ユーロまたは世界的年売上の7%のいずれか大きい方(第99条第3項)。
NCIIおよびCSAM生成違反、1,500万ユーロまたは世界的年売上の7%のいずれか大きい方。
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禁止項目一覧：(a)潜在意識操作。(b)脆弱性悪用。(c)社会的スコア、公共および民間双方。(d)プロファ
イリングのみによる犯罪危険予測、客観的事実に基づく人間的評価補助は例外。(e)顔画像無差別スク
レイピングによる顔認識データベース構築。(f)職場および教育機関内の感情認識、医療または安全目的
は例外。(g)生体データに基づく人種、政治的志向、労働組合加入、宗教、性的指向推論分類。(h)公共
の場での実時間遠隔生体認識、法執行目的、3つの限定的例外。NCIIおよびCSAM生成、2026年12月新
設。

自社システムチェックリスト：自社のAI機能がユーザーの判断力を曇らせる方向で設計されていない
か。児童、障害者、高齢者など脆弱な集団を対象とした機能があるか。従業員または学生の行動、表情、
音声から感情または状態を推論する機能があるか。個人のオンライン行動を総合して信頼度またはリス
ク度スコアを付与し、その結果を別の文脈で使用しているか。顔画像をインターネットやCCTVから大
量に収集してデータベースを構築しているか。身体画像を合成または編集する機能が同意確認手続きな
しに動作していないか。EU域内で認定代理人を指定したか。国内AI基本法との二重義務を合わせて整
理したか。

第5条は、他の章で扱う高リスクシステムの義務のように、文書を整備し手続きを踏めば解決される
条項ではありません。高リスクシステムは登録され、評価を受け、表示が付けば市場に留まる道が開き
ます。第5条に抵触した瞬間には、そのような道自体が存在しません。超えたらそれで終わりです。板
橋会議室のその表情分析機能は、結局ドイツ支店の採用からは削除することにしました。国内採用では
まだ使用しています。同じコードが国境を越えるたびに適法と違法を行き来する現在の状況を、いかに
さらに長く対応できるのかは別問題です。

弁護士

kimkj.com
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16章 AI基本法とEU人工知能法の二重規制

欧州連合人工知能法解説書

パンギョのある採用ソリューション系スタートアップの話からはじめます。この企業は履歴書と面接
動画を分析して応募者の順位をつける AI を開発しました。国内大手企業の人事部に納入する一方で、
ちょうどハンガリーにある自動車部品会社の子会社にも同じ製品をつけようとしているところです。代
表はこう尋ねました。国内で AI 基本法審査を通過したから、ヨーロッパでもそのまま売ればいいので
はないかと。私はその場で違うとお答えしました。両法は採用という同じ活動を規制対象としています
が、要求する文書と手続、さらには判断主体まで異なります。この企業は今、二つの法を同時に満たす
必要がある状況に置かれています。第 16 章は正にこの場所、つまり韓国企業が国内法と EU 法の間で
実際に立っている場所を扱います。

16.1 2026年施行改正AI基本法の二つの層

韓国の人工知能の発展と信頼基盤の構築等に関する基本法（以下 AI 基本法）は本法が 2026 年 1 月
22 日から施行されました。この時点で施行されたのは規制の骨組みです。高影響人工知能事業者の安
全性確保措置義務、生成型 AI 表示義務、国内代理人指定義務のようなものが、この時に発動しました。
ところが施行令が 2026 年 7 月 21 日に改正施行されると、もう一つの層が加わりました。今回の施行
令改正の重心は規制ではなく振興側にあります。AI 製品・サービス確認制度と公共調達優遇措置が、
正にこの施行令で具体化されました。

この構造を私はこのように整理します。本法は 2026 年 1 月に規制の枠組みを立てあげ、半年後の施
行令はその枠組みの上に産業を押し上げる肉を付けました。一つの法の中に規制する手と押し上げる手
が一緒に入っている計算ですが、この二重性こそが AI 基本法を理解する最初の鍵です。EU 人工知能法
は処罰と市場参入要件を細かく織り込んだ強行法規に近く、韓国の AI 基本法は最小限の安全弁を敷い
た後、調達と認証で企業を引き寄せる側に更に近いです。条文を読む際にこの温度差を見落とすと、国
内規定を読みながらも EU 式の厳格さを期待して空振りることになります。

政府は施行初期の最小 1 年以上の指導期間を運営すると発表しました。罰金をすぐに科すのではなく、
是正勧告と改善の余地をまず与えるという意味です。EU にはこのような指導期間の概念が事実上あり
ません。2026 年 8 月 2 日から、高リスク AI と GPAI 義務違反について AI オフィスが罰金賦課権を直
ちに行使します。同じ年に二つの法が並んで全面適用局面に入るのですが、一方は指導で始まり、他方
は罰金で始まるわけです。この温度差が韓国企業の錯覚を生みます。国内で特に問題なく済んだ慣行を
そのまま EU に持ち込み、初めから課徴金通知書を受け取る場合が出てくる可能性があると私は考えま
す。

16.2 高影響 AI と高リスク AI、発想は似ていて網目は異なる

両法とも、リスク基盤アプローチを採用したという点では同じ言語を使っています。ですが、網を投
げる方式が異なります。

AI 基本法第 2 条 4 号は、高影響人工知能を、人の生命、身体の安全、基本権に重大な影響を及ぼし
又はそのような危険が生ずるおそれのある人工知能として定義しながら、大統領令で定める 11 の領域
で使用される場合にその範囲を確定しました。エネルギー供給、飲料水生産過程、保健医療提供及び関
連システムの運営、医療機器及びデジタル医療製品の開発及び利用、原子力施設の管理と運営、犯罪捜
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査と逮捕、採用と融資審査等の権利義務に重大な影響を及ぼす決定、交通手段と施設及びシステムの運
営と管理、公共サービス、教育における学生評価、そして大統領令が定めるその他の領域がここに含ま
れます。列挙された項目が 10 個で、最後の一つが大統領令委任条項であるため、通常 11 の領域と呼
ばれています。

EU 人工知能法は、高リスクという単一概念で二つのドアを開けています。一つは附属書 I に列挙さ
れた既存製品安全法規（医療機器、自動車、おもちゃのような）の安全構成要素として使用される AI
であり、他方は附属書 III に明示された特定の使用事例、すなわち生体認証、重要インフラ、教育、雇
用、必須民間・公共サービス、法執行、移民・難民・国境管理、司法行政及び民主的手続です。ここで
目を引く部分があります。EU 附属書 III は、法執行のみならず移民・難民・国境管理、司法行政及び民
主的手続まで明示的に引き入れています。国内の 11 の領域には犯罪捜査はありますが、移民や司法行
政、選挙関連システムを正面から狙った項目はありません。網目のサイズ自体が異なるわけです。移民
審査 AI や裁判補助 AI を開発する国内企業であれば、国内法上は高影響領域に該当しなくても、EU に
売る際には高リスクシステムに分類される可能性を別途確認する必要があります。

EU 法にはもう一つ、国内法にない装置があります。第 6 条 3 項のフィルター条項です。附属書 III
に名前が上がっている AI であっても、健康又は安全又は基本権に重大な危害を与えるリスクがなく、
又は意思決定結果に実質的な影響を与えない場合には、高リスクから抜ける道を開いています。このフィ
ルターは企業の立場からは息がつける場所ですが、執行当局の立場からは判断が分かれるポイントです。
私はこの条項をこのように読みます。附属書 III に上がっているからといって自動的に高リスクになる
のではなく、結局のところ実質的影響力を自ら立証する必要がある門がもう一つあるという意味です。
国内法にはこのような例外フィルターがありません。11 の領域に該当すればそれで高影響人工知能に
なります。抜ける門がない代わりに判断基準は明確な計算であり、EU は門は開かれている代わりに、
その門を通過しようとすれば自ら証明する負担を被るわけです。

義務の重さも異なります。EU 高リスク AI プロバイダーは、リスク管理システム（第 9 条）、デー
タ・ガバナンス（第 10 条）、技術文書（第 11 条）、自動記録（第 12 条）、人間監督設計（第 14 条）
、正確性と堅牢性とサイバーセキュリティ（第 15 条）を備え、第三者適合性評価と CE マーキング、
EU データベース登録まで済ませる必要があります。市場に参入するまで強行的な事前認証体系です。
国内 AI 基本法は、高影響 AI 事業者に安全性・信頼性確保措置実施義務を課していますが、その方式は
自己リスク管理、文書化、利用者告知のような努力義務的性質が濃く、違反の際にも是正勧告と改善命
令を経て罰金に至る段階的構造です。事前認証ではなく、事後確認と改善要求に近いという意味です。
EU が門の前で書類を検査する方式であるなら、韓国は一度受け入れた後に問題が生じれば直しなさい
と要求する方式だと私は見ています。どちらが正しいかは政策判断の問題ですが、実務家の立場からは、
EU 向け製品には事前認証スケジュールを、国内向け製品には事後対応体系をそれぞれ別々に立てる必
要があるという結論が出てきます。

附属書 III 高リスク AI システムの義務は 2026 年 8 月 2 日から全面適用され、附属書 I 製品内蔵型は
2027 年 8 月 2 日から完結します。国内の高影響 AI 義務は既に 2026 年 1 月 22 日から生きています。
時点だけを見れば韓国が半年以上先行している計算なのですが、先行しているということがより厳格だ
という意味ではないということを、もう一度指摘しておきます。

16.3 ディープフェイク、目で見させるか機械に読ませるか

両法とも、ディープフェイクを正面から扱っていますが、表示方式を要求する地点が異なります。



83 - 金京鎮弁護士

AI 基本法第 31 条は、透明性確保義務を三つで構成しています。高影響又は生成型 AI が稼働してい
るという事実の事前告知、AI 生成物であるという事実の表示、そしてディープフェイク成果物に対す
る別途告知と表示です。核心はその表示が利用者の感覚で確認可能である必要があるという点にありま
す。視覚や聴覚で、又はソフトウェアを利用して容易に確認できる方法、主な利用者の年齢又は身体的・
社会的条件を考慮して明確に認識できる方法である必要があると法が要求しています。画面の一角にウォ
ーターマークを入れるか、再生開始部分に字幕で告知文を表示する方式がここに該当すると私は考えま
す。人が目で見たり耳で聞いたりして知る方式、いわゆる肉眼認識型表示です。

EU 第 50 条は異なります。第 50 条 2 項は、合成音声、画像、映像、テキストを生成するシステムの
プロバイダーに、その産出物を機械が読める形式（machine-readable marks）で表示するよう要求して
います。人間の目に見える字幕ではなく、検出ソフトウェアがファイルの中から読み取ることができる
ウォーターマーキングやメタデータ署名のようなものを意味しています。この表示は効果的で相互運用
可能で堅牢で信頼できるものである必要があるという基準まで付きます。第 50 条 4 項はここに加えて、
ディープフェイクを生成する配布者に、その画像・音声・映像が人為的に生成・改ざんされたという事
実を公開するよう別途要求しています。整理すると、EU は機械が読む表示と人間に知らせる告知を二
重に要求する計算であり、韓国は人間が認識する表示一つに重さを置いています。

この差は技術投資方向を導きます。国内市場だけを見れば、画面字幕や音声案内で十分義務を果たす
ことができます。ところが同じコンテンツを EU 市場に出そうとすれば、ウォーターマーキング技術や
コンテンツ出典標準（C2PA のような体系を思い浮かべてください）を別途載せる必要があります。パ
ンギョのスタートアップが作る AI アバター広告動画を例に挙げると、国内向けには画面下段に AI 生成
表示字幕一行で足りますが、同じ動画をヨーロッパ法人チャンネルに上げようとすれば、その動画ファ
イル自体に機械判読可能な署名を埋め込む必要があるという意味です。字幕を一つ増やす問題ではなく、
コンテンツ制作パイプラインに別途モジュールを載せる問題になるわけです。

適用時点も食い違います。国内第 31 条義務は 2026 年 1 月 22 日から既に生きています。EU 第 50
条は 2026 年 8 月 2 日から適用され、その前にすでに市場に出ていた生成型 AI システムの表示・検出
義務には 2026 年 12 月 2 日までの猶予が与えられ、その前に作られたコンテンツそのものは遡及表示
義務がありません。今この時点で、韓国企業は国内表示義務は既に実施中である必要があり、EU 表示
義務は準備期間にあると整理することができます。

16.4 国内代理人とEU代理人―閾値のある制度と無い制度の違い

海外事業者に自国内の代理人を置かせるという考え方は、両法が同じです。ただし、その義務を誰が
負うのかという点で、決定的に異なります。

AI基本法第36条と施行令第29条は、国内に住所または営業所を持たない人工知能事業者のうち、一定
規模以上の場合にのみ、国内代理人を指定するよう定めています。その規模基準は、前年度売上高1兆
ウォン以上、または人工知能サービス部門の前年度売上高100億ウォン以上、または前年度末基準の直
前3か月間の国内ユーザー数が1日平均100万人以上の場合です。この3つのうち1つでも上回れば代理人
を置かなければなりませんが、逆に言えば、この閾値以下にある海外事業者は国内代理人の義務から除
外されます。国内代理人の役割も明確です。大規模人工知能安全性確保措置の結果提出、高影響人工知
能確認要求、高影響人工知能の安全性・信頼性確保措置実施支援を代理します。

EU側は、このような売上や利用者数の閾値がまったくありません。第22条は高リスクAIシステム提
供者に、第54条はGPAIモデル提供者に、それぞれEU市場に出す前にEU域内の認定代理人（
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Authorised Representative）を書面による委任状で指定するよう要求しています。規模が小さくても大
きくても、売上がいくらであっても、高リスクAIやGPAIをEU市場に出す瞬間、例外なく代理人を置か
なければなりません。唯一の例外は、システム的リスクを伴わないオープンソースGPAIモデルです。
代理人は適合文書を確認し10年間保管し、市場監督当局とAI事務局の要求に協力し、EUデータベース
登録などの手続きを処理します。提供者がその法律に違反すれば、委任を解除し、直ちに当局に通知す
る権限も保有しています。

この差をパンギョのスタートアップの目で見ると、こうです。この会社がヨーロッパ市場に採用AIを
高リスクシステムとして出そうとするなら、売上がまだ100億ウォンにも満たない初期スタートアップ
であっても、EU代理人を置かなければ市場に参入できません。逆に、ヨーロッパのあるAI企業が国内
に採用AIを売りに来たとしても、その企業の国内サービス売上またはユーザー数が施行令の閾値を超え
ない限り、国内代理人を置かずに事業をすることができます。規模を基準に網を投じかける韓国と、活
動の性格だけで網を投じかけるEUの間で、小さい韓国企業ほど、EU側の負担が相対的により重く感じ
られると、私は見ています。

罰金の構造もあわせて見ておいてください。EUは、禁止された慣行違反時には全世界の年間売上高
の7%または3,500万ユーロのいずれか大きい金額を、その他の高リスク・GPAI義務違反時には3%また
は1,500万ユーロのいずれか大きい金額を課します。この権限は2025年2月2日の禁止慣行分から、2026
年8月2日の残りの義務分から発動します。代理人がなければ、この罰金リスクに対応する窓口そのもの
がなくなり、その結果は事実上、EU市場から押し出されることと変わりません。

16.5 AI製品・サービス確認制度と調達優遇

この節は規制ではなく、インセンティブを扱います。2026年7月21日に施行された改正施行令は、AI
製品・サービス確認制度を具体化しました。企業が韓国知能情報社会振興院傘下の協会である韓国ソフ
トウェア産業協会（KOSA）に確認を申請すると、韓国情報通信技術協会（TTA）が人工知能システム
の実際の利用水準を技術的に審査し、KOSAが審査を通過した製品とサービスに確認書を発行する構造
です。確認書を受けたAI製品・サービスは、2026年8月から公共調達市場で優遇を受けます。

EU人工知能法には、このような公共調達優遇の概念がありません。EUは市場進入そのものを適合性
評価とCEマーキングで施錠する方法を採り、その敷居を超えた製品は別途の優遇なく市場で競争しま
す。逆に、韓国は最小限の安全要件さえ満たせば、市場進入そのものは比較的開かれており、公共調達
という確実なインセンティブで企業が確認手続きを自発的に踏むよう導きます。鞭で戸を閉ざすEUと、
ニンジンで列を作る韓国という図がここで明確になります。

この確認制度を実務家たちに私はこう勧めています。国内公共機関を対象に営業するAI企業なら、こ
の確認書取得を規制対応ではなく営業戦略として取り組みなさいと。一方、EU市場を狙った製品ライ
ンなら、この確認書はEUのCEマーキングや適合性評価に代替しません。国内確認書は国内調達市場の
中でのみ意味を持つ表識であり、EU市場では別途に付属書III手続きを最初から再び踏まなければなり
ません。この両者を一つと勘違いして、EUバイヤーに国内確認書を突きつける間違いを、私は実際に
見たことがあります。

参考資料

二重規制対照表
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項目 / 国内AI基本法 / EU人工知能法 規制性格 / 本法2026-01-22規制骨格、施行令2026-07-21振興 / 強
制的事前認証、違反時即座に罰金 核心概念 / 高影響人工知能（第2条4号、大統領令11個領域） / 高リス
クAI（第6条、付属書I・III） 例外フィルター / なし、11個領域該当時確定 / 第6条3項、実質的影響なけ
れば除外可能 領域範囲 / エネルギー・飲用水・医療・原子力・犯罪捜査・採用・融資・交通・公共サー
ビス・教育など / 上記項目に加えて移住・亡命・国境管理、司法行政・民主的手続までを含む ディープ
フェイク表示 / 第31条、肉眼・聴覚認識可能な告知・表示 / 第50条、機械読取可能なウォーターマーキ
ング+別途告知 代理人指定基準 / 第36条・施行令第29条、売上1兆ウォン・AI売上100億ウォン・ユーザー
100万中択一 / 第22条・第54条、閾値なく高リスク・GPAI全員 確認・調達制度 / AI製品・サービス確認
制度（KOSA発行、TTA審査）、2026-08調達優遇 / 該当制度なし、CEマーキングと市場競争のみ存在

チェックリスト、EUと国内同時進出を控えたチームへ

一つ、われわれ製品が国内11個の高影響領域とEU付属書III項目にそれぞれ該当するか、別々に表示
したか。二つ、EU第6条3項フィルターで高リスクから外れる余地があるか検討し、その判断根拠を文
書で残したか。三つ、生成コンテンツに国内用肉眼表示とEU用機械読取ウォーターマーキングをそれ
ぞれ埋め込んだか。四つ、売上と利用者数の閾値を計算して、国内代理人指定の有無を確認したか。五
つ、EU進出ならば売上規模と無関係にEU代理人指定を委任状で完了したか。六つ、国内確認書とEU適
合性評価を互いに異なる手続きで別途管理しているか。

パンギョのその代表は、結局、二つのコンプライアンスカレンダーを並べて壁に貼りました。一つは
国内高影響確認と調達優遇申請日程、もう一つはEU代理人委任と付属書III適合性評価日程です。同じ
製品、同じ会社なのにカレンダーは二つです。この会社が次の四半期にどちらのカレンダーを先に埋め
るか、私もまだ見守っている最中です。

弁護士
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第17章 個人情報保護との交差点

欧州連合人工知能法解説書

パンギョのある医療画像AI企業からご連絡をいただきました。肺がん診断を補助するソフトウェアを
ドイツの病院数カ所に供給しようとしているところ、現地代理人がある質問書を送ってきたとのことで
す。訓練に使った胸部X線画像はどこから入手したのか、患者の同意は得たのか、同意を得られなかっ
た場合は何の根拠で処理したのかということです。代表は私に質問しました。AI法対応だけ準備すれば
良いと思っていたのに、なぜ個人情報の話が何度も出てくるのかと。私はこのように答えました。AI法
と個人情報規制は、もともと分けられる二つの事柄ではありません。カメラで人を撮影し、診療記録を
集め、会話を学習させるその瞬間から、すでに個人情報の問題であり、その上にAI法がさらに一層重な
るのです。

17.1 GDPRと個人情報保護法の同時適用

AI法（Regulation (EU) 2024/1689）は2024年8月1日に発効しました。この法律第2条第7項は明確に
定めています。個人データ、プライバシー、通信の秘密保護に関するEU法律は、AI法が規律する権利
及び義務に関連して処理される個人データにも引き続き適用され、AI法はGDPR（Regulation (EU)
2016/679）または個人データ保護指令（2016/680）に影響を与えないということです。簡潔に言えば、
AI法はGDPRを押しのけることはありません。むしろGDPRの上に重なるのです。

二つの法律の焦点は異なります。GDPRは個人のデータがどのように収集され、処理され、転送され
るのか、その人の権利が保護されるのかを見ます。AI法はシステム自体の安全性と性能、リスク管理を
見ます。しかし両者とも透明性、説明責任、データの品質、人的監督について述べているため、重複す
る部分が多くあります。典型的な例が自動化された意思決定です。AIシステムが人に関する決定を自動
的に下すと、GDPR第22条が適用され、そのシステムが高リスクとして分類される場合、AI法の追加の
義務も同時に適用されます。一つの行為に対して二つの法律が同時に要求する仕組みです。

ここで韓国企業が見落としやすい点があります。EUに進出する韓国企業は、実は三重の網に引っか
かります。第一はGDPRです。第3条の域外適用規定により、EUに事務所がなくても、EU内の人々に
商品やサービスを提供したり、その人々の行動を監視したりすれば、GDPRがそのまま適用されます。
第二は韓国の個人情報保護法です。韓国企業である以上、当然国内法も遵守する必要があり、国外移転
規定のような条項はEUに移転するデータにもそのまま適用されます。第三がAI法です。第2条第1項(c)
号に従い、AIシステムの出力がEU内で使用されるだけでも適用範囲に入ってきますが、そのAI法の中
に再び個人情報関連条項が埋め込まれているため、結局個人情報規制を3度通過する構造になります。
パンギョの企業の代表にお答えしたのがこれです。個人情報の問題はAI法と別個のものではなく、すで
にAI法の中に含まれている問題だということです。

罰金構造も二重です。AI法は段階的に施行されるのですが、2025年2月2日からは第5条が禁止するAI
行為に違反した場合、最大3,500万ユーロまたは全世界売上高の7%のいずれか大きい方が課されます。
2026年8月2日からは、高リスクAIシステムと汎用AIモデルの義務違反に対して、最大1,500万ユーロま
たは売上高の3%が課され、この時点からAI局の罰金賦課権も実際に発動します。ここにGDPR違反が
重なると、最大2,000万ユーロまたは売上高の4%が別途課されます。二つの法律に各々違反した場合、
罰金も各々納める必要があるという意味なので、一度のデータ処理の誤りが帳簿に二行として記録され
ることもあります。
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実務上うれしい部分も一つあります。AI法第27条は、高リスクAIシステムを配備する側に基本権影響
評価（Fundamental Rights Impact Assessment、FRIA）を要求しますが、この評価がGDPR第35条の
個人データ保護影響評価（Data Protection Impact Assessment、DPIA）を補完することができると明
示します。すでにDPIAを実施している企業であれば、そのフレームワークにAI法が要求する項目を重
ねて一つの評価として統合できるという意味です。書類を二部作成する必要がなくなるという話なので、
コンプライアンス担当者にとっては小さな息抜きです。

17.2 国外移転と適正性決定

AI法は国外データ移転について新たな条項を設けていません。AIシステムを経由して個人データが
EU外に移転される場合、GDPR第5章の国外移転規定がそのまま、すべて適用されます。したがって韓
国企業が問うべき質問は一つです。現在私たちのデータフローにおいて、GDPR第5章を通過する道が
あるのかということです。

最も簡単な道が適正性決定です。EU執行委員会が特定の国の個人データ保護水準がEUと同等である
と認めた場合、その国へのデータ移転は標準契約や追加的保護措置がなくても許可されます。韓国は
2021年12月17日にこの適正性決定を受けました。ここで正確に押さえるべき部分があります。この適
正性決定について、韓国がEUから個人情報移転を全面的に許可されたと述べる資料をしばしば見かけ
ますが、これは正確な表現ではありません。この決定は個人情報保護委員会が監督する領域のみを対象
としています。金融委員会の監督下にある個人信用情報、つまり信用情報法に従って処理される金融機
関データはこの適正性決定から除外されています。銀行やカード会社、フィンテック企業がEU顧客の
信用情報を韓国に持ち込もうとする場合、現在でも標準契約条項（Standard Contractual Clauses、
SCC）のような追加的保護措置を整える必要があります。医療画像AI企業のように金融機関以外の企業
であれば適正性決定の恩恵を受けますが、フィンテックや信用評価AIを開発する企業であれば、この例
外を必ず確認する必要があります。

AI法側でも国外移転の痕跡が間接的に見られます。第2条第4項は、第三国の公的機関または国際機関
が法執行または司法協力の枠組みの中でAIシステムを使用する場合、当該機関が個人の基本的権利の保
護に関して適切な保護措置（adequate safeguards）を提供するのであれば、AI法の適用を免除すると
定めます。GDPRが使用するのと同じ概念用語をそのまま使用しています。二つの法律が国外移転を見
る言語が同じ根拠から生じているという意味であり、実務的にはGDPR第5章の判断基準をそのまま使
用してもそれほど矛盾しないという意味でもあります。

韓国からさらに第三国へデータが移転される場合も見落としやすいです。EUから韓国への経路は適
正性決定のおかげで順調です。しかし韓国企業がそのデータをベトナムの開発部門や米国のクラウドに
再度移転した場合、その二次移転は韓国の適正性決定とは無関係です。その国がEUから別途の適正性
決定を受けているのか、それともSCCのような措置が必要なのかを改めて検討する必要があります。AI
開発ではデータが複数の国のサーバーと人員を経由することが多いため、この二次移転区間を表で図示
しておくことが安全です。

17.3 訓練データに含まれる個人情報の処理根拠

AI法第10条は、高リスクAIシステムを開発する側にデータガバナンスの義務を課します。訓練、検証、
テストに使用するデータセットは、目的に適合し、代表性があり、誤差が少なく、完全である必要があ
るという要件です。しかしこの要件は、そのデータに個人情報が含まれる場合、GDPRの適法な処理根
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拠を要求しないという意味では決してありません。データ品質要件と処理根拠要件は、並行する別個の
基準です。データがいかに清潔で代表性があっても、もともとその人の情報を収集する根拠がなかった
のであれば、GDPR違反は残ります。

GDPR第6条第1項は、個人情報処理の6つの根拠を列挙していますが、AIモデル開発で実務上よく使
用される根拠が(f)号である正当な利益（legitimate interest）です。欧州データ保護委員会（EDPB）は
2024年12月17日に採択した意見書28/2024において、この根拠をAIモデルの開発および配布段階にどの
ように適用するかを整理しました。アイルランドデータ保護委員会（DPC）の要請により公表されたこ
の意見書は、正当な利益がAIモデル開発の法的根拠となり得るという点自体は認めながらも、その判断
を3つの段階に分けて検査するよう要求しています。追求される利益が適法で明確であり実際に存在す
るか（投機的ではないか）、その処理がその利益を達成するために本当に必要であるか、そしてその利
益が情報主体の権利と自由を上回るに足りるか否かを比較衡量しなさいということです。EDPBはユー
ザーを支援する対話型エージェントやサイバーセキュリティの改善を例に挙げ、このようなサービスは
正当な利益の根拠で進めることができるが、その処理が本当に必要であるという点と権利衡量が実際に
行われたという点を企業が証明する必要があると明記しています。

韓国の図式は異なります。個人情報保護法は同意を処理根拠の中心に置きます。ただし第28条の2は、
統計作成、科学的研究、公益的記録保存目的であれば、情報主体の同意なしに仮名情報を処理できるよ
う開いています。個人情報保護委員会は2025年8月に生成型人工知能関連個人情報処理ガイダンスを発
表し、この仮名情報条項をAI学習データにどのように適用するかについての方向性を打ち出し始めまし
た。したがってヨーロッパは正当な利益という利益衡量論理で、韓国は同意と仮名処理という二つの道
で、それぞれAI学習データの個人情報処理を正当化しようとしています。二つの根拠の要件が正確に重
ならないため、ヨーロッパで正当な利益根拠で収集したデータを韓国の基準でそのまま再度使用してよ
いかは、企業ごとに別途検査する必要があります。

この領域は今も動いています。EDPB意見書が公表されてから半年余り、個人情報保護委員会ガイダ
ンスが公表されてからはそれより短いです。データスクレイピングで収集した大規模訓練データに利益
衡量論理をどのように適用するか、仮名情報条項がAIファインチューニング段階まで及ぶかといった質
問に、確定した答はまだありません。私は現時点でこのように見ています。大きな方向性はヨーロッパ
は利益衡量、韓国は同意と仮名処理で分かれていますが、詳細な基準は今後さらに数度変わる余地が残っ
ていると思われます。判断を先延ばしにしようということではなく、現在構築した根拠を文書に残し、
ガイドラインが公表されるたびに改めて合わせてみるべきだという意味です。

AI法第59条はさらにもう一つの例外を開いています。規制サンドボックス内で公安や公衆衛生のよう
な重大な公益のためにAIシステムを開発するのであれば、本来は別の目的で収集した個人データを訓練
に再び使用することができます。ただし条件は厳密です。匿名化や合成データでは目的を達することが
できなければならず、データは隔離された環境に置かなければならず、サンドボックス外へは共有する
ことができず、参加が終わったら削除しなければなりません。このように条件が多いということ自体が、
この例外を日常的な事業根拠として使用するのは難しいというシグナルです。

参考資料

日付 2021年12月17日、韓国に対するEU GDPR適切性決定の採択（金融委員会監督個人信用情報除
外） 2024年8月1日、AI法発効 2024年12月17日、EDPB意見書28/2024採択 2025年2月2日、AI法第5条
禁止行為規制施行（最大3,500万ユーロまたは売上7%） 2025年8月、個人情報保護委員会生成型AI個人
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情報処理ガイドライン公開 2025年8月2日、GPAI提供者義務施行 2026年8月2日、高リスクAIシステム
義務全面施行、AI事務局罰金徴収権発動（最大1,500万ユーロまたは売上3%）

チェック項目 訓練データに個人情報が含まれているか、含まれているのであればGDPR第6条の根拠
を文書に残しているか 特別カテゴリー個人情報（第9条対象）が混在していないか EUから韓国へ、韓
国から第三国へと続く転送経路をそれぞれ別々に確認したか 金融界のデータであれば適切性決定では
なくSCCに移行しているか DPIAとFRIAを一つの評価に統合する余地があるか EU代理人が個人情報関
連文書保管と問い合わせ対応の役割まで担当しているか

弁護士
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18章 90日着手計画

EU人工知能法解説書

パンギョのある人事管理ソフトウェア会社で、コンプライアンス部長が代表室に呼ばれました。ヨー
ロッパの顧客企業一社が契約前に人工知能法への対応状況を尋ねてきており、代表は部長に質問しまし
た。90日以内に何をどこから準備すればよいのか、と。部長の手には200近い条文が入った法令集と別
紙が握られていて、どこを先に開けばよいか見当がつきませんでした。

この質問への答は順序です。人工知能法は企業に一度に降りかかることはありません。条文ごとに施
行日が異なり、罰金の重さも違います。90日という時間は法のすべての条文に対応するには短いですが、
何から手をつけるべきかその順序を立てるには十分です。この章はその順序を四つの段階に分けます。
インベントリーを立てて、分類し、ギャップを計測し、優先順位をつける順序です。

18.1 AIインベントリーの構築：目に見えないAIまで、部署別に

人工知能法のどこにもインベントリーを作れという条文はありません。この点は明確にしておきます。
それでもこの作業が90日計画の筆頭に来る理由は、第6条の高リスク分類も第11条の技術文書も第52条
の事務局通知も、自社にどのような人工知能がどこで動いているかを知らなければそもそも始められな
いからです。条文が要求しているのではなく、条文を守るには必ず通らなければならない実務段階です。
私はこれを事実上の義務と呼んでいます。

インベントリー調査で企業が特に見落としやすい点は、目に見えるAI製品ではなく、見えないAIです。
企業が売ると広告する人工知能サービスは誰もが知っています。問題はそのそばにあるものです。採用
チームが履歴書をふるい分けるのに使っている商用ソフトウェアの自動推奨機能、カスタマーセンター
のチャットボットに付いた応答推奨エンジン、マーケティングチームが使う広告最適化ツールのターゲ
ティングアルゴリズム、財務チームの異常取引検出機能。こうしたものは企業が直接作ったのではなく、
人工知能とも呼ばれていませんが、人工知能法の定義には大抵当てはまります。調査は開発チーム一ヶ
所で終わりません。人事、マーケティング、カスタマーサポート、財務、法務までの部署別に調べる必
要があります。

実際に聞いてみると反応が分かれます。マーケティングチームに人工知能を使っているかと聞くと、
私たちは使っていませんという答がまず出てきます。でもどの広告プラットフォームを使っているのか
と重ねて聞くと、話が変わります。広告の表示順序を自動的に決める機能、顧客を似た傾向別に分類す
る機能がすでにそのプラットフォーム内に入っている場合が多いです。マーケティングチームはそれを
人工知能とは呼ばず、単に広告ツールと呼びます。質問を「人工知能を使いますか」ではなく「自動的
に順位をつけたり、推奨したり、ふるい分けたりする機能がありますか」に変える必要があります。法
務チームにも別に聞く必要があることがあります。契約書に相手方が提供するサービスに人工知能機能
が含まれるという条項が入っている場合がしばしばあるのですが、この条項は法務チームの引き出しに
だけあり、実際にそのサービスを使っている現業部門は人工知能が入っているとも知らないこともあり
ます。

調査方法は大げさである必要はありません。各部門長に、皆さんが業務で使っているツールのうち、
自動的に判断したり、推奨したり、ふるい分けたりする機能があるものをすべて挙げるよう要請するこ
とから始めます。社内開発したシステムだけでなく、外部から購入したSaaSツール、その中に人工知
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能機能が付属している場合も含める必要があります。導入時には気づきませんでしたが、後になると人
工知能ベースだったという事例が実務では珍しくありません。

各項目ごとに記録しておく情報は五つです。何のために使うのか、どのようなデータを処理するのか、
社内開発か外部導入か、ヨーロッパ市場またはヨーロッパ発のデータとの接点があるか、そして学習に
投入された演算規模を知っているかです。最後の項目は自社モデルを訓練する企業にのみ当てはまりま
すが、これを記しておかないと、後で汎用人工知能モデルか否かを判別する際に最初からやり直さなけ
ればなりません。

このインベントリーが実務で果たす役割は二つです。一つは、次の節である分類と役割確定の材料に
なることです。もう一つは、高リスクシステムの第49条EUデータベース登録のように、法が要求する
外部登録の基礎になることです。登録は企業の外に出すインベントリーであり、今作るものはその内側
のバージョンと見てください。

18.2 システム別分類と役割確定

インベントリーに項目がすべて揃ったら、その各々を第2章で立てた四つのレイヤーに照らし合わせ
ます。禁止された慣行か、高リスクか、透明性対象か、最小限のリスクか。採用候補者の順位をつける
ツールは別紙IIIの雇用領域に該当する可能性が大きく、広告ターゲティングツールはおおむね最小限の
リスクにとどまります。ディープフェイクを作ったり、人と会話しているふりをするチャットボットは
透明性対象で、第50条の役割です。

汎用人工知能モデルを自社で訓練している企業であれば、別途確認が一つ加わります。そのモデルが
大量のデータで自己教師学習を経て広範な作業を実行する汎用モデル（GPAI）に該当するのか、そし
て累積学習演算量が10の25乗浮動小数点演算を超えてシステマティックリスクモデルに分類される可
能性があるのかです。この基準の測定方法論はまだ完全に整理されていません。確実でない部分ですの
で、自社モデルを運用している企業であれば、この数値を超えたかどうか曖昧な場合は保守的にシステ
マティックリスク寄りと見なして対応するほうが安全です。

レイヤーを決定したら、第1章で見た役割表を各項目に適用します。このシステムにおいて私たちは
提供者か配布者か、それとも両方か。外部から購入した採用ツールを自社業務に使うだけであれば、配
布者です。自社開発したモデルをヨーロッパ市場の下流事業者に譲渡するなら、そのモデルの提供者に
なります。ここで実務者がしばしば混同する地点が一つあります。汎用モデルを持ってきてファインチュ
ーニングしたり、構造を変えたりすると、その変更の程度に応じて、元々は配布者だった企業が変更さ
れたモデルの新たな提供者になることができます。ファインチューニング数行で終わったと思っている
作業が、法的には新しい提供者地位を創出することになるのです。私はこの地点を見落とす企業をたく
さん見てきました。モデルに手をつけたら、その手直しが提供者地位を移すかどうかから検討する必要
があります。

役割判断が曖昧な実際の場面を一つ見てみましょう。永楽町のあるフィンテック企業が海外で公開さ
れたオープンソース言語モデルを持ってきて、信用評価の文言を調整するのに使います。元のモデルを
そのまま使ったなら、この企業は配布者で、モデルを出した海外企業が提供者です。ところが、この企
業が国内ローン審査データでそのモデルを再び訓練させて審査等級まで決定するように変更したなら、
話が変わります。変更の程度が大きければ、このフィンテック企業自身がその変更されたモデルの提供
者になり、信用評価という別紙III領域に該当する高リスクシステムの提供者義務も同時に負うことにな
ります。オープンソースを持ってきて使ったという事実だけで義務から自由になるのではなく、何をど
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の程度手直ししたかが地位を分けます。

この節の成果物は表一つです。インベントリーに上がったシステムとモデルごとに、レイヤーが一つ、
役割が一つ付いた表。この表が次の節のギャップ分析の入力値になります。

一つ付け加えます。ヨーロッパ委員会は第6条高リスク分類基準に関するガイドラインをもともと
2026年2月までに出す予定でしたが、実際の草案は予定より遅れて2026年5月19日に出され、意見の集
約は6月23日に終わりました。予定より3ヶ月近く遅れたわけです。分類基準の詳細解釈がまだ確定版
として固まっていないという意味なので、曖昧な境界線にあるシステムはこのガイドラインの最終版が
出るまで保守的に判断しておくことをお勧めします。

18.3 ギャップ分析

インベントリーと分類表が揃ったら、その表を条文と並べて何が欠けているか確認します。これをギャ
ップ分析と呼びます。この用語もまた法の条文に釘付けされているものではありません。第56条が汎用
モデル提供者のための実践規約（Code of Practice）を置きながら、この規約を守らない提供者は別の
方法で準守を立証しなければならないと定めているのですが、その別の方法の実体が正にその提供者の
現在の措置と規約が要求する措置を見比べることです。実践規約に従うほうが、この立証負担ではるか
に軽いです。

高リスクに分類されたシステムであれば、対照する条文のリストは長いです。第9条のリスク管理体
系を備えているか。第10条のデータガバナンス、つまり学習データの品質と偏見のチェックを実行して
いるか。第11条の技術文書をシステムの構造と開発プロセスまで含めて作成したか。第12条の自動記
録機能、第14条の人間が介入して監督できる設計、第15条の精度と堅牢性、サイバーセキュリティ確
保まで、一つ一つ対照します。ないものがあれば、それがギャップです。

汎用モデル提供者であれば、技術文書、モデルを使う下流事業者に譲渡する情報、著作権法準守政策、
学習に使ったコンテンツの公開サマリー、この四つを備えているか見ます。システマティックリスクモ
デルに分類されたなら、モデル評価と事故報告、サイバーセキュリティまでさらに加わります。

ギャップ分析の出力物は、ギャップリストとそのギャップを埋めるロードマップです。技術的改善が
必要な項目、手順を新たに作る必要がある項目、文書の整理だけで済む項目、人員の新規採用または教
育が必要な項目に分けて書き出します。実践規約に明記された措置を実際に実施した記録は、第101条
に従う罰金算定において減軽事由として考慮されることができます。ギャップを見つけたまま放置する
ことと、ギャップを見つけて埋めていく過程を記録しておくことの間には、後で罰金の前に立つときに、
かなり大きな違いが生じます。

前の採用順位ツールに戻ってみましょう。インベントリーで引っかかり、別紙III雇用領域に分類され、
企業は配布者と確定されました。これでこのツールを第9条から第15条まで対照します。リスク管理体
系はありません。履歴書データの偏見をチェックした記録もありません。技術文書はツールを売ったベ
ンダーが持っているだけで、企業の手には無いです。人が最終決定を覆すことができる手順はあります
が、文書化されていません。この四行がそのままギャップリストの最初の四行になります。配布者義務
は提供者義務より軽いですが、ないわけではなく、ベンダーに技術文書の写しをリクエストして偏見チェ
ック結果をもらってくることから始めるべきです。

18.4 優先順位設定：日付と制裁の重さで
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ここまで集めたインベントリ、分類、ギャップリストを一つの基準で並べる必要があります。私は二
つの軸を使います。いつから施行されるのか、違反した時いくら取られるのか。この二つの軸を交差さ
せると、順序が自ずと決まります。

ここまでの調査で使用したNotebookLMの資料は、高リスク人工知能システムの義務が2026年8月2日
から全面的に適用されると前提としていました。この法律の本来の予定としては正しい話です。しかし、
検索で確認した最近の状況は異なります。欧州議会が6月16日に、理事会が6月29日に通過させ、7月8
日に署名したデジタルオムニバスが、附属書III スタンドアロン高リスクシステムの義務施行日を2026
年8月2日から2027年12月2日に16ヶ月先延ばしにしました。製品に組み込まれた附属書I高リスクシス
テムの義務は2027年8月2日から2028年8月2日に1年延期されました。この改正は官報掲載から4日後に
発効するのですが、この本を執筆している時点ではまだ掲載を待機中です。遅くても7月中には掲載さ
れるものと思われますが、万が一掲載が先延ばしされれば、本来の予定である8月2日の全面適用がその
まま復活します。確実でない部分なので、8月初めに官報をもう一度ご確認いただくことをお勧めしま
す。

この延期は優先順位を大きく変えます。順序は以下の通りです。

第1優先は第5条の禁止行為です。2025年2月2日からすでに施行中であり、罰金は3,500万ユーロまた
は世界売上高の7パーセントで、この法律の中で最も重いものです。さらに、デジタルオムニバスは同
意なしのセックス画像合成生成などの項目を禁止リストに新たに追加しました。すでに発効した条項な
ので、今すぐ、90日の第1週に、自社の人工知能の中にこの基準に達するものがないか確認しなければ
なりません。

第2優先は第50条の透明性義務です。チャットボットであることを明示する告知、ディープフェイク
と合成コンテンツの表示です。この義務はオムニバスの影響を受けず、本来の予定通り2026年8月2日
から施行されます。そして同じ日にAI事務局の一般的な罰金課徴権も同時に発動します。義務と執行権
が同じ日に実行されるわけです。この本を執筆している今から施行日までの時間が長くないので、90日
計画での実際の作業量はこの項目に最も多く配分する必要があります。

第3優先は汎用人工知能モデルの義務です。2025年8月2日からすでに施行中なので、まだ手をつけて
いなければ、すでに遅れた状態です。90日以内に確認を終えなければならない理由がここにあります。

第4優先は高リスク附属書III義務です。本来なら、この優先順位は第2優先より前に来ていたはずです
が、オムニバスが2027年12月に先延ばししてくれたおかげで、時間を稼ぐことができました。ただし、
時間を稼いだというのは免除されたという意味ではありません。ギャップ分析から出たロードマップは
引き続き推し進めるが、速度を調整する余地が生じたという程度にお考えください。

第5優先は附属書I製品組み込み型高リスク義務で、2028年8月までの時間が最も余裕があります。

この五つの優先順位をつける際、私は日付だけを見ていません。施行日が迫っていても罰金が軽い項
目と、施行日が遠くても罰金が重い項目が衝突する場合は、罰金側に重みを置きます。附属書III義務が
2027年12月に先延ばしされたからといって第5優先の下に落とさない理由がここにあります。時間を稼
いだだけで、罰金は依然として1,500万ユーロまたは3パーセントの区間にあり、この区間は透明性義務
と同じ重さです。ロードマップでは第4優先の位置を保つが、90日以内に費やす実際の作業時間は第2
優先と第3優先に集中させることが、私が勧める配分です。
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この優先順位にEU域内代理人の指定を重ねます。高リスクシステムや汎用モデルを第三国提供者と
してヨーロッパに市場投入する場合、第22条と第54条に従って代理人を指定しなければなりません。
インベントリとロードマップが整備されたら、この代理人に実際の情報を引き渡す必要があります。そ
うすれば、当局が問い合わせた時に、代理人が手ぶらで立つことはありません。

90日を3ヶ月に分けるとこのようになります。

第1ヶ月（1日から30日まで）。部門別インベントリ調査を開発、人事、マーケティング、カスタマー
サポート、財務、法務の全部門で同時に開始します。同じ週に第5条の禁止行為に該当するかどうかか
ら確認します。すでに施行中の条項なので最も急ぎます。

第2ヶ月（31日から60日まで）。インベントリに挙がった項目を4つのレイヤーと役割表に対応させ
て分類を確定します。第50条の透明性義務の履行、チャットボット告知文とディープフェイクラベリン
グ技術の適用をこの月に実際に進めます。高リスクまたは汎用モデルに分類された項目はギャップ分析
に入ります。

第3ヶ月（61日から90日まで）。ギャップ分析を完了し、ギャップリストを確定します。日付と罰金
の重さで作った優先順位ロードマップを経営陣に報告し、予算と人員を確定します。EU域内代理人を
指定した場合、インベントリとロードマップを引き渡します。2026年8月初めには、デジタルオムニバ
スが実際に官報に掲載されたか、日程が本来通りなのか新しい日程なのかをもう一度確認します。

参考資料をまとめておきます。

施行日。禁止行為2025年2月2日。汎用モデル義務2025年8月2日。2025年8月2日以前のリリースモデ
ルは2027年8月2日までの猶予。透明性義務（第50条）とAI事務局の罰金課徴権2026年8月2日。高リス
ク附属書III義務は本来2026年8月2日だがデジタルオムニバスで2027年12月2日に変更（官報掲載確認必
要）。高リスク附属書I（製品組み込み型）義務は本来2027年8月2日だが2028年8月2日に変更。

罰金。禁止行為違反3,500万ユーロまたは世界売上高の7パーセント。その他ほとんどの義務（高リス
ク、透明性、汎用モデル一般）違反1,500万ユーロまたは3パーセント。不正確な情報提供750万ユーロ
または1パーセント。世界売上高ベース、いずれか高い方。

部門別インベントリチェック。開発チームの独自モデルとAPI連携、人事チームの採用・評価ツール、
マーケティングチームのターゲティング・推奨エンジン、カスタマーサポートチームのチャットボット
と応答推奨、財務チームの異常取引検出、法務チームが知る契約上のAI条項。

パンギョのそのチームリーダーは90日後、代表に一枚のインベントリ表を持って行きました。システ
ム42個。そのうち高リスク候補3個、透明性対象5個、残りは最小リスク。表の横には優先順位5行が並
んで書かれていました。代表が尋ねたのは完璧な準拠ではなく、どこから始めたらよいかということで
した。この表がその答えでした。法律をすべて守るには90日では足りません。何から守るべきかを知る
には、90日は十分です。

弁護士

kimkj.com
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第19章 文書化体系

欧州連合人工知能法解説書

パンギョの創業企業が高リスク人工知能システムをヨーロッパに投入することにしました。リスク管
理もしました、データ・ガバナンスも整備しました、テストも実施しました。ところがコンプライアン
ス担当の弁護士が会議室で尋ねました。それを証明する文書はどこにあるのか。担当者たちは互いに顔
を見合わせました。実施したことはあるのに、残した記録がなかったのです。

人工知能法の前で、この企業が置かれた立場がまさにこの章の主題です。監督当局は企業の内部の考
えを覗き見ることはできません。当局が手にすることができるのは文書だけです。リスク管理がどれほ
ど細心に実施されたとしても、そのプロセスを記録に残さなかったなら、当局の前では管理しなかった
のと同じ立場に置かれることになります。文書化は補助的な事務作業ではなく、法的存在を証明する唯
一の通路というわけなのです。

19.1 何を、どのような形式で、どの程度の期間保管するのか

何を記録に残すかは、自分がどのような役割を担うかによって異なります。高リスク・システム提供
者であれば第11条の技術文書と第17条の品質管理システム（Quality Management System）の記録が伴
います。第17条は人工知能の開発ガバナンス、品質管理、試験及び検証、リスク管理、データ・ガバナ
ンス、技術文書の仕様、市場後監視、深刻な事故の報告に至るまで、文書化された体系を要求します。
汎用人工知能（General-Purpose AI、GPAI）モデルの提供者であれば第53条の技術文書と訓練コンテ
ンツ公開要約が記録対象となります。流通事業者であれば第26条の監督記録と自動生成ログを備える必
要があります。

形式については、定められた様式がある場合と無い場合に分かれます。訓練コンテンツ公開要約はAI
事務局が2025年7月24日に標準様式を公表したので、その様式をそのまま使用すれば問題ありません。
技術文書のように別紙XI、別紙IVが項目を定めたものは、その項目を一つ一つ埋めればよいです。様式
がある所ではその様式に従う方が安全です。独自に作成した様式では、後になって何が不足しているか
を自身も判断しにくくなります。

保管期間が条文ごとに異なるという点が実務で最も頻繁に見落とされる箇所です。第12条に基づく高
リスク・システムの自動生成ログは最低6か月間であり、個人データ関連法がより長期間を要求する場
合はその期間に従います。第18条に基づき、提供者は技術文書、品質管理システムの記録、認証機関の
決定、EU適合宣言のコピーをシステムが市場に投入された後、または服務に供された後、10年間保管
しなければなりません。第三国に本拠地を有する提供者に代わる域内認定代理人（Authorised
Representative）も同様にこの技術文書を同じ10年間にわたって当局に提出できる状態で保持しなけれ
ばなりません。6か月と10年、この差異を文書種別ごとに表にまとめておかなければ、担当者が交代す
るたびに基準が揺らぎます。

19.2 監査対応：文書と実際の動作の一致をどのように証明するのか

文書を備えることと監査に合格することは別の事柄です。監査で真に問われるのは、文書に記載され
た内容とシステムが実際に動作する方法がどの程度一致しているかという点です。
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よくある乖離はこのようなものです。技術文書にはシステムがこのような手順で判断を下すと記載さ
れているのに、実際のシステムは数度のアップデートを経て異なる方法で動作しています。文書は最初
に作成されたままの状態で引き出しに保管され、システムだけが先に進んでいるのです。当局が文書と
ログ、文書と実際の出力を照合すれば、この乖離はすぐに明らかになります。そして乖離した文書は最
初からないものより悪くなります。企業が事実と異なるものを当局に提出したという印象を与えるから
です。第17条が要求する品質管理システムの記録がまさにこの時点で価値を発揮します。設計、開発、
配置、運用、変更の全プロセスにおいて実際に適用された手順と結果を示すことで、文書と実際の動作
が一致していることを証明する資料となるわけです。

ですから私は文書化を一度の作業ではなく維持の手順として扱うことをお勧めします。システムを改
修する開発手順の中に文書を更新するステップをあらかじめ組み込むのです。配置承認チェックリスト
に関連する技術文書の更新確認項目を一つ追加するだけでも、文書と実際の距離が広がるのを防ぐこと
ができます。少し手間がかかる作業ですが、監査室で文書とシステムが一致する企業とそうでない企業
は全く異なる取り扱いを受けます。

19.3 EU当局の情報要求に応じる手続き

人工知能法は当局に広範な情報要求権限を付与します。高リスク・システムの提供者は国家競争権当
局（competent authority）の合理的な要求に従い、第2章の要件への適合を立証するすべての情報およ
び文書を提出しなければなりません（第21条第1項）。この文書は当局が指定したEU公用語のうち当局
が容易に理解できる言語で提出しなければなりません。ログが提供者の管理下にあれば、そのアクセス
も開放しなければなりません（第21条第2項）。市場監視当局はここからさらに一歩進んで、訓練、検
証、テストデータセット自体に対するアクセスをAPIまたは他の遠隔技術的手段により要求することが
できます（第74条第12項）。基本的人権保護を監督する国家機関も別紙IIIの高リスク・システムに関連
して、アクセス可能な言語および形式での文書要求権限を有しています（第77条第1項）。

汎用人工知能モデルの側は窓口が異なります。AI事務局は義務履行に必要なすべての情報を第53条第
1項(a)号に基づく技術文書を含め要求することができ（第91条）、この文書は別紙XIが定める項目を備
えなければなりません。AI事務局が指定した期間内に最新の形態で提出しなければならず、必要に応じ
てモデル自体へのアクセスまで要求される可能性があります（第92条）。10の25乗フロップス（
FLOPs）を超えるシステム的リスク・モデルの提供者は、その事実を遅滞なく、遅くとも2週間以内に
AI事務局に事前に通知しなければなりません（第52条第1項）。深刻な事故またはサイバーセキュリティ
侵害も同様にAI事務局および関連当局に報告する義務があります（第55条第1項(c)号）。これらすべて
の手続きにおいて営業秘密と知的財産権、機密情報は保護されます（第78条）。要求に応じて提出する
文書に機密情報が含まれている場合は、機密取り扱いを明確に要求し、文書に機密表示をしておく必要
があります。

この窓口を企業内であらかじめ定めておかなければ、いざ要求が来たときに法務と開発と事業部門が
互いに先延ばしにして期限を逃します。要求がどのルートで入ってくるのか、誰が受け取ってどの部門
に回すのか、文書を誰が集めてどのような言語と形式で提出するのかを平時に想定しておかなければな
りません。第三国の提供者であれば、域内認定代理人が当局との一次窓口となるので、代理人に必要な
文書をあらかじめ提供し対応要領までも伝えておく必要があります。代理人の手に文書がなければ要求
に応じる道がありません。AI事務局は自ら協力的、段階的かつ比例的なアプローチを採ると明言してお
り、準拠に困難がある場合は先に連絡して支援を求めるよう勧めています。ただしその協力的態度は誠
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実に対応する企業に限られるものと私は読みます。情報要求に不誠実または不完全に応じることそのも
のが別の違反として扱われます。

日付も同時に押さえなければなりません。人工知能法は2024年8月1日に発効し、汎用人工知能モデ
ルの提供者の義務は2025年8月2日から適用され、AI事務局がこの時点から関連決定を下すことができ
ます。別紙IIIの独立型高リスク・システムの義務は2026年8月2日から完全に適用され、AI事務局の罰金
賦課権限も同日に完全に発動されます。罰金は違反の種類によって異なります。一般的義務違反は直前
の会計年度の全世界売上高の3パーセントまたは1,500万ユーロのいずれか高い方であり、禁止行為違反
は7パーセントまたは3,500万ユーロのいずれか高い方です。この罰金算定基準には情報要求に応じなかっ
た場合または誤った情報を提出した場合も含まれます。

一つはまだ開かれています。合理的な要求、容易に理解できる言語、必要なすべての情報といった表
現が具体的にどこまでを指すのかは、事案ごとに異なる解釈の余地があります。欧州委員会は第96条に
基づきガイドラインを公表する義務を有しており、2025年11月19日には汎用人工知能モデル提供者の
義務範囲に関するガイドライン（C(2025) 7719 final）が公表されました。しかしこのガイドラインも、
個別事案の特性を考慮する必要があるという留保を付けています。結局のところ自分の状況に合わせて
解釈し、その解釈の根拠を記録として残すしかありません。

参照資料

文書の種類と保管期間。高リスク・システムの自動生成ログは最低6か月間（第12条）。技術文書、
品質管理システムの記録、認証機関の決定、EU適合宣言は市場投入後10年間（第18条）。第三国提供
者の域内認定代理人が保管する技術文書も10年間。

情報要求の法的根拠。高リスク・システムについては第21条（情報・文書）、第74条第12項（デー
タセットアクセス）、第77条第1項（基本的人権当局アクセス）。汎用人工知能モデルについては第91
条（情報要求）、第92条（モデル評価アクセス）、第53条第1項(a)号（技術文書）、第52条第1項（シ
ステム的リスク通知、2週間以内）、第55条第1項(c)号（深刻な事故報告）。機密保護は第78条。

重要な日付。発効2024年8月1日。汎用人工知能モデル義務適用2025年8月2日。高リスク・システム
完全適用及び罰金権限発動2026年8月2日。罰金は3パーセントまたは1,500万ユーロ、禁止行為は7パー
セントまたは3,500万ユーロのいずれか高い方。

社内準備項目。文書種別ごとの保管期間表を作成する。システム更新手続きに文書更新ステップを組
み込む。情報要求が入ってくる窓口と担当部門を事前に定める。域内認定代理人に文書をあらかじめ提
供する。機密情報は提出前に表示を付ける。

監査は予告なしにやってきません。要求書一枚が飛び込んできた瞬間からタイマーが動き始めます。
その瞬間、引き出しを探る企業と、既に整理されたフォルダを開く企業の差が結果を分けます。

弁護士

kimkj.com
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欧州連合人工知能法解説書

欧州連合人工知能法解説書

パンギョのあるスタートアップがコンサルタント用チャットボットを開発するとしましょう。独自モ
デルを訓練する資金がないため、欧州系大手テック企業の汎用AIモデル（GPAI model）をAPIとして調
達し、独自ロジックを追加してひとつのAIシステムとして提供します。契約書は通常、その大手テック
企業が事前に作成した標準利用規約であり、ワンクリックで同意する条項群です。この標準約款だけで、
欧州連合人工知能法（Regulation (EU) 2024/1689、以下「AI法」）の遵守義務を果たしたことになるで
しょうか。私はそうではないと考えます。AI法は、上位モデル提供者と下位システム提供者の間で何を、
いつ、どのような形式で受け渡すべきかを条文に規定しており、その条文は標準約款よりも上位にあり
ます。契約書をその条文に適合させて改めて作成する必要があるのです。

第19章は、当局が情報を要請してきたとき、企業がどのように対応すべきかを扱いました。第20章
は、その前段階である供給チェーン内で企業間にどのような条項を契約書に盛り込むべきかを見ます。
契約は規制遵守のツールであり、規制に代わるものではありません。

20.1 AI供給業者契約に盛り込むべき条項

AI法第25条第4項は、高リスクAIシステム提供者と、そのシステムに統合されるAIシステム・ツール・
サービス・構成要素・プロセスを供給する第三者が書面契約を締結すべきであると規定しています。契
約には、下位提供者がAI法の義務を完全に履行できるよう、必要な情報、能力、技術的アクセス、その
他の支援を最新の技術水準（state of the art）に適合させて明記すべきです。形式は書面です。メール1
通では足りません。ただし、無料オープンソースライセンスで公開されたツール・サービス・構成要素
にはこの義務は適用されません。汎用AIモデル自体はオープンソースであっても、この例外から除外さ
れるという点を、釜山のある医療機器会社の法務チームが見落とした事例があります。

契約書に盛り込むべき項目を3つに分けてみます。

情報提供条項。上位供給業者が供給する構成要素について、何を譲渡するかを具体的に記載します。
高リスクAIシステム提供者は、リスク管理システム（第9条）、データガバナンス（第10条）、技術文
書（第11条）、自動記録（第12条）、人間による監督（第14条）、正確性・堅牢性・サイバーセキュ
リティ（第15条）の義務を負いますが、これを立証するには、上位構成要素のデータソース、限界、ロ
グ方式を知る必要があります。この6つの条文を1つずつ確認し、どのような文書をいつまでに譲渡する
かを確定する必要があります。漠然と「必要な支援を提供する」と記載するだけでは、紛争時に上位供
給業者が最低限しか提供していないと主張する余地が生じます。

協力条項。監査、インシデント調査、当局からの情報要請が提出されたときに、上位供給業者がどの
くらい迅速に対応するかを規定します。19.3で見たように、当局の情報要請は指定期間内に対応する必
要がありますが、その情報のかなりの部分が上位供給業者の手にあれば、下位提供者だけではその期限
を守ることができません。協力期限を営業日で何日と明記し、違反時の措置まで記載することが好まし
いです。契約書でとりわけ頻繁に見落とされる条項です。

変更通知条項。上位モデルが更新されたり、安全措置が変わったりする場合、下位提供者に事前に通
知すべきであるという条項です。AI法はGPAIモデル提供者に、モデルのライフサイクル全体にわたっ
て技術文書を更新する義務を課しています（第53条第1項）。更新の事実が自動的に下位顧客に伝達さ
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れなければ、この義務は書面上のみの存在となります。1つのモデルが変更されたため、下位システム
のリスク管理計画を全面的に書き直す必要があった事例を見てきました。変更通知の期限と通知内容の
具体性を契約書に事前に定めておくと、対応する時間を確保できます。

2025年3月に欧州連合公共調達コミュニティが公開したAIモデル契約条項（MCC-AI）は公共調達用
ですが、情報提供・協力条項の枠組みを参考にする価値があります。ただし、知的財産権、個人情報保
護、損害賠償については、自ら扱わないと明記されており、そのままコピー・ペーストして終わりにす
べき事柄ではありません。

20.2 上位モデル提供者から受け取るべき情報

逆に、韓国企業が下位システム提供者の立場にあれば、上位モデル提供者から何を得れば契約が成立
するでしょうか。

最初に据えられるべき軸は、第53条第1項(b)号と別紙XIIです。GPAIモデル提供者は、下位提供者が
モデルを自らのシステムに統合できるよう、情報と文書を作成し、最新の状態で譲渡する必要がありま
す。別紙XIIが要求する内容は、モデルの一般的説明、意図された用途、他のシステムとの統合方法、
発売日と配布方法、ハードウェア・ソフトウェアとの相互作用です。この情報がなければ、下位提供者
は別紙IV技術文書を作成することができず、作成できなければ適合性評価自体が実施できません。

ここにさらに3つを加える必要があります。著作権法遵守方針、第53条第1項(c)号に従い、指令
2019/790のテキスト・データマイニング例外を守る方針と権利保留の識別です。学習コンテンツ公開サ
マリー、第53条第1項(d)号が要求するこのサマリーは、2025年7月24日に欧州連合執行委員会が公開し
た説明書と標準様式に準じて作成・公開されます。統合に必要な支援、第25条第4項が要求する情報・
能力・技術的アクセスです。20.1で下位提供者が要求する項目として扱われたその条文が、ここでは受
け取るべき項目として逆転して現れます。

モデルがシステミックリスク（systemic risk）をもたらす場合、情報がさらに1層増えます。第51条
は、10の25乗浮動小数点演算（10^25 FLOPs）を超える計算資源で訓練されたモデルをシステミック
リスクモデルに分類し、第55条は、その提供者にモデル評価、重大事故・サイバーセキュリティ侵害報
告、閾値到達時の2週間以内のAI事務局への通知を要求します。下位提供者は、この評価結果とインシ
デント履歴を契約により受け取ることで、自らのリスク管理計画に反映させることができます。上位モ
デルが静かにシステミックリスクモデルに分類されたのに、下位提供者だけが知らない状況、これが最
も危険な死角だと私は見ています。

オープンソースモデルには例外があります。無料・オープンソースライセンスモデルは、一定の条件
下で技術文書と下位提供者向け情報義務から免除されることができますが、そのためにはモデルパラメー
タ（重みを含む）、アーキテクチャ情報、使用情報を公開する必要があります。公開方式が契約から公
開チャネルに変わるだけです。

2025年8月2日からGPAIモデル提供者の義務が適用され始め、それ以前に発売されたモデルは2027年
8月2日までの猶予期間があります。新たに契約を締結する企業であれば、相手先モデルが猶予期間内に
あるかどうかを最初に確認する必要があります。

20.3 下位顧客に提供すべき情報
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今度は、韓国企業がGPAIモデルを開発・販売する上位提供者であると仮定しましょう。20.2の項目
が今度は提供すべき側の義務として逆転します。別紙XII情報、著作権方針、学習コンテンツ公開サマ
リーを下位顧客に譲渡する準備が整っていなければなりません。

問題がここで生じます。別紙XIIが要求する情報には、モデルがどのようなデータでどのように訓練
されたかが含まれますが、これは企業の中核技術資産であり営業秘密でもあります。AI法第78条第1項
は、当局が営業秘密、知的財産権、データ機密性を保護すべきと規定していますが、この条文は当局に
向けたものであり、下位顧客に情報を提供しなくてよいという免罪符ではありません。別紙XIIの最小
限の項目は、営業秘密を理由に削減できる性質のものではありません。

そのため、実務的には情報を2層に分けます。一方の層は別紙XIIが明記する、下位顧客が自らの義務
を履行するのに必ず必要な情報です。営業秘密という理由で削除することはできません。もう一方の層
は、その項目を支える詳細な実装、訓練アルゴリズムの具体的コードまたは内部ハイパーパラメータで
す。これはどのようなタイプのデータでどのように訓練されたかを説明するレベルに抽象化して提供し
ても、別紙XIIの要求を満たすことができます。私はこの区分を文書テンプレートとして作成し、契約
書に添付する方式をお勧めします。

機密保持契約（NDA）を層として追加する方法もあります。より詳細な情報を提供する必要がある場
合は、その情報を秘密情報として指定し、使用目的を制限すれば良いです。ただし、NDAは提供した情
報の使用先を制限するツールであり、提供すべき情報の範囲を減らすツールではありません。ここにさ
らに1つのテコがあります。AI法第89条第2項は、下位提供者が上位GPAIモデル提供者の違反を理由に
AI事務局に苦情を提出する権利を認めています。情報提供を怠れば、上位提供者は契約紛争ではなく、
規制当局の前に立つ状況に直面する可能性があります。

20.4 責任配分と免責条項の限界

契約書をどれほど綿密に作成しても超えられない線があります。AI法は、提供者、配布者、輸入者、
流通業者の役割を第3条で定義し、役割ごとに異なる義務を課します。高リスクAIシステム提供者が負
うリスク管理、データガバナンス、技術文書、適合性評価の義務は、公共の安全と基本的人権保護とい
う目的と結びついているため、契約書の1行で他者に譲ることはできません。私はこれを非委譲的（
non-delegable）義務と呼んでいます。契約で損害賠償の分担割合を定めることは可能ですが、規制当
局が誰を制裁するかを契約で変えることはできません。

AI事務局と国家能力当局は、違反当事者に直接罰金を課し、是正措置を命じる権限を持ちます。下位
提供者がどれほど厚い免責条項を取得しても、AI事務局はその条項を見ずにAI法上の責任を負う提供者
を対象にします。免責条項は当事者間で後日決済するときにのみ有用であり、当局の執行そのものを阻
止する盾にはなりません。

罰金規模を見れば、この限界が明らかになります。禁止されている行為（第5条）の違反は、最大
3,500万ユーロまたは売上の7パーセントのいずれか高い方、その他の義務違反は、最大1,500万ユーロ
または売上の3パーセントのいずれか高い方です。個人情報を扱う場合、GDPR違反罰金として、最大
2,000万ユーロまたは売上の4パーセントまで重複します。商業契約の免責上限は通常、契約金額の数倍
のレベルですが、売上比率のパーセンテージで課せられるこれらの罰金はその上限を軽く超えています。
市場撤退命令や評判損害などの非財務的損失は、免責条項がそもそも対象とする領域ではありません。
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法体系の地形図が変わりました。人工知能損害賠償指令（AI Liability Directive）の初案は2025年2月
11日に欧州連合執行委員会が撤回方針を明らかにし、2025年10月6日の官報掲載により正式に廃止され
ました。利害関係者間の合意が成立しなかったというのが表面的な理由です。代わりに改正製造物責任
指令（（EU） 2024/2853）が2026年12月9日以降に市場に出ている製品に適用されるのですが、ソフ
トウェアとAIシステムを明示的に製造物として扱います。AIシステムの欠陥により損害が生じた場合、
過失の立証なく製造者が厳格責任を負う構図が2026年末から開かれます。アップデートやセキュリティ
パッチを適切な時期に行わなかったために欠陥が継続した場合でも、欠陥と見なします。AI法上の行政
罰金と製造物責任指令上の民事損害賠償責任が同じ事故一つに同時に適用される可能性があります。

韓国企業がソウルに本社を置き、欧州連合市場にAIシステムを提供する場合、またはその産出物が欧
州連合内で使用される場合（AI法第2条第1項（c）号）、この第20章の20.1から20.4までの4つの節は、
契約書一部の中で相互に連動しています。20.1の条項が不十分であれば、20.2で受け取るべき情報が最
初から入ってきませんし、その情報を受け取れなければ、20.3で下位の顧客に渡す情報も不十分になり
ます。そして20.4が述べているように、これらのすべての条項をどれだけ充実させても、規制当局の前
で個別企業の最終責任は残ります。契約書は盾ではなく、地図です。ただし、その地図がAI局が引く執
行の境界線まで消してくれるわけではありません。

今手に持っている供給業者契約書を一度開いてみることをお勧めします。情報提供条項に条文番号が
記載されているか、協力期限が営業日で決められているか、変更通知条項が存在しているか。もしそれ
らがなければ、その契約書はまだAI法以前の世界にとどまっているということです。

参考にする資料

契約書点検項目 1. 第9条、第10条、第11条、第12条、第14条、第15条各々に対応する情報提供項目
が条文番号とともに記載されているか。2. 協力条項に監査・事故調査・当局情報要請対応期限が営業日
単位で明示されているか。3. 変更通知条項に通知時点と内容の具体性レベルが定められているか。4.
上位のGPAIモデル提供者から附則XII項目、著作権政策、学習コンテンツ公開要約本リンクを受け取る
手続があるか。5. モデルがシステミック・リスク・モデル（10^25 FLOPs超過）に分類される場合に通
知を受ける条項があるか。6. 下位の顧客に渡す情報と営業秘密として守る情報を分ける基準文書がある
か。7. 免責条項上限額がAI法罰金（売上の3パーセント～7パーセント）とGDPR罰金（売上の4パーセ
ント）を考慮して設計されているか。8. 2026年12月9日製造物責任指令適用以降に備えて欠陥・厳格責
任条項を再検討したか。

重要な日付 2024年8月1日、AI法発効。2025年2月2日、禁止された慣行規制の完全実施。2025年3月、
欧州連合公共調達共同体AIモデル契約条項（MCC-AI）公開。2025年7月24日、学習コンテンツ公開要
約本説明書・標準様式公開。2025年8月2日、GPAIモデル提供者義務適用開始、AI局GPAI決定権限開始。
2025年10月6日、人工知能損害賠償指令撤回官報掲載。2026年8月2日、高リスクAIシステム義務全面適
用、AI局罰金賦課権限全面発動。2026年12月9日、改正製造物責任指令（（EU） 2024/2853）適用開
始。2027年8月2日、2025年8月2日以前発売のGPAIモデルの義務準守猶予期間終了。
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21章 組織と人

欧州連合人工知能法解説書

板橋のあるソフトウェア企業で実際にあった会議の風景です。欧州の子会社に採用審査人工知能を導
入することになり、法務部長は「これは開発チームが技術文書を作成すべき案件」と述べ、開発部長は
「私たちはコードを書くだけで、職員教育や当局への報告は法務の担当」と答えます。事業本部長は会
議の間ずっと聞いているだけでしたが、最後に尋ねます。それで、これって、私たち3人の中で誰が責
任を持つんですか。この質問に答えが決まっていないということが、この章の出発点です。人工知能法
は特定の部門や職位を指定していません。それでも人と組織をどのように構成するかが、罰金を左右す
る変数として浮かび上がります。

21.1 AI リテラシー義務、第4条と第26条は異なる条項です

人工知能法第4条は、提供者と配布者に対して、職員および自らに代わって人工知能を扱う人々のリ
テラシー（AI literacy）を充分な水準で備えるよう要求しています。この条項は2025年2月2日からすで
に施行中です。企業がどのようなリスク等級の人工知能を使用しようとも関係ありません。高リスクで
なくても、たとえチャットボット1つだけを導入していても第4条が適用されます。

ここで一般的に起こる誤解が1つあります。第4条の草案段階では企業に具体的義務を課す方向で議論
されましたが、執行委員会はその重心を加盟国と執行委員会自身の政策課題の方へ移しました。そのた
め第4条自体が企業に要求することは宣言的な文言に近く、実際に把握できる義務は第26条から生じま
す。第26条は、高リスク人工知能を使用する配布者に対して、職員が人間による監視（human
oversight）を実施するよう訓練させる義務を課します。この訓練義務は附属書IIIのスタンドアロン高リ
スクシステム基準により2026年8月2日の全面適用が予定されていましたが、13章で指摘したとおり
2026年5月のデジタル オムニバス暫定合意により2027年12月2日に遅延する可能性が開かれています。
私の判断では、この時点を混同してはいけません。高リスク訓練義務（第26条）は遅延する可能性があ
りますが、すべての提供者・配布者に適用される一般的なリテラシー義務（第4条）はすでに施行中で
あり、オムニバス論議の対象でもありません。板橋の企業がチャットボットだけを使用しているから8
月2日の延期ニュースに安心していいと考えるなら、それは第4条と第26条を混ぜて読んだことになり
ます。

教育内容は法が目録で定めていません。ただし人工知能事務局（AI Office）が積み重ねてきた実務事
例と今後公表される第8条から第15条、第25条のガイドラインが人間による監視・リスク管理と結びつ
けて扱う予定という点から、このリテラシー教育が形式的な修了証1枚で終わることがないであろうこ
とは推察できます。システムの動作原理、限界とバイアスの可能性、性能指標を読む方法、介入が必要
な時点に気づく方法、これら4つを含む教育プログラムを作成し、その修了記録を残しておくことをお
勧めします。記録を第17条の品質管理体系または第11条の技術文書の一部として管理すれば、後に監
査が入った時に別途探す必要がありません。罰金の側は曖昧です。第99条が列挙した罰金区間に第4条
が別途名前を挙げていません。そのため第4条違反だけを切り取った固定罰金表がないと見るのが正確
で、実務では加盟国の市場監視当局が一般的義務違反区間（最大1500万ユーロまたは世界売上の3パー
セント）に載せて判断するか、事故が発生した時に人間による監視失敗の背景状況として引き出して使
用する可能性が大きいです。

21.2 組織図にない席を作る仕事
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人工知能法は、どの企業でも人工知能ガバナンスチームを作るよう明示していません。しかし、リス
ク管理体系（第9条）、データガバナンス（第10条）、技術文書（第11条）、品質管理体系（第17条）、
人間による監視（第14条）を1人が兼務で処理できる企業はほとんどありません。条文1つ1つは組織を
要求していませんが、条文をすべて合わせると実質的には組織なしには回りません。これを法が残した
余白だと見ます。形式は自由に任されたが、内容は強制されたのです。

『90日着手計画』という名前で実務で流通する手続があります。人工知能システムのインベントリを
作成し、システムごとに提供者か配布者かの役割を定め、どこに穴があるかをギャップ分析する3つの
ステップです。この3つのステップを誰が主導するかをまず決める必要があります。CEO直属の人工知
能ガバナンス責任者（名前は最高人工知能責任者でも人工知能コンプライアンス担当者でも構いません）
を置き、法務・開発・事業の3部門の長がその下で定期的に会合する構造をお勧めします。3部門のうち
いずれかが統括を担当すると、他の2部門は脇役に押しやられ、脇役になった部門は自分の責任の文書
をざっと埋めます。これのような事例を何度も見たことがあります。

人工知能事務局の視線もここにあります。人工知能事務局は、リスク管理体系または品質管理体系が
書類だけで存在するのか、組織の中で実際に機能しているのかを検証することになると明らかにしてき
ました。企業が適切な政策文書を作成しておきながら、それを実行する人員も、予算も、権限も配分し
ていなかったなら、その書類は監査でむしろ不利な証拠となります。政策はあるが担当者がないという
こと自体が、リスク管理の欠陥として読まれるからです。

21.3 法務は法律、開発は技術、事業は市場、そして3者が共に判断する場

法務部門が担うべき役割は明確です。人工知能法と国内の人工知能基本法が重なる地点を読み取る仕
事、サプライヤー・顧客契約書に人工知能法関連の条項を盛り込む仕事、EU域内の公認代理人を指定・
管理する仕事、人工知能事務局または加盟国当局の情報請求に対応する仕事がここに含まれます。
GPAI モデルを扱う企業であれば、著作権ポリシーの準守状況も法務の責任です。

開発部門は設計段階から法律をコードに組み込む仕事を担当します。リスク管理体系とデータガバナ
ンスを実際のパイプラインに実装し、技術文書を作成・更新し、自動記録機能を追加し、第50条が要求
する人工知能生成物の機械読取可能な表示をシステムに組み込む仕事です。この部門が法律の条文を知
らなくてもいいという考え方は危険です。条文を知らないまま書かれたコードは、後から法務がいくら
手を加えても修正できません。

事業部門は市場を見ます。当社がこのサプライチェーンで提供者か配布者か輸入者かをまず確定し、
システムのリスク等級を識別し、上市時期と戦略を管理します。下流配布者にシステムの用途と制限事
項を説明し、必要に応じて教育を提供することも事業部門の責任です。体系的リスクを有するGPAI モ
デルであれば2週間以内に人工知能事務局に報告する必要がありますが、このタイトなスケジュールを
守ることも、結局事業部門が当該案件を最初に認識する立場にあるためです。

このように分けても、3者のいずれかに該当しない判断が残ります。GPAI モデルをもたらしてファ
インチューニングした場合、それが新しい『提供者』地位を生じるのか、附属書IIIの信用評価または保
険リスク評価に当社システムが該当するのか、このような判断は、法務だけでも開発だけでも事業だけ
でも下すことができません。法律的にどう解釈されるのか、技術的に何が変わるのか、市場でそれがど
のような意味を持つのかを、一つの場で合致させてこそ出てくる判断です。この3者を1つの委員会に集
めることは形式ではなく実質だと考えます。議事録だけを残して散会する場ではなく、そこから出た結
論を誰が実行し誰が確認するかまで明確にしてこそ会議が意味を持ちます。
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この章で確認することをまとめます。

第4条 AI リテラシー。2025年2月2日からすべての提供者・配布者に施行中。リスク等級と無関係。

第26条 人間による監視訓練。高リスク配布者対象。元々2026年8月2日予定、デジタル オムニバスで
2027年12月2日延期の可能性。第4条と混同しない。

罰金区間。第99条に第4条専用条項はなし。一般的義務違反区間（最大1500万ユーロまたは世界売上
の3パーセント）に載るか、事故調査の背景状況として使用される可能性。

ガバナンス組織。法が形態を強制しないが、CEO直属の責任者と法務・開発・事業の3部門長の定期
的な委員会をお勧めします。

部門別役割。法務は法令・契約・代理人・当局との通信。開発は設計・文書・ログ・表示技術。事業
は役割確定・等級識別・上市戦略・下流教育・当局への通知。

クロス判断が必要な事項。提供者地位の変更、附属書III該当の有無は3部門が共に判断し、結論の実
行者と確認者を定める。

再び板橋の会議室に戻ります。事業本部長の質問、私たち3人の中で誰が責任を持つのかという質問
に、正答は1つではありません。ただしその質問に誰も答えないまま会議が終わったなら、その企業は
すでに第4条であれ第26条であれ何らかの条項を見落としている可能性が大きいです。
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第22章 規制サンドボックスと事前相談

欧州連合人工知能規制法解説書

板橋のあるAIヘルスケア・スタートアップ代表が私に尋ねました。網膜画像を読んで糖尿病網膜症を
選別するソフトウェアをドイツの病院に売りたいのだが、正式な認証を受ける前に、実際の患者データ
で検証する方法はないだろうかということでした。私はこう答えました。2026年8月2日からは、答え
が一つ生まれます。各加盟国が運営するAI規制サンドボックスです。

22.1 加盟国サンドボックスの利用要件

人工知能規制法(Regulation (EU) 2024/1689)第57条は、加盟国に対して、国家レベルのAI規制サンド
ボックスを最低でも1つ以上設立し、2026年8月2日までに実際に稼働させるよう義務付けています。こ
こで重要なのは、義務の主体が加盟国であるという点です。企業が申請する対象ではなく、政府が構築
すべき施設ということを意味しています。この義務は、他の加盟国の主管当局と共同で設立することで
果たしてもよく、既に運営されている別の加盟国のサンドボックスに参加する方式で代替することもで
きます。ただし、その参加が自国民に同等なレベルのアクセスを保証する場合にのみ認められます。地
域または地方単位で追加のサンドボックスを設置することは禁止されていませんし、欧州データ保護監
視機構(EDPS)はEU機関向けの別個のサンドボックスを構築し、国家主管当局と同等の地位で活動する
ことができます。欧州委員会は技術支援と助言、ツールを提供することはできますが、設立義務そのも
のは負いません。

サンドボックス内で行われることは、提供者と主管当局が事前に合意したサンドボックス計画に従い
ます。計画に沿って定められた期間にシステムを開発し、訓練し、テストし、検証することが骨子であ
り、実世界の条件でのテスト(real world conditions)も当局の監督下で進行させることができます。主管
当局は、規制準拠を支援する監督官および相談役としての役割を担当します。リスク管理、特に基本的
権利と健康、安全に関連するリスク識別とリスク緩和プロセスにおいて、ガイダンスとサポートを提供
し、提供者が要求すればサンドボックス内で何が行われたかを証明する書面証明および終了報告書を発
行します。これら2つの文書は、その後の適合性評価および市場監視段階で相当な重みを持ちます。市
場監視当局および公認認証機関(notified bodies)は、この報告書を肯定的に考慮して手続を合理的な範囲
内で前倒しすることが法律により直接要求されているからです。

最も目立つ条項は罰金免除です。サンドボックス参加者は、実験過程で第三者に損害を与えた場合、
その民事責任から逃れることはできません。ここまでは当然です。しかし、人工知能規制法違反に対す
る行政罰金については、計画と参加条件を守り、主管当局のガイダンスを善意で従ったという前提の下
では、課されません。他のEU法または国内法違反についても、該当する当局が積極的に監督しガイダ
ンスを提供した事案であれば同様です。私はこの条項を、規制当局が企業を最初から敵対的に扱わない
という宣言として読みます。ただし、健康、安全、基本的権利に重大なリスクが生じた場合、当局はい
つでもサンドボックス活動を一時的にまたは永久に中止させることができ、その決定はAI事務局にも通
知されます。サンドボックスが規制からの逃避所ではないということを意味しています。

国家主管当局は、サンドボックスを設置すれば、その事実をAI事務局およびAI理事会(AI Board)に通
知する必要があり、AI事務局は各国のサンドボックス計画と一覧をホームページに公開し、最新の状態
に保ちます。詳細な運営方法、つまり適格性と選定基準、申請手続、参加条件といった共通原則は、第
58条に基づき欧州委員会が実施令で定めます。この実施令は、EU全域がサンドボックスを異なる基準
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で運営することを防ぐための仕組みであり、ここで中小企業およびスタートアップへの無料アクセスを
原則として明記しています。

韓国企業の立場から見ると、計算は比較的明確です。AI規制法第2条第1項(c)号に基づき、産出物が
EU内で使用される限り、域外適用を受ける企業であれば、高リスク・システムを市場に投入する前に
サンドボックスを経由する方が安全です。違反時に最大3千500万ユーロまたは世界中の売上の7パーセ
ントに達する罰金構造を考えると、善意でガイダンスを従ったという事実だけでその罰金全体を回避で
きる道が開かれているというのは、小さくない誘因です。終了報告書と書面証明を手に入れれば、CE
マーキングまで至る時間も短縮されます。ただし、EU域内の公認代理人がこのプロセスで当局との連
絡窓口役を兼ねなければならず、実験中に発生する可能性のある第三者損害に備えて責任保険も別途確
保する必要があります。

確実ではない部分もあります。実施令がまだ確定していないため、適格性基準と申請手続の具体的な
姿は加盟国ごとに異なって明らかになる可能性があります。また、善意でガイダンスを従ったという要
件を当局が事後的にどの程度厳密に審査するのか、非EU企業がEU域内の中小企業に準ずる優先権を実
際にどの程度受けられるのかは、各国の初期事例が蓄積されてこそ判断できます。私は一応楽観的に見
ていますが、最初に申請する側よりも数か月後に先例を確認した上で申請する側を勧めるほうです。

22.2 中小企業優遇措置

人工知能規制法第62条は、加盟国およびAI事務局に対し、中小企業、特にそのうちのスタートアップ
の事情を規制設計段階から別途考慮するよう要求しています。釜山の医療機器スタートアップ代表が私
に尋ねた質問がまさにこの条文で答えが出ます。大企業と同じ適合性評価手数料を支払う必要があるか
という質問でした。答えはノーです。第62条第1項は、高リスク・システム適合性評価手数料を企業の
規模、市場規模など関連指標に比例して引き下げるよう定めており、AI理事会の要請に応じてこの基準
を定期的に再検討することになっています。

サンドボックス・アクセスの面でも、SMEおよびスタートアップは前列に並びます。適格性要件と選
定基準を満たす限り、無料で優先アクセスする権利が与えられ、例外的な費用のみ別途課されます。こ
のほか、加盟国はEU全域にわたって標準化された申請テンプレートと単一情報プラットフォームを準
備し維持する必要があり、SMEを対象とした認識向上活動および教育を組織し、AI関連の公共調達の好
事例を評価して普及させる役割も担います。第63条はここからさらに一歩進んで、マイクロ企業(パー
トナーまたは関連企業なしに従業員10人未満、売上または資産200万ユーロ以下の企業)には品質管理シ
ステム要件の一部を文書負担が少ない方法で満たしてもよいと許可しています。

中小型企業(Small Midcaps)という中間層が登場します。従業員750人未満で、かつ年間売上1億5千万
ユーロ以下または年間貸借対照表資産1億2千9百万ユーロ以下の企業を指し、マイクロ・中小企業のみ
が享受していた文書負担軽減特典の一部をこの規模の企業に拡大しています。技術文書要件が低くなり、
違反時に課される罰金も3パーセントまたは1千5百万ユーロのいずれか高い金額ではなく、低い金額が
基準になります。ただし、ここには大きな例外が一つあります。第5条が禁止する操作的AI慣行や社会
的スコアリングのような行為を行った場合、中小型企業であっても最大3千500万ユーロまたは世界中
の売上の7パーセントという一般的な上限が適用されます。私はこの点を相談する際に特に力を入れて
説明します。規模が小さいからと配慮されるのは、文書と手続の重みであり、禁止行為そのものの重み
ではないということを意味するからです。



107 - 金京鎮弁護士

韓国企業が対応すべき実務は3つにまとめられます。第一は、自社がどの区間に当てはまるかを確認
することです。従業員数、年間売上、貸借対照表資産を踏まえて、SMEなのか、スタートアップなのか、
マイクロ企業なのか、中小型企業なのかを判断する必要があります。加盟国の主管当局にどのような書
類を提出するかはこれで定まります。第二は、手数料軽減と優先アクセスをそのままにしておかず、申
請することです。規定があっても申請しなければ適用されません。第三は、マイクロ企業または中小型
企業に該当するのであれば、第63条の文書簡素化条項を根拠に、対応文書の範囲をあらかじめ狭める交
渉をすることです。ただし、「EU域内」という文言が非EU企業に対してそのまま適用されるのかは、
事例として確認されたものがまだ多くないため、私はEU代理人を通じて各加盟国の主管当局に書面で
あらかじめ確認するよう勧めています。

22.3 AI事務局との通信チャネル

サンドボックスと手数料軽減が制度の骨組みであれば、実際にその制度に足を踏み入れるの道は通信
チャネルです。欧州委員会は第58条に基づいて、利害関係者が主管当局と接触し、非拘束的なガイダン
スを求めることができる単一専用インターフェースを開発することになっています。これとは別に、
2025年10月、AI事務局はAI規制法サービスデスク(AI Act Service Desk)および単一情報プラットフォー
ム(Single Information Platform)を実際に開設しました。オンライン様式で質問を入力すれば、AI事務局
と緊密に協力する専門家チームが回答を与える構造であり、国別の主管当局情報と各加盟国のサンドボッ
クス現況もこのプラットフォームで確認できます。2025年11月19日には、GPAIモデル提供者の義務範
囲を狭めて説明したガイドライン(C(2025) 7719 final)が承認され、共に公開されました。

主管当局またはAI事務局が先に連絡してくる場合も、法に根拠があります。高リスク・システム提供
者は第21条に基づいて、主管当局の合理的な要求に応じて準拠事実を証明する文書を提供する必要があ
り、その文書は当局が容易に理解できるEU公用語で作成されなければなりません。自動生成ログへの
アクセス(第21条第2項)または市場監視当局の訓練・検証・テストデータセットへのアクセス(第74条第
12項)も要求の対象です。GPAIモデル提供者は性質が少し異なります。AI事務局が直接窓口となって、
第91条に基づく情報要求と第92条に基づくモデル評価アクセスを要求することができ、システム的リ
スクを伴うモデル、つまり訓練演算量が10の25乗フロップスを超えるモデルの提供者は、その事実を
遅くとも2週間以内にAI事務局に通知する必要があります。重大な事故またはサイバーセキュリティ侵
害が生じた場合も、これまた迅速に報告する義務が続きます。どの経路で行き来しようとも、営業秘密
と知的財産権、機密ビジネス情報は第78条に基づいて保護されます。

AI局は自らを協力的で段階的かつ比例的な実行者と定義しています。遵守に困難がある場合は罰金か
ら心配せず、まず連絡しろという趣旨であり、反対に実践規約に従わないまたは遵守の有無が不透明な
提供者には、より多くの情報を要求し、モデル評価アクセスまで要請できるとも明かしています。この
箇所で私は韓国の企業にいつも同じアドバイスをしています。法務、開発、事業部門が一体に動く内部
対応チームをあらかじめ整備し、技術文書とQMS記録、ログ、GPAI学習コンテンツ要約版をいつでも
取り出せるよう整理しておくということです。情報要求は大抵の場合、期限が切迫して来ます。その瞬
間に書類を最初から探し始めたら、もう遅いのです。

参照資料

主要期限 2026年8月2日 加盟国AI規制サンドボックス運用期限、高リスクシステム義務全面適用、AI
局罰金賦課権全面発動 2025年8月2日 GPAIモデル提供者義務適用開始 2025年2月2日 第5条禁止行為完
全実施 2025年10月 AI法サービスデスク・単一情報プラットフォーム開設 2025年11月19日 ガイドライ
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ンC(2025) 7719 final承認

チェック項目 1. 自社がSME、スタートアップ、マイクロ企業、中堅企業のどれに該当するか、従業
員数、年間売上、貸借対照表基準で確認したか 2. 対象加盟国のサンドボックス計画と申請窓口をAI法
サービスデスクで確認したか 3. EU域内の公認代理人がコンピテント当局との連絡窓口役を担う準備が
できているか 4. サンドボックス参加中に発生する第三者損害に備えた責任保険を検討したか 5. 情報要
求に即座に対応できるよう技術文書、QMS記録、ログを常時整理しておいたか

法が定めた門は開かれています。その門をまず叩くか、他社が先に入る様子を見守った後に続いて入
るかは、結局のところ各企業のリスク選好に係っています。

弁護士

kimkj.com
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エピローグ 規制を費用として見るか、参入障壁として使う
か

欧州連合人工知能法解説書

この本をここまで読んだ会社の担当者は、おそらく疲れているでしょう。守らなければならないこと
が多くあります。表示し、文書を備え、代理人を立て、評価を受け、登録をします。ヨーロッパで何か
を売るには、これらすべてを通す必要があります。だから規制を費用として見ることは自然なことです。
売上を増やす仕事でもないのに、お金と時間を消費する負担。多くの会社がヨーロッパ人工知能法をそ
のように見ています。

私はこの最終章で異なる視点を一つ提示したいと思います。規制を費用ではなく参入障壁として見る
視点です。正確に言えば、他者には障壁であり、自分には門となる場所を見つける視点です。

規制が重いということはすべての者に重いということです。ヨーロッパ市場を狙う他国の競争相手も
同じ壁に直面しています。その壁を他より先に乗り越えた会社は、まだ壁の前で躊躇している競争相手
が入ることができない市場に先に入っています。規制対応を早く終わらせたことが、それ自体が先行す
る位置になるのです。ヨーロッパが人工知能にこのような重い規制を設けたのは、裏を返せば、その規
制を通過した人工知能だけがヨーロッパ市場に残るという意味でもあります。通過した少数の中に入る
ことが競争なのです。

この視点は韓国企業にとって格別に意味があると私は考えます。韓国企業は長い間、厳しい規制を通
過しながら成長してきました。安全規制が厳しい市場に製品を送り出しながら品質を高め、その品質が
また競争力になったのです。人工知能規制もそこに置くことができます。ヨーロッパの要件に合わせて
築いたデータガバナンスと危機管理体系は、ヨーロッパだけで使われるのではなく、会社の人工知能全
体を堅牢にします。規制対応が会社の実力になるのです。

もちろん、これは規制が軽くなるということではありません。この本を通じて指摘してきたように、
義務は重く、期限は迫り、制裁は大きいです。規制を参入障壁として使おうということは、その重さを
否定することではなく、その重さを先に引き受けるということです。他の者が遅延させている時に先に
準備した会社が、規制が作った狭い門の内側に立つようになります。

この本を閉じながら、私は最初のあの問いに戻ります。プロローグのパンギョ会社は自分たちが引っ
かかるとは知りませんでした。この本を読んだ会社は今わかります。自分たちがどの経路で引っかかる
のか、どのような名目で引っかかるのか、何をいつまでにしなければならないのか。その知識がある会
社とない会社は、同じ規制の前で全く異なる位置に立ちます。一方は8月2日に電話を受け、もう一方は
それ以前に準備を終わらせます。

規制を費用として見るか、参入障壁として使うか。この問いの答えは法律条文の中にはありません。
その法律条文をいつどのように向き合うかを決める会社の選択の中にあります。壁はすでに築かれまし
た。残されたのはその壁をいつ乗り越えるかを決める仕事です。先に乗り越えた場所でお会いすること
を願っています。

弁護士

kimkj.com



110 - 金京鎮弁護士

附録1 施行日程統合年表

欧州連合人工知能法解説書

基準日は2026年7月23日です。この年表の日付は生きて動いています。実際の準備前に最新状態を再
度ご確認ください。

EU人工知能法

2024年8月1日 人工知能法発効。

2025年2月2日 第5条禁止行為の適用開始。第4条人工知能リテラシー義務の適用開始。

2025年8月2日 汎用人工知能モデル提供者義務(第53·55条)の適用開始。ガバナンス規定の適用。第99
条課徴金賦課根拠発効。

2026年6月29日 Digital Omnibus改正が理事会最終承認。官報掲載後3日目の発効予定。

2026年8月2日 第50条透明性義務全面適用。汎用人工知能モデルに対する執行権限発動。

2026年12月2日 第5条NCII·CSAM生成禁止発効。2026年8月2日以前に市場投入された既存生成型シ
ステムの表示義務猶予終了。

2027年2月2日 汎用人工知能ウォーターマーク検出相互運用ソリューション整備期限。

2027年8月2日 2025年8月2日以前に市場投入された既存汎用モデルの整備期限。

2027年12月2日 附属書III独立型高リスク人工知能義務適用。

2028年8月2日 附属書I製品組み込み型高リスク人工知能義務適用。

韓国AI基本法

2025年1月21日 AI基本法制定·公布。

2026年1月22日 本法全面施行。透明性義務(第31条)、安全性確保義務(第32条)、高影響事業者責務(第
34条)、国内代理人(第36条)など。

2026年7月21日 改正施行令施行。AI製品·サービス確認制度、公共調達優遇、利用費用支援等の振興
措置。

延期されたものと延期されていないもの

延期 附属書III独立型高リスク(2027年12月2日)、附属書I製品組み込み型高リスク(2028年8月2日)。

延期なし 第50条透明性義務(2026年8月2日のまま)。NCII·CSAM禁止は延期ではなく新設(2026年12
月2日)。

弁護士

kimkj.com
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付録2 システム分類判断フロー図

欧州連合人工知能法解説書

順序に従って答えていけば、私たちのシステムの位置が明らかになります。各質問の横の章番号で詳
しい説明が見られます。

第1段階 域外適用の有無（第1章）

質問 私たちの人工知能が欧州市場に置かれているか、欧州の誰かが使用しているか、その産出物が
欧州で使用されているか。3つのうち1つでも該当する → 適用対象。第2段階へ。3つすべて該当しない
→ 現在のところ適用外。ただし接点が本当にないのか改めて確認すること。

第2段階 役割の確定（第1章）

質問 このシステムにおいて私たちは何か。開発・提供する → 提供者。取得して使用する → 利用者。
導入する → 輸入者。/ サプライチェーンで提供する → 流通者。1つのシステムに複数の役割が重複する
場合があります。

第3段階 禁止事項の確認（第15章）

質問 このシステムが第5条の8つの禁止事項のいずれかに該当するか。（職場・教育機関での感情認
識、社会的スコアリング、脆弱性の悪用、顔画像の無分別な収集、NCII・CSAM生成など）該当する →
禁止。欧州では使用できません。ここで終了。該当しない → 第4段階へ。

第4段階 リスク層の分類（第2章）

質問 A 人と相互作用する（チャットボット）、または合成コンテンツ・ディープフェイクを生成す
るか。該当する → 透明性対象。第50条の義務（第4・5・6章）。2026年8月2日。

質問 B 汎用人工知能モデルを開発する、または実質的に修正して提供するか。（第7章）該当する →
汎用モデル提供者。第53条の義務（第8章）。10^25 FLOP超過の場合は第55条が追加（第9章）。

質問 C 附属書 I の製品（医療機器・自動車・機械類など）に安全要素として組み込まれ、その製品が
第三者適合性評価の対象となるか。（第11章）該当する → 附属書 I 高リスク。フィルターなし。2028
年8月2日。第12・13章の義務。

質問 D 附属書 III の8つの領域（生体認証・重要インフラ・教育・雇用・必須サービス・法執行・移
民・司法）に該当するか。（第11章）該当する → 附属書 III 高リスク候補。第5段階フィルターへ。
2027年12月2日。

上記のいずれにも該当しない → 最小リスク。特別な義務はありません。

第5段階 附属書 III フィルター（第11章）

質問 第6条第3項の4つの例外（狭い手続き的課題、人間の結果の改善、パターン検出、準備作業）の
いずれかに該当するか。該当し、かつ自然人プロファイリングを行わない → 高リスク除外が可能。た
だし根拠の文書化 + EU DB 登録。プロファイリングを行う → 例外を排除。高リスク確定。該当しない
→ 附属書 III 高リスク確定。第12・13章の義務。

第6段階 韓国法並行確認（第16・17章）
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欧州の分類を終えても、韓国 AI基本法（高影響 第2条、表示 第31条、国内代理人 第36条）と個人情
報（GDPR・PIPA）をあわせて対照すること。一方を守ったからといって、他方が免除されることはあ
りません。

弁護士

kimkj.com
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付録3 自己診断チェックリスト

EU人工知能法解説書

手元に置いて机の上で使用するために作成されました。各項目に「はい」または「いいえ」で答え、
「いいえ」となった項目については該当する章で確認してください。

A. 適用範囲と役割（第1章）

貴社の人工知能がヨーロッパの市場・ユーザー・成果物のいずれかと関わるかを確認しましたか。各
システムについて、貴社が提供者・配布者・輸入者・流通業者のいずれであるかを特定しましたか。第
3国の提供者として高リスクまたは汎用モデルをヨーロッパに投入する場合、域内代理人（第22条・第
54条）を設置しましたか。代理人に技術文書と情報を実際に提供しましたか。

B. 禁止行為（第15章）

国内で使用する人工知能について、第5条の8つの禁止規定に1つずつ照らし合わせて確認しましたか。
職場・教育機関で感情認識ツールを使用していませんか。人を総合スコアで判定し、無関係な領域で不
利益を与えていませんか。生成モデルにNCII・CSAM出力を防ぐ技術的安全装置があり、その動作を証
明できますか。

C. 透明性（第4・5・6章）

ヨーロッパのユーザーと対話するチャットボット・音声ボットの初期画面に人工知能表示があります
か。生成型成果物に機械判読可能な表示があり、その表示がキャプチャ・再アップロードに耐えられま
すか。ディープフェイクを作成して公開する場合、人間が認識できる公開をしていますか。表示体系が
多層的（C2PAメタデータ＋非可視ウォーターマーク）ですか。2027年2月2日までにウォーターマーク
検出相互運用性を備える計画がありますか。

D. 汎用モデル（第7・8・9・10章）

貴社のモデルが相当な汎用性を備え、汎用モデルの閾値を超えるかを判断しましたか。技術文書（附
属書XI）、サブセット情報（附属書XII）、著作権ポリシー、訓練コンテンツの要約を備えていますか。
累積訓練計算量が10^25FLOPを超えるかを2つの方法で計算して確認しましたか。オープンソース例外
を目指す場合、4つの自由とスペック要件をすべて満たし、残りの2つの義務（著作権・要約）を備えて
いますか。

E. 高リスク（第11・12・13・14章）

貴社の製品が附属書Iまたは附属書IIIにより高リスクになるかを判断しましたか。フィルターに頼る場
合、その判断の根拠を文書で備えていますか。リスク管理（第9条）、データガバナンス（第10条）、
技術文書・ログ（第11・12条）、人間の監督（第14条）、精度・堅牢性・セキュリティ（第15条）を
備えていますか。適合性評価・CEマーキング・EUDB登録（第43・48・49条）の計画がありますか。
配布者であれば、労働者通知と基本的人権影響評価（第27条）の対象かを確認しましたか。猶予期間中
にデータガバナンスを今から開始しましたか。

F. 韓国法と個人情報（第16・17章）
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韓国AI基本法の高影響該当性と表示義務（第31条）を確認しましたか。韓国進出の外国事業者であれ
ば国内代理人（第36条）の要件を、貴社であればEU代理人の要件を確認しましたか。ヨーロッパユー
ザーの個人情報にGDPRとPIPAが同時に適用されることを確認しましたか。訓練データの個人情報処理
の根拠をヨーロッパと韓国それぞれで確保しましたか。

G. 実行体系（第18・19・20・21章）

人工知能インベントリを部署別に作成しましたか（隠れた人工知能を含む）。文書が実際のシステム
動作と一致し、システム更新に文書更新を組み込みましたか。供給業者契約に情報提供・協力・変更通
知条項を含めましたか。人工知能リテラシー（第4条）を役割に応じて実施し、記録しましたか。当局
の情報要求に対応する窓口と手順をあらかじめ定めましたか。

弁護士
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付録4 第50条告知文言例（国文・英文）

欧州連合人工知能法解説書

そのまま使う完成文ではなく、出発点です。実際の文句はサービスの脈絡と法律相談に合わせて調整
してください。告知は遅くても最初の相互作用・露出の時点に、明確で区別可能に、アクセシビリティ
要件に合わせて提示してください。

1. チャットボット・対話型エージェント（第50条第1項）

国文 このご相談は人工知能が進めます。人間のコンサルタントとの接続をご希望の場合は、以下か
らお申し付けください。

英文 You are chatting with an AI system. If you would like to speak with a human agent, please
request it below.

短い形 国文 人工知能コンサルタントです。英文 This is an AI assistant.

2. 音声エージェント（第50条第1項）

国文 こんにちは。人工知能音声ガイダンスです。これからの対応は人工知能が進めます。

英文 Hello. This is an automated AI voice service. Your call will be handled by an AI system.

3. 生成型コンテンツ表示（第50条第2項、人間が見る表示）

国文 このコンテンツは人工知能により生成されました。

英文 This content was generated by AI.

画像・映像用キャプション 国文 人工知能生成画像 英文 AI-generated image

注意 この肉眼表示と別個に、ファイルに機械判読表示（C2PA等）を併せて入れなければ第50条第2
項を充足します。第5章参照。

4. ディープフェイク公開（第50条第4項）

国文 この映像には人工知能により生成または操作されたシーンが含まれています。

英文 This video contains images or audio that have been artificially generated or manipulated using
AI.

芸術・風刺用軽減表示（享受を妨げない方式） 国文 本作品には人工知能合成技術が使用されていま
す。（エンディングクレジット等に表記） 英文 This work uses AI-synthesised elements. (in end
credits or equivalent)

5. 公益テキスト（第50条第4項）

国文 このテキストは人工知能により生成され、編集者の検討を経て発行されました。

英文 This text was generated by AI and published under human editorial review.

注意 人間の実質的検討と編集責任がなければこの例外を原用することができません。第4章参照。
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6. 感情認識・生体分類告知（第50条第3項）

国文 このサービスは人工知能によりあなたの感情状態を分析します。（または生体情報を分類しま
す。）

英文 This service uses AI to analyse your emotional state. (or to categorise biometric data.)

注意 職場・教育機関での感情認識は告知ではなく禁止対象です（第5条）。第15章参照。

弁護士
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附録5 技術文書目次テンプレート

欧州連合人工知能法解説書

高リスク人工知能システムは別紙IV、汎用モデルは別紙XIが要求する項目の目次例です。実際の作成
時には当該別紙の原文を対照してください。文書は実際のシステムと一致する必要があり、更新時には
併せて修正する必要があります（19章）。

A. 高リスク人工知能システム技術文書（別紙IV基準）

1. システム一般情報 1.1 目的、提供者、バージョン 1.2 システムが相互作用する他のシステム・ハー
ドウェア 1.3 ユーザーインターフェース説明 1.4 配布者向け使用指針

2. システムの構成と開発 2.1 開発方法と段階 2.2 設計仕様、システム構造 2.3 データ要件（学習・検
証・試験データの出所・範囲・特性） 2.4 人間監督措置とその設計 2.5 事前決定された変更と継続的適
合性維持方法

3. システムの性能と限界 3.1 精度・堅牢性・サイバーセキュリティ指標と試験結果 3.2 予見可能な誤
動作と危険 3.3 特定集団に対する性能差異の可能性

4. リスク管理 4.1 リスク管理システム説明（第9条） 4.2 識別されたリスクと緩和措置

5. 変更履歴と保守管理 5.1 バージョン別変更記録 5.2 上市後監視計画（第72条）

6. 適合性 6.1 適用した調和された規格・共通基準 6.2 EU適合性宣言書コピー（第47条）

B. 汎用人工知能モデル技術文書（別紙XI基準）

1. モデル一般情報 1.1 モデル名、提供者、発表日、バージョン 1.2 アーキテクチャとパラメータ数
1.3 入力・出力形式 1.4 ライセンス

2. 開発情報 2.1 学習方法と過程 2.2 学習・試験データの種類と出所、データ処理方法 2.3 計算リソー
スと学習計算量（FLOP推定と根拠） 2.4 既知の能力と限界

3. 下位提供者向け情報（別紙XII） 3.1 モデル統合に必要な技術情報 3.2 能力・限界・使用条件

4. 著作権と学習コンテンツ 4.1 欧州著作権法遵守ポリシー（Directive 2019/790第4条第3項） 4.2 学
習コンテンツ公開要約（第53条第1項d号、事務局標準様式）

5. システム的リスク（該当する場合、第55条） 5.1 モデル評価と敵対的試験結果 5.2 システム的リス
ク評価と緩和措置 5.3 重大事故対応体制 5.4 サイバーセキュリティ措置

弁護士
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附録6 AI供給業者契約条項例示

欧州連合AI法解説書

これは草稿です。実際の契約は法律諮問を経て確定するものとします。各条項の背景については第20
章を参照してください。

1. 定義条項

本契約において人工知能法とは、Regulation (EU) 2024/1689及びその改正並びに下位規範を意味しま
す。提供者、配布者、高リスク、汎用人工知能モデル等の用語は、人工知能法で定める意味に従うもの
とします。

2. 役割及び地位確認条項

当事者は、本契約上供給される人工知能システムまたはモデルに関して、人工知能法上の各自の地位
（提供者・配布者・輸入者・流通者）を次の通り確認するものとします。（表により明示。）供給者は、
該当システムが高リスクまたはシステム的リスクに該当するかどうか及びその根拠を書面により通知す
るものとします。

3. 情報提供条項

供給者は、需要者が人工知能法上の自己の義務を遂行するのに必要な情報（附属書XII及び第13条情
報を含む）を、契約の履行開始前及び要求時に遅滞なく提供するものとします。汎用モデルの場合、供
給者は技術文書、能力・限界、統合条件、著作権準守及び訓練コンテンツ要約に関する情報を提供する
ものとします。

4. 変更通知条項

供給者は、供給されたシステムまたはモデルの性能・構造・訓練データに重大な変更がある場合、需
要者に事前に通知するものとします。通知なく行われた変更により需要者が義務に違反することになっ
た場合、その責任は供給者が負担するものとします。

5. 協力条項

当局の情報要求、調査、監査、重大事故対応がある場合、当事者は相互に誠実に協力し、必要な資料
を合理的期間内に提供するものとします。

6. 秘密保持条項

本契約に従って提供される情報のうち営業秘密に該当するものは、相手方の事前同意なく目的外に使
用し、または第三者に開示しないものとします。ただし、法令または当局の適法な要求に基づく提供は
この限りではありません。

7. 域内代理人条項（該当する場合）

供給者が第三国に所在する提供者である場合、供給者は人工知能法第22条または第54条に従うEU域
内代理人を選任し、その情報を需要者に通知し、代理人が任務を遂行できるよう技術文書及び情報を提
供するものとします。

8. 責任及び免責の限界条項
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当事者間の損害の分担は、本契約が定めるところによります。ただし、人工知能法が各当事者に直接
課した規制上の義務は、本契約の責任配分または免責にもかかわらず、各自に現状のまま存続すること
を確認するものとします。

9. 準拠法及び管轄

（事案に応じて定めるものとします。欧州市場関連紛争の準拠法・管轄選択が実際の執行に及ぼす影
響を検討すること。）

弁護士
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付録7 用語対照表(韓国語・英語・法条文)

欧州連合人工知能法解説書

EU人工知能法Regulation (EU) 2024/1689、韓国AI基本法2026年7月21日施行現行本基準。条文確認
2026年7月23日。

EU人工知能法

提供者 / provider / 第3条3号 配布者 / deployer / 第3条4号 域内代理人 / authorised representative / 第3
条5号 (高リスク 第22条、汎用モデル 第54条) 輸入者 / importer / 第3条6号 流通業者 / distributor / 第3条
7号 運営主体 / operator / 第3条8号 市場流通 / placing on the market / 第3条9号 市場供給 / making
available on the market / 第3条10号 サービス開始 / putting into service / 第3条11号 AIリテラシー / AI
literacy / 第4条 禁止されたAI慣行 / prohibited AI practices / 第5条 高リスクAIシステム / high-risk AI
system / 第6条 (附属書 I・III) リスク管理システム / risk management system / 第9条 データガバナンス
/ data and data governance / 第10条 技術文書 / technical documentation / 第11条 (附属書 IV) 記録保管、
ログ / record-keeping, logs / 第12条 透明性および情報提供 / transparency and provision of information /
第13条 人間監視 / human oversight / 第14条 正確性・堅牢性・サイバーセキュリティ / accuracy,
robustness and cybersecurity / 第15条 高リスク提供者の義務 / obligations of providers / 第16条 品質管
理システム / quality management system / 第17条 AIバリューチェーン上の責任 / responsibilities along
the AI value chain / 第25条 配布者の義務 / obligations of deployers / 第26条 基本権影響評価 /
fundamental rights impact assessment (FRIA) / 第27条 調和標準 / harmonised standards / 第40条 共通
仕様 / common specifications / 第41条 適合性評価 / conformity assessment / 第43条 EU適合宣言 / EU
declaration of conformity / 第47条 CEマーク / CE marking / 第48条 登録 / registration / 第49条 特定のAI
システムの透明性義務 / transparency obligations for certain AI systems / 第50条 ディープフェイク /
deepfake / 第50条4項 ラベリング実践規約 / codes of practice on labelling / 第50条7項 汎用AIモデル /
general-purpose AI model / 第3条63号 (分類 第51条) システミックリスク / systemic risk / 第3条65号 (
第51条) システミックリスク汎用モデル / GPAI model with systemic risk / 第51条 汎用AIモデル提供者の
義務 / obligations for providers of GPAI models / 第53条 学習コンテンツの概要公開 / summary of
content used for training / 第53条1項d号 汎用AIモデル提供者の域内代理人 / authorised representatives
of GPAI providers / 第54条 システミックリスク汎用モデル提供者の義務 / obligations for GPAI with
systemic risk / 第55条 汎用AI実践規約 / codes of practice / 第56条 規制サンドボックス / AI regulatory
sandbox / 第57条 実世界条件でのテスト / testing in real world conditions / 第60条 AI事務局 / AI Office /
第3条47号 欧州AI委員会 / European Artificial Intelligence Board / 第65条 国家管轄当局 / national
competent authorities / 第70条 高リスクAIのEUデータベース / EU database for high-risk AI systems /
第71条 市場後監視 / post-market monitoring / 第72条 重大インシデント報告 / reporting of serious
incidents / 第73条 市場監視 / market surveillance / 第74条 苦情申し立て権 / right to lodge a complaint /
第85条 個別意思決定説明請求権 / right to explanation / 第86条 課徴金 / penalties / 第99条 汎用AIモデル
提供者への課徴金 / fines for GPAI providers / 第101条 発効と適用 / entry into force and application / 第
113条

韓国AI基本法
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人工知能 / artificial intelligence / 第2条1号 AIシステム / AI system / 第2条2号 AI技術 / AI technology /
第2条3号 高影響AI / high-impact AI / 第2条4号 生成型AI / generative AI / 第2条5号 AI事業者 / AI
business operator / 第2条7号 AI開発事業者 / AI development business operator / 第2条7号a AI利用事業
者 / AI use business operator / 第2条7号b ユーザー / user / 第2条8号 影響を受ける者 / affected person
/ 第2条9号 学習用データ / training data / 第2条12号 AI倫理原則 / AI ethics principles / 第27条 透明性確
保義務 / transparency obligation / 第31条 安全性確保義務 / safety obligation / 第32条 高影響AIの確認 /
confirmation of high-impact AI / 第33条 高影響事業者の責務 / obligations of high-impact AI operators / 第
34条 高影響AI影響評価 / high-impact AI impact assessment / 第35条 国内代理人の指定 / designation of
domestic representative / 第36条 事実調査 / fact-finding investigation / 第40条 刑事罰 / criminal
penalties / 第42条 行政罰 / administrative fines / 第43条

弁護士
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付録8 EU当局および国内支援機関

欧州連合人工知能法解説書

連絡先は頻繁に変わるため、具体的な電話番号の代わりに公式機関とその窓口を記す。実際の問い合
わせ前に、各機関の公式ウェブサイトで最新の窓口を確認すること。

EU側

欧州委員会人工知能事務局（European Commission, AI Office）汎用人工知能モデル監督、ガイドラ
イン・実践規約・書式発表の中心。公式ポータルdigital-strategy.ec.europa.eu（Shaping Europe's 
digital future）

人工知能法サービスデスク（AI Act Service Desk）条文・附属書・Q&Aを提供する執行委公式案内窓
口。公式ポータルai-act-service-desk.ec.europa.eu

欧州人工知能委員会（European Artificial Intelligence Board）加盟国調整機構。執行委ポータルを通
じて活動公開。

加盟国国家所管当局（national competent authorities）各加盟国が指定した市場監視・通報当局。進
出対象加盟国の当局を個別確認する必要があります。加盟国ごとに異なり、執行委ポータルに目録が更
新されます。

EU公式法令ポータル（EUR-Lex）Regulation（EU）2024/1689および改正の公式原文・官報掲載確
認。公式ポータルeur-lex.europa.eu

韓国側

科学技術情報通信部 AI基本法所管部処。高影響確認、国内代理人報告、安全性実行結果提出の窓口。
公式ポータルmsit.go.kr

個人情報保護委員会（PIPC）個人情報保護法所管、人工知能関連個人情報ガイドライン発表。韓-EU
適正性関連窓口。公式ポータルpipc.go.kr

韓国インターネット振興院（KISA）個人情報・セキュリティ実務支援。

大韓貿易投資振興公社（KOTRA）欧州進出企業支援、現地規制情報。

中小ベンチャー企業部および傘下機関 中小企業の海外規制対応・認証支援。

実務推奨 進出対象加盟国の国家所管当局と規制サンドボックス（22章）運営の有無をまず確認しま
す。EU側1次資料は必ず上記公式ポータルの原文で対照してください。2次解説（法律事務所ニュース
レターなど）は方向を決めるのに用いますが、日付と条文は1次資料で確定します。

弁護士
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附録9 主要条文要旨

EU人工知能法解説書

法的引用が必要な場合は、必ずEUR-Lexの正式文書Regulation (EU) 2024/1689（及び2026年改正）
と対照すること。以下は実務で頻繁に参照される条文の要旨をまとめたものであり、条文原文そのもの
ではありません。

EU人工知能法

第2条（適用範囲）欧州に人工知能を市場投入する提供者、欧州内の流通業者、及び産出物が欧州で
使用される第三国の提供者·流通業者に適用。域外適用の根拠。（第1章）

第3条（定義）提供者、流通業者、輸入者、販売業者、域内代理人、市場投入、サービス提供の開始、
汎用人工知能モデル、システミックリスク等の定義。（第1·7章）

第4条（人工知能リテラシー）人工知能を扱う人材が素養を備えさせる義務。2025年2月2日適用。（
第21章）

第5条（禁止された慣行）潜在意識操作、脆弱性の悪用、社会的スコア、無差別な顔画像収集、職場·
教育機関での感情認識、機密情報推論バイオメトリック分類、リアルタイム遠隔生体認識等を禁止。
2026年改正によりNCII·CSAM生成禁止が追加（2026年12月2日）。（第15·5章）

第6条（高リスク分類）別紙I製品組み込み型と別紙III独立型により高リスク分類。第3項は別紙IIIに対
するフィルタ（重大リスクがなければ除外、プロファイリング時は例外除外）。（第11章）

第9条から第15条（高リスク提供者要件）リスク管理、データガバナンス、技術文書、記録保存、透
明性·情報提供、人間による監督、正確性·堅牢性·サイバーセキュリティ。（第12章）

第22条·第54条（域内代理人）第三国提供者は高リスク（第22条）または汎用モデル（第54条）を欧
州に市場投入する前に域内代理人を指定。代理人は技術文書保管（汎用モデルは10年）と当局協力。（
第1章）

第26条·第27条（流通業者の義務·基本権影響評価）使用指針遵守、人間による監督配置、ログ保存（
最低6ヶ月）、労働者への通知。公開機関·公共サービス提供流通業者は別紙IIIシステムに基本権影響評
価（FRIA）を実施。（第13章）

第43条·第48条·第49条（適合性評価·CEマーク·登録）別紙IIIの第一領域は通報機関の関与が可能、そ
の他は内部統制。CEマークとEUデータベース登録。（第12章）

第50条（透明性）第1項チャットボット告知（提供者）、第2項合成コンテンツ機械判読表示（提供
者）、第3項感情認識·バイオメトリック分類告知（流通業者）、第4項ディープフェイク·公益テキスト
開示（流通業者）、第5項時点·方式。第7項実践規約。2026年8月2日適用。（第4·6章）

第51条·第53条·第55条（汎用モデル）第51条システミックリスク推定（10^25 FLOP）。第53条基本
的義務（技術文書、下位情報、著作権政策、訓練コンテンツ要約）。第55条システミックリスク加重義
務（評価·レッドチーム·インシデント報告·サイバーセキュリティ）。（第7·8·9章）

第99条（課徴金）禁止違反3,500万ユーロまたは全世界売上高7%、その他の義務違反1,500万ユーロ
または3%、誤った情報750万ユーロまたは1%。いずれか大きい金額。（第2章）
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第113条（発効と適用）段階的適用日の根拠条文。（第3章）

関連するEU法

Directive (EU) 2019/790第4条第3項テキストデータマイニングに対する著作権者の権利留保。汎用モ
デル著作権政策の根拠。（第8章）

韓国AI基本法

第2条第4号（高影響人工知能）生命·身体安全·基本権に重大な影響を与える、列挙された11個の領域
で使用される人工知能。（第16章）

第31条（透明性確保義務）高影響·生成型使用事前告知、生成型結果物表示、ディープフェイク明確
認識告知。（第16章）

第32条（安全性確保義務）·第34条（高影響事業者責務）演算量基準以上のシステムのリスク管理、
高影響事業者のリスク管理·説明·文書保管。（第16章）

第36条（国内代理人）売上·利用者基準を超える海外事業者の国内代理人指定·届出。（第16章）
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